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大田区公共施設個別施設計画 概要版

第１章 背景・目的等

背景
 区の公共施設の27％が1981（昭和56）年以前の旧耐震基

準の建物

 今後は機能維持や改築の費用増大が見込まれることから、
利用者の安全性を確保、区民サービスの維持及び向上のた
め、効率的、効果的な施設整備が必要

対象施設
 377施設 282棟 約49.7万㎡

・学校施設、区営住宅等は別途個別施設（長寿命化）
計画策定済みのため除く

・防災倉庫、自転車駐車場等は小規模施設のため除く

第２章 公共施設の実態 第３章 公共施設整備方針

目的
① 従来の事後保全から計画的な保全へのシフト

② 中長期的なコスト縮減、財政負担の平準化

③ 実行可能な計画とマネジメントシステムの構築

④ 大田区公共施設等総合管理計画と整合性を図り、柔軟な

見直しが可能な構成

計画期間
 2021（令和3）年度から2060（令和42）年度まで

の40年間

ハ
ー
ド
面

公
共
施
設
を
取
り
巻
く
現
状

(1) 基本情報 (2) 躯体の健全性
(3 ) 劣化

状況
(4) 仕様・機能 (5) 履 歴

履歴情報（主要）劣化状況（概要）躯体健全性学校 棟単位

● 建物情報一覧（概要情報） 詳細な実態把握 現在
●建物情報一覧表（概要情報）

●上位計画・関連計画

• 地域ごとの将来のまちづくりを⾒据えた、施設の適正配置の実現

• 学校施設の複合化・多機能化による、地域コミュニティの活動拠点づくり

• 適切な維持管理、⻑寿命化による財政負担の平準化及びライフサイクルコストの削減

• 環境にやさしいエネルギー等の導入拡大

• 施設総量（延床面積）について、2060年までに概ね１割程度の削減を引き続き目指す。

377施設 282棟 49.7万㎡

• 1965年の約75.5万人をピークに、1995年には約
63.6万人まで減少。2020年は約73.8万人で、
2045年には約73.8万人となり横ばいの予測。

●地域変化

• 多摩川周辺の工場跡地やJR大森駅東口、六郷周
辺などは、大規模マンション開発等が進み人口増
加とともに年少人口も増加している。

• 同じ地域内でも今後増加するエリアと減少するエ
リアが混在。マンション建設等により、状況が異
なる。

• 地域の拠点となる特別出張所や学校を中心とした
施設の複合化整備を実施しているが、新規ニーズ
への対応等で面積が削減できない。
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大田区年齢階層別人口推移

0-14歳 15-64歳 65歳以上 年齢不詳 合計

推計値（大田区人口ビジョンシナリオA－メインシナリオ）

老年人口（65歳以上）

過去の総人口の
ピーク＝1965年

過去の総人口の
ボトム＝1995年

8.5%増 16.1%減
14.4%増

●公共施設の配置状況

• 単一目的で整備された施設が多い。

• 地域に機能や利用目的が重複した施設が配置。

●人口

実態把握

2020年約73万人 微増

調布地域

蒲田地域

大森地域

糀谷・羽田
地域

JR京浜東北線

蒲田駅

馬込駅

多摩川駅

大 規 模 マ ン
ションが建設
（六郷   ）

増加

混在

変更前総延床面積㎡：
建物数：

471,889.1
261

年度

延床面積（㎡） 施設分類別／築年度別所有状況表（床面積㎡）
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     ・        系施設 その他 区民文化系施設 行政系施設 産業系施設 子育て支援施設 社会教育系施設

保健・福祉施設

保健・福祉施設

行政系施設

区民文化系施設

産業系施設

社会教育系施設

その他      ・        系施設

子育て支援施設

新耐震基準（1982年以後の建築）
１３８棟（52.9％） ３４５，２１６㎡（73.2％）

旧耐震基準（1981年以前の建築）
1２３棟（47.1％） １２６，６７３㎡（26.8％）

1971年
帯筋間隔法令

改正

対象建物

261棟
47.2万㎡

（㎡）

20
20

60年 50年 40年 30年 20年 10年 現在

築50年以上
32棟 12.3％
3.9万㎡ 8.2％

築40年以上
86棟 33.0％
8.5万㎡ 18.0％

築30年以上
50棟 19.2％
7.2万㎡ 15.2％

築20年以上
55棟 21.0％
19.0万㎡ 40.4％

築10年以上
20棟 7.7％
3.9万㎡ 8.4％

築10年未満
18棟 6.9％
4.6万㎡ 9.8％

●築年別整備状況

旧耐震建物が27％
築30年以上が41％

課題

 バリアフリー化や新たな行政需要への対応
により、更新時の施設規模（床面積）が増
加傾向にある

 生産年齢人口の減少や新型コロナウイルス
感染症の影響等で、財政状況が不透明であ
る

 築30年以上の建物が41％あり、今後多く

の建物の修繕・改修費用が必要となる

 築40年以上の改修未実施の建物があり、

施設運営に影響がある

 地域ごとの将来のまちづくりを⾒据えた、
施設再編・最適化

 公共施設の適正規模・適正配置による効果

的・効率的なサービスの提供

 複合化した施設の管理運営面での効率化が

必要

 複合化・共用化・多機能化による利便性の
向上

 複合化した施設の跡地の有効活用による新
たな財源確保

 上位計画に沿った区民ニーズへの対応

 複合化による相乗効果の創出

 温室効果ガスの削減や災害時のエネル
ギーの確保

 更なる公共施設の総量削減が必要

改善方策

老朽化が進む学校と公共施設の一体
的な整備と施設整備水準の検討

将来のまちづくりを⾒据えた、施設
の再編

効果的・効率的な整備手法によるコ
スト縮減

情報の一元管理と継続的な実態把握
による変化への柔軟な対応

 公共施設、学校、区営住宅等の個別施設（長寿
命化）計画の一元管理、情報の継続的な更新

 ハード、ソフト情報による実態把握を踏まえた、
柔軟な施設整備計画を行うため、組織横断的な
体制の構築

管理運営面からの組織横断的な改善

 複合化施設等の一体的な施設利用と管理運営の
検討

 維持更新コストを削減するための組織横断的な
改善を検討

 地域ニーズに応じた機能導入による施設の集約
化・複合化

 相乗効果や付加価値を生み出す集約化・複合化

 建替え時の複合化・共用化・多機能化による床
面積の削減

 PPP/PFI等の事業手法の導入

 工事中の施設運営の検討

 跡地、未利用地の有効活用

１

２

３

５

４

 学校、区営住宅との一体的な整備計画の策定・
施設の優先順位付け

 災害時拠点としての機能確保

 ユニバーサルデザイン化の推進

 環境負荷低減の取り組み

1995⇒2015年
人口変化

施設名称

施設名

※詳細は５章に記載

10年間の実績値
63.4億円/年

現在 今後10年間
57.8億円/年

40年間
58.0億円/年

0.91倍

●維持更新コスト

現在詳細な実態把握

公共施設の今後の維持更新コストは、

既存施設と同等規模（床面積）で更新

を行う前提で、これまでの更新経費に

収まる

総 務 財 政 委 員 会
令 和 ３ 年 ７ 月 1 5 日

所管 施設整備課

企画経営部 資料３番
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第４章 公共施設個別施設計画

第５章 公共施設整備の課題改善に向けた取り組み

第６章 計画の継続的な運用方針

改修・改築の基本的なサイクルの考え方

文部科学省の「学校施設の長寿命化計画策定

に係る解説書」等を基に、修繕サイクルを15

年から20年とし、今後の維持更新コストの抑

制を図る。

原則、建物を40年で長寿命化改修し、築後80

年まで活用する。

整備内容の振り分け

長寿命化に適さないコンクリート圧縮強度不

足や1971（昭和46）年以前の建築基準法改正

前の棟は、60年で改築とするが、用途地域等

の法的制限を受け、現状の施設用途や床面積

を確保できない場合は、改修も検討し、実施

段階で総合的に判断する。

公共施設の維持更新コスト試算

試算の結果、公共施設では今後40年間で

2,188億円（54.7億円/年）の整備費が必要

となり、過去の施設整備費63.4億円に対し

0.86倍となる。

今後の具体的な整備予定については、財政面

で不透明な状況が継続することが想定される

ことから施設関連経費の縮減を図ることが求

められる。

過去の実績値
134.5億円/年

現在

40年間総額
5,587億円

40年間の試算

139.7億円/年

1.04倍

公共施設
維持更新費

学校施設
維持更新費

区営住宅
長期修繕計画
(9.7億円/年）

※公共施設は10年間の平均（区営住宅を含まない）
学校は6年間の平均で実績値を定めている。

情報基盤の整備と活用
継続的な実態把握と公共施設マネジメントへの活用

推進体制等の整備

公共施設整備や大田区公共施設等総合管理計画の⾒直し

フォローアップ
 PDCAサイクルにより5年ごとに部分更新、
10年ごとに計画の見直しを実施

（１）老朽化が進む学校と公共施設の一体的な整
備と施設整備水準の検討

 学校施設や区営住宅を含めて、充当可能な施設関
連経費に合わせて施設整備の優先順位付けを実施し、
一体的な整備計画を策定します。

 災害時の避難所対策等、施設運営の安全性の確保、
防災拠点としての機能確保、ユニバーサルデザイン
化、環境負荷低減の推進等、区の公共施設全体の整
備水準の検討を行います。

（２）情報の一元管理と継続的な実態把握による
変化への柔軟な対応

 公共施設、学校施設、区営住宅等がそれぞれ作成し
た個別施設計画の情報を継続して把握、一元化し、
それぞれの分野が抱える課題を解決するため一体的
に検討します。

 各施設の老朽化状況等のハード面と、地域の状況や
運営コスト等のソフト面も把握することで状況の変
化に柔軟に対応し、公共施設整備検討会を活用する
等、部局横断的な検討を行い、効果的・効率的な施
設整備を推進します。

（３）将来のまちづくりを見据えた、施設の再編

 地域ごとの将来のまちづくり、開発動向、人口動態
等の地域変化やニーズに応じ、施設（機能）の集約
化・複合化を図り、区民の利便性の向上、効果的・
効率的な区民サービスの提供を図ります。

 施設の集約化・複合化にあたっては、各施設の機能
を最大限に発揮し、施設の連携により新たな価値を
創出し、地域の拠点として再編を行います。地域の
特性を生かし、拠点としてのコンセプトを確立・具
現化し、施設を一体的に捉え、より多くの相乗効果
や付加価値を生み出すことを目指します。

（４）効果的・効率的な整備手法によるコスト縮減

 改築時の複合化・共用化・多機能化により床面積の削
減を図り、ＰＰＰ・ＰＦＩ事業やデザインビルドの導
入、複数施設の一括発注方式等を検討し、コストの平
準化や施設整備、管理運営に係るコスト縮減を検討し
ます。

 改築時等に仮設施設を整備しない方法で、工事中の施
設の運営についても検討し、工期の短縮やコストの削
減を図ります。

 施設の複合化等による跡地や未利用地等は、公共・公

益的な目的を踏まえ、有効活用に取り組みます。

（５）管理運営面からの組織横断的な改善

 複合施設の管理運営は、従来の水準を超える区民サー
ビスを効果的･効率的に提供することを目指します。

 必要な構造・設備等を確保するため、複合施設建設に
向けた取り組みの初期段階から管理運営に関する検討
を開始し、建設計画・設計等に反映させていきます。

 複合化では、施設の一元的な管理を実施する等、運営

管理を合わせて見直す事で、今まで以上のスペースの

共用・集約化が図れ、効果的・効率的なサービスの提

供とコスト縮減が可能となります。複合化施設の一体

的な施設利用と管理運営、維持更新コストを削減する

ための組織横断的な改善を検討します。
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●公共施設全体（学校施設、区営住宅含む）

●公共施設
現在

過去の実績値
63.4億円/年

40年間総額
2,188億円

40年間の試算

54.7億円/年

0.86倍

• 防水改修
• 外壁改修
• 電気設備機器交換
• 給排水設備機器交換
• 空調機器交換 等

築40年目
長寿命化改修
（機能向上）

• 開口部改修（サッシ交換）
• 内部改修（床・壁・天井・家具等下地
共）

• 電気設備 (配線・配管類含む更新)

• 給排水設備 (配線・配管類含む更新) 等

• 躯体補修(中性化対策、鉄筋腐食対策等)

築20・60年目
中規模改修
（機能回復）

• 防水改修
• 外壁改修
• 電気設備機器交換
• 給排水設備機器交換
• 空調機器交換

機
能
回
復
①

機
能
回
復
①

機
能
回
復
②

• 用途変更・新たな諸室の整備
• 機能向上に伴う設備システム変更・機器
交換（配管・配線類含む）

• バリアフリー改修 ・防災・防犯改修
• 断熱化・省エネ化・高耐久改修
• 耐震補強
• エレベーター

機
能
向
上

年20 8040 60竣工

長寿命化改修中規模改修

経年による機能・
性能の劣化

解体・改築

建物の水準

参考：工事内容

解体・改築

躯体の健全性調査結果が良好な場合は長寿命化
が可能、良好でない場合は改築の判断を行う。

躯体の健全性調
査結果が良けれ
ばさらに長期に

使用できる

中規模改修

15年目に詳細調査・

設備点検を実施

35年目に詳細調査・

設備点検を実施

55年目に詳細調査・

設備点検を実施

●長寿命化の基本的なサイクルと整備内容

●中期計画（直近５年間）で整備予定の施設

●公共施設整備の課題改善の方策

長寿命化改修時の整備水準

改築時の整備仕様を参考とし、耐久性、光熱

水費の削減、環境負荷低減、ユニバーサルデ

ザインの導入など費用対効果を勘案し、最適

な仕様を設定する。

●整備基準の設定

公共施設全体の維持更新コスト試算

試算の結果、学校施設、区営住宅を合わせた

公共施設全体では、今後40年間で5,587億円

（139.7億円/年）の整備費が必要となり、過

去の施設整備費134.5億円に対し1.04倍と

なる。

学校施設は区内には古い学校が多いため、計

画期間の前半は必然的に一体的な改築となる

学校が多く、後半は改築と長寿命化改修を併

用する学校が増加する。

今後コロナ禍の継続などの不透明な状況を考

慮し、次章に示す公共施設整備の課題改善に

向けた取り組みを実施することにより、持続

可能な施設整備を進める。

（大田区公共施設等総合管理計画に基づく取り組み事業）

事　業　名 工事種別
（仮称）蒲田西地区都区合同庁舎の新築 新築工事
（仮称）大森西二丁目複合施設の改築 改築工事
（仮称）新蒲田一丁目複合施設の改築 改築工事
大田区田園調布せせらぎ館・体育施設の新築 新築工事
入新井第一小学校及び（仮称）大森北四丁目複合施設の改築 改築工事
赤松小学校及び（仮称）北千束二丁目複合施設の改築 改築工事
東調布第三小学校及び（仮称）南久が原二丁目複合施設の改築 改築工事
東調布中学校及び複合施設の改築 改築工事
田園調布富士見会館の内部改修 内部改修工事
（仮称）子ども家庭総合支援センターの新築 新築工事
池上図書館の移転 内装工事
平和島公園水泳場の再整備計画 改修工事
南六郷創業支援施設の整備 改修工事

令和６
(2024)

令和2（2020）年度～令和6（2024）年度 令和２
（2020）

令和３
(2021)

令和４
(2022)

令和５
(2023)



大田区学校施設長寿命化計画 概要版

第１章 背景・目的等

背景
区の学校施設の多くは老朽化が進行

今後は機能維持や改築の費用増大が見込まれること
から、児童・生徒の安全性を確保、教育環境の維持
及び向上、効率的、効果的な施設整備が必要

対象施設
区立学校施設全88校における校舎、屋内運動場、

及びプール付属棟、機械室、倉庫等の付帯設備

※ プール本体、フェンス、遊具等は除く

第２章 学校施設の実態

児童・生徒数及び学級数の推移と傾向
 R2（2020）年度の児童・生徒数は、ピーク時の
S55（1980）年度から約47％減少

ピーク以降一度は減少も、R7（2025）年度にか
け約2.7％増加、その後は緩やかに減少し、25年
後のR27（2045）年度には現在とほぼ同数になる
見込み

地域ごとに大きな増減はない予測だが、学校単位
では増減傾向に差異あり

学校施設関連経費
過去32年間（H1（1989）～R2（2020））にお

ける施設関連経費の実績額は22.8億円/年

年2校程度の改築と機能向上等を行っているH27
（2015）以降の直近6年間では71.1億円/年（た
だしR2（2020）年度は予算額）

第３章 学校施設整備基本方針

建物の保有状況
区の学校施設は築30年以上が約78.7％

耐震基準別では「旧耐震基準（S56（1981）以
前」の棟が全体の約65.9％、RC造柱の帯筋間隔改
正前の「旧旧耐震基準（S46（1971）以前）」の
棟が全体の約38.2％

第４章 長寿命化の実施に向けた考え方

整備基準の設定
耐用年数等を基に、修繕サイクルを20年に設定

原則、建物を40年で長寿命化改修し築後80年ま
で活用、長寿命化に適さないコンクリート圧縮強
度13.5N/㎟以下や旧旧耐震基準の棟は60年で改
築とし、実施段階では総合的に判断※図1

各校の建物全体に占める旧旧耐震基準の棟と旧・
新耐震基準の棟の割合により、全校を一体改築、
部分改築、長寿命化3つのコースに分類（ただし、
一体的に改築しないと不都合が発生する学校は一
体改築コースとする）※図2

整備期間、仮設校舎の考え方、改修単価等を設定

①区の全棟を60年で改築、②区の全棟を40年で
長寿命化改修、③改築と長寿命化改修を併用の3
パターンでコスト試算を実施し、③併用型を採用

学校ごとに算出した劣化度で優先順位を設定し、
施設整備状況や予算平準化等を踏まえた基準に従
い、③併用型により毎年2校ずつ整備を実施

劣化状況が特に良くない部位は直近で修繕を実施

第５章 今後の検討課題

老朽化状況等の把握（R1実施）
既存データ及び目視により劣化状況等を調査

旧耐震基準以前の建物の約5割では、屋根・屋上、
外壁及び内部で広範囲の劣化が進行

設備も、履歴と耐用年数の評価では老朽化が進行

教室の空調化は9割以上で整備されているが、だれ
でもトイレやエレベーターの設置は1～2割程度

目的
① 従来の事後保全→予防保全へのシフト

② 中長期的なコスト縮減、予算の平準化

③ 将来の環境変化にも対応できる学習・生活環境の確保

④ 区の他計画と整合性を図り、柔軟に見直し可能な構成

計画期間
 R3（2021）年度からR42（2060）年度までの
40年間

～学校の目指すべき姿～

安全・安心な施設環境の確保
（適切な維持管理、セキュリティ強化、バリアフリー化）

時代のニーズに合わせた教育環境の向上
（ICT・少人数教育への対応、特別支援教育の充実、環境負荷の低
減、健康等への配慮）

地域拠点としての一面を持つ学校施設
（避難所としての機能強化、地域との連携・協働、地域コミュニ
ティづくりへの貢献

①改築・長寿命化の併用、安全性確保と環境向上

②効率的・効果的な整備手法によるコスト縮減

③施設状況等の継続的把握による変化への対応

④児童・生徒数等の変化への柔軟な対応

～学校施設整備方針～

これらの基準を
総合的に反映

今後は、さらなる経費縮減や
円滑な整備手法の検討が必要

工事期間中の近隣敷地の活用
・近隣校敷地に仮設校舎を建設

・旧学校施設を仮校舎として活用

・体育館、プール、グラウンド等の外部利用 等

工期短縮に向けた取り組み
・体育館、プール、グラウンド等の外部利用

・既存建物で運営継続しながら新校舎建設 等

公共施設との複合化など

第６章 計画の継続的運用方針

情報基盤の整備と活用
建築基準法12条点検＋劣化状況調査

施設管理者である学校も日常点検を実施

計画見直しや予防修繕に活用

推進体制・フォローアップ
教育委員会を中心に、施設整備課・施設保全課と連携

して推進（複合化検討の際は関連部署とも連携）

 PDCAサイクルにより5年ごとに部分更新、10年ごと
に計画の見直しを実施

今後の維持・更新コストの試算
試算の結果、今後40年間で3,016億円

（75.4億円/年）の整備費が必要とな
り、過去6年間の施設整備費71.1億円
に対し1.06倍の乖離が発生

区内には古い学校が多いため、計画期
間の前半は必然的に一体改築コースの
学校が多く、後半では部分改築コース
の学校が増加

今後の具体的な整備予定については、
R4（2022）からの10年間における改
築、長寿命化改修、及び計画改修の予
定校を選定する「（仮称）大田区学校
施設改築・改修中期プラン」を策定

一体改築コース 部分改築コース

長寿命化コース

旧耐震

（体育館）
旧耐震

（体育館）

旧耐震

（体育館）

旧旧耐震が過半のため

すべて改築

校舎 校舎

体育館

校舎 校舎

体育館

校舎

体育館

旧・新耐震が過半のため

旧旧→改築
旧・新→長寿命化

すべて旧・新耐震のため

すべて長寿命化

：旧旧耐震基準の棟

：旧・新耐震基準の棟

校舎

年

20

竣工

長寿命化改修
（機能向上）

中規模改修
（機能回復）

経年劣化

解体・改築

築60年で
解体・改築

中規模改修
（機能回復）

コンクリート圧縮強度13.5N/㎟以下・旧旧耐震基準の棟

40 60 80

：詳細調査

図2
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現 在
40年間総額
3,016億円
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本計画における用語の定義（五十音順） 

 

用 語 定 義 

改築 

老朽化により構造上危険な状態や、施設利用上不便な状態である

等、安全性、機能性、経済性の問題から既存建物を「建て替える」

ことをいいます。 

学校施設 小学校、中学校、及び特別支援学校をいいます。 

旧耐震基準、新耐震基準 

建築基準法に基づき定められ、建築物の設計において適用される

地震に耐えうる構造の基準で、1981（昭和 56）年６月１日以前の

基準を「旧耐震基準」、それ以降の基準を「新耐震基準」と呼び

ます。 

建築基準法第 12条の 

定期点検 

建築物等の安全性や適法性を確保するために、専門の技術者によ

り建築は３年に１度、設備等は毎年、定期的に点検する制度をい

います。 

構造躯体 

建築構造を支える骨組みにあたる部分のことで、基礎・基礎杭・

壁・柱・小屋組・土台・斜材（筋かいなど）・床版・屋根版又は

横架材(梁など)を指します。 

施設関連経費 施設整備費及び維持修繕費等の総計を指します。 

耐震診断 

旧耐震基準で設計され、耐震性能を保有していない建物について、

現行の構造基準（新耐震基準）で耐震性の有無を確認することで

す。旧耐震基準で設計されている建物の耐震性を確認することで

建物構造の耐震性が分かり、耐震補強案や概算での耐震改修費用

を検討することが可能になります。 

中規模改修 

経年劣化による損耗、機能低下に対する機能回復工事のことで、

屋上防水改修、外壁改修、設備機器更新のほか、劣化の著しい部

位の修繕、故障・不具合の修繕等が含まれます。 

長寿命化改修 

既存の建物を長期に使用するため、建物や設備の不良箇所・劣化

箇所の改修に加えて、耐久性を高め、社会的要請に対応する機能

向上を行う改修です。基礎・柱・梁などの構造躯体を残して、そ

れ以外の全ての箇所を改修します。 

なお、本計画で長寿命化改修と表記する場合は、躯体の補修を行

わない大規模改修を含みます。 
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用 語 定 義 

鉄筋のかぶり厚さ 

鉄筋コンクリート造（RC造）と鉄骨鉄筋コンクリート造（SRC造）

の躯体部分のコンクリート表面から鉄筋までの深さをいいます。

表面からコンクリートの中性化が進行していき、鉄筋に達すると、

錆による腐食の原因になります。 

Is値 

(Seismic Index of 

 Structure） 

建物の耐震性能を表す指標（構造耐震指標）であり、地震力に対

する建物の強度、地震力に対する建物の靭性（変形能力、粘り強

さ）、経年劣化により求められます。Is値の目安として 0.3未満

は倒壊・崩壊する危険性が高い、0.3 以上 0.6 未満では危険性が

ある、0.6以上では危険性が低いとしています。 

RC造 
柱や梁、床、壁等を鉄筋コンクリートで構成された構造。 

（Reinforced-Concrete）から RCと略されます。 

S造 構造躯体の構造区分で鉄骨造のことをいいます（Steal(鉄)の S）。 

SRC造 
鉄骨の柱や梁の周りに鉄筋を組み、コンクリートを打ち込んだ構

造。（Steal（鉄）＋RC）の略。 
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第１章 計画の背景・目的等 

１ 背景 

大田区（以下、区という。）は、1947（昭和 22）年に旧大森区と旧蒲田区の合併によって

誕生しました。合併当初、313,746人だった人口は、1965（昭和 40）年には 755,535人となり

ました。その後、1995（平成７）年には 636,276 人まで減少したのち再度増加に転じ、2020

（令和２）年４月現在では 738,128人となっています。 

 区では、人口増加に合わせて施設整備を行い、1990 年代まで継続的に更新を進めてきまし

た。現在では、学校施設を除く区の公共施設は、施設数の約 47％、延べ床面積では約 27％が

1981（昭和 56）年以前の旧耐震基準での建築となっています。 

 国が 2013（平成 25）年に策定した「インフラ長寿命化基本計画」では、地方公共団体は、

中長期的な取組の方向性及び整備の基本的な方針として、「公共施設等総合管理計画」を策定

することが要請され、区では、長期的な財政負担を軽減・平準化し、持続可能な行財政運営と

公共施設等の適正な配置の実現の両立を図るため、「大田区公共施設白書」（平成 27年３月）、

「大田区公共施設適正配置方針」（平成 28 年３月）、「大田区公共施設等マネジメント今後

の取り組み」（平成 29 年３月）をそれぞれ策定し、上記３つを合わせて「大田区公共施設等

総合管理計画」（以下「総合管理計画」という。）と位置付け、公共施設等の管理に関する基

本的な方針を定めました。 

今後、新型コロナウィルス感染症対策をはじめ財政の不透明さが増加する中、施設の維持管

理や更新の費用が増大することが見込まれることから、利用者の安全性を確保しつつ、区民サ

ービスの維持及び質の向上を目指し、効果的、効率的に施設整備を進めるために、大田区公共

施設個別施設計画（以下、「本計画」という。）を策定します。 

 また、本計画は区営住宅、学校施設、インフラ施設を除く公共施設（以下、「公共施設」と

いう。）を対象としますが、実態の把握や方針の検討等は、公共施設に区営住宅、学校施設を

含めた施設（以下、「公共施設全体」という。）で行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 1-1 計画の位置づけ】 

新おおた重点プログラム
（R2～R5）

大田区国土強靭化地域計画

大田区
公共施設等総合管理計画

各分野ごとの
個別施設計画

イ
ン
フ
ラ

長
寿
命
化
計
画

国

都市計画マスタープラン
住宅マスタープラン 等

大田区公共施設
個別施設計画

学校施設

インフラ

（大田区公共施設等マネジメント
今後の取り組み）

（大田区公共施設適正配置方針）
（大田区公共施設白書）

区営住宅等
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２ 目的 

 区が所管する公共施設のうち、対象となる 282棟について、各公共施設の改築・長寿命化・

修繕の計画を作成し、計画的な保全、改築等を行うことで建物を長く安全に使い続けるととも

に、財政負担の平準化を図ることを目的とします。 

計画の策定にあたっては、老朽化の対応や様々な社会的要請に対する機能を確保するため以

下の目的に基づき計画を策定します。 

・ 総合管理計画との整合を図るとともに、柔軟な見直しができる構成とします。 

 中長期的な維持管理にかかるコストの縮減及び予算の平準化を図りつつ、施設に求め

られる機能、性能を確保します。 

 従来の事後保全から、計画的な保全にシフトし、各施設のライフサイクルを見通せる

実行可能な計画とそのマネジメントシステムの構築を図ります。 

また、本計画に基づいた公共施設整備を行うことで、下記ＳＤＧｓの目標達成に向けた取り

組みを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 対象施設 

対象となる施設は、区が保有する 377施設、282棟と、その施設に付帯する全ての設備です。 

総合管理計画では、学校施設（区立小中学校・館山さざなみ学校）、区営住宅（複合棟の場

合には用途が区営住宅となっている部分）、防災倉庫、自転車駐車場等が含まれていますが、

学校施設と区営住宅は別途個別施設（長寿命化）計画が定められていること、防災倉庫、自転

車駐車場等は規模が小さい、または簡易な建物であることから、建物の改築や長寿命化を目的

とする本計画の対象からは外します。一方で民営化した特別養護老人ホーム等は、施設整備に

おいて区の負担金が発生することから本計画に加えます。 

そのため、本計画の公共施設は、上記の対象 377施設、282棟の公共施設をいいます。 

 

４ 計画期間 

本計画の対象となる公共施設の改築、長寿命化改修等にかかるライフサイクルコストを長

期的に把握するため、2021（令和 3）年度から 2060（令和 42）年度までの 40 年間とします。 

 

５ 基準日 

本計画の基準日は令和２年４月１日とします。 

 

  

【エネルギーをみんなにそしてクリーンに】

すべての人々に手頃で信頼できる持続可能な近代的

エネルギーへのアクセスを確保する

【住み続けられるまちづくりを】

包摂的で安全かつ強靭（レジリエント）で持続可能

な都市及び人間居住を実現する。
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第２章 公共施設の実態 

１ 公共施設を取り巻く現状と課題 

（１）人口の状況 

① 人口の推移 

区の人口は、1965（昭和 40）年の約 75.6万人をピークに、1995（平成 7）年には約 63.6万

人まで減少しました。その後は、回復基調にあり 2015（平成 27）年の国勢調査では約 71.7万

人、 2020（令和 2）年 11月現在では約 73.5万人となっています。 

  区が、2016（平成 28）年から 2017（平成 29）年にかけて実施した人口ビジョンによる将来

推計では、区の人口増加は今後緩やかになり、2045（令和 27）年をピークに減少に転じる見込

みです。一方、年齢 3 区分別の人口推計では、今後 2055（令和 37）年にかけて生産年齢人口

の減少と老年人口の増加による高齢化の進行が見込まれており、区民の公共施設へのニーズに

柔軟に対応していくことが求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 2-1 区の人口状況】 

②地域人口の将来動向 

大森地域、調布地域、蒲田地域、糀谷・羽田地域の 4地域別の短期推計では、各地域ともに

人口は微増傾向にあり、大きな地域差はありませんが、年齢 3区分別の推計では、調布地域で

老年人口が増加するのに対して、大森地域では生産年齢人口が増加し老年人口が減少する見込

みとなっているなど、地域毎での差が見られます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大森地域 

115,507 91,459 77,265 73,698 74,122 75,456 79,170 77,896 79,980 77,196 71,050 67,111 69,302 73,850 76,817 76,805 74,683

476,268 483,071 479,962 468,376 470,708 467,563 471,448 478,139 487,803 498,811 500,903 494,473 477,835 464,242 452,833 451,589 463,345

54,957 64,141 74,844 89,203 105,917 122,342 140,120 161,046 160,990 158,873 162,752 174,180 190,753 200,109 205,004 203,322 192,179

661,147 662,814 647,914 636,276 650,331 665,674
693,373

717,082 728,773 734,879 734,705 735,763 737,890 738,201 734,655 731,716 730,208

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

老年人口 生産年齢人口 年少人口

(人)

現在



第２章 公共施設の実態 

6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：大田区人口推計（平成 30年 6月） 

【図表 2-2 4地域ごとの人口推計（2030年まで）】 

 

  

調布地域 

蒲田地域 

糀谷・羽田地域 
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③町丁別での人口増減動向 

町丁別の人口動態では、2015（平成 27）年から 2035（令和 17）年にかけて、４地域ともに、

地域内で人口増加が進行するエリアと、減少するエリアが混在しています。おおむね、調布地

域や大森地域の鉄道駅周辺では増加する地域が見られるのに対し、蒲田地域や糀谷・羽田地域

では、鉄道駅からの距離がある地点などを中心に、人口減少に向かう見込みとなっています。 

地域内、あるいは特別出張所の管区内でも人口増減の動向が町丁ごとに異なることから、今

後、地域の実情に合った施設配置や機能保有を検討していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省 国土技術政策総合研究所 将来人口・世帯予測ツール V2（H27国調対応版） 

※大田区の人口ビジョンと算出方法が異なるため、地域ごとの総数は一致しない。 

 

【図表 2-3 町丁ごとの人口推計（2035年まで）】 
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２ 施設の保有状況 

（１）施設保有の状況 

区が保有する公共施設は、377施設、282棟、延床面積は約 49.7万㎡です。 

区の施設は、集会施設や図書館、児童館などを複合化して整備しており、施設数と棟数が異

なります。例えば、集会施設や図書館、児童館が複合化した建物がある場合は、施設数は３施

設、建物数は１棟となります。また、本計画では建物の長寿命化等の施設整備を目的とするこ

とから、用途別の面積ではなく建物としての面積を重視し、用途別施設の保有状況については、

建物全体を管理している施設の用途を、便宜上建物全体の用途として分類します。 

その場合、保有施設の構成は、障害者福祉施設、特別養護老人ホーム等の保健・福祉施設

が約 10.5万㎡（21.1％）と最も多く、次いで、大規模ホール、集会系施設等の区民文化施設

が約 9.4万㎡（18.9％）庁舎施設、清掃事務所等の行政系施設が約 9.3万㎡（18.8％）、の順

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 2-4 用途別保有面積の割合】 

全体保有量  377施設 282棟  延床面積 約 49.7万㎡ 

社会教育系施設

4.8%

区民文化系施設

18.9%

スポーツ・レクリ

エーション系施設

9.8%

保健・福祉施設

21.1%

子育て支

援施設

13.8%

産業系施設

9.4%

行政系施設

18.8%

その他

3.6%

用　途　分　類 延床面積（㎡） 平均規模（㎡） 保有割合（％）

社会教育系施設 23,747 1,079 4.8

区民文化系施設 93,788 2,405 18.9

スポーツ・レクリエーション系施設 48,485 4,849 9.8

保健・福祉施設 104,658 1,744 21.1

子育て支援施設 68,380 760 13.8

産業系施設 46,554 5,173 9.4

行政系施設 93,224 3,586 18.8

その他 18,044 694 3.6

総合計 496,880 1,762 100.0



第２章 公共施設の実態 

9 

 

（２）用途別施設保有の状況 

①公共施設 

公共施設の用途別の施設内訳、延床面積、保有割合は以下の通りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 2-5 用途別施設保有内訳】 

用　途　分　類 カテゴリ 棟数
延床面積

(㎡)
保有割合

図書館 12 17,635 3.5%

展示等施設 10 6,112 1.2%

計 22 23,747 4.8%

大規模ホール等施設 4 39,395 7.9%

集会等施設 27 34,049 6.9%

区民利用その他施設 8 20,344 4.1%

計 39 93,788 18.9%

運動施設 10 48,485 9.8%

計 10 48,485 9.8%

障害者福祉施設 22 35,647 7.2%

老人いこいの家 20 14,113 2.8%

特別養護老人ホーム 7 40,318 8.1%

その他高齢者施設 8 10,271 2.1%

児童福祉施設 3 4,309 0.9%

計 60 104,658 21.1%

児童館等 36 18,128 3.6%

保育園 54 50,252 10.1%

計 90 68,380 13.8%

産業支援施設 9 46,554 9.4%

計 9 46,554 9.4%

庁舎施設 21 85,490 17.2%

清掃事業所等 5 7,734 1.6%

計 26 93,224 18.8%

公園管理施設 14 4,119 0.8%

防災倉庫等 3 2,482 0.5%

諸事業施設 8 9,573 1.9%

水質管理施設 1 1,870 0.4%

計 26 18,044 3.6%

総合計 282 496,880 100.0%

行政系施設

その他

社会教育系施設

区民文化系施設

スポーツ・レクリエーション
系施設

保健・福祉施設

子育て支援施設

産業系施設
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②学校施設（参考） 

学校施設の保有量は、合計 88校、延床面積 604,791㎡です。なお、延べ床面積は小規模の

付属棟を含んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

➂区営住宅（参考） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４地域 18地区

1 大森第四小学校 大森南三丁目１８番２６号 大森 大森東 8,258 7,516

2 中富小学校 大森東五丁目６番２４号 大森 大森東 6,750 5,854

3 大森第一小学校 大森東三丁目１番１８号 大森 大森西 8,027 8,606

4 開桜小学校 大森西二丁目２６番３号 大森 大森西 8,262 6,889

5 大森第三小学校 大森西五丁目２２番１８号 大森 大森西 10,106 6,157

6 大森第五小学校 大森本町一丁目１０番５号 大森 大森西 7,139 5,415

7 大森東小学校 大森東一丁目２９番１号 大森 大森西 12,476 6,589

8 入新井第五小学校 大森北六丁目４番８号 大森 入新井 5,769 4,598

9 入新井第一小学校 大森北四丁目６番７号 大森 入新井 8,726 6,938

10 山王小学校 山王一丁目２６番３３号 大森 入新井 11,496 7,069

11 馬込小学校 南馬込一丁目３４番１号 大森 馬込 7,908 6,295

12 馬込第二小学校 南馬込三丁目１０番１号 大森 馬込 6,761 5,412

13 馬込第三小学校 北馬込一丁目２８番１号 大森 馬込 10,951 6,500

14 梅田小学校 南馬込六丁目６番１号 大森 馬込 14,442 7,476

15 池上小学校 池上一丁目３３番８号 大森 池上 12,061 5,866

16 池上第二小学校 中央八丁目９番１号 大森 池上 8,210 6,061

17 徳持小学校 池上七丁目１８番１号 大森 池上 8,552 6,415

18 入新井第二小学校 中央二丁目１５番１号 大森 新井宿 9,103 6,316

19 入新井第四小学校 中央三丁目５番８号 大森 新井宿 5,445 4,979

20 東調布第一小学校 田園調布南２８番７号 調布 嶺町 9,137 7,132

21 田園調布小学校 田園調布二丁目３１番１６号 調布 田園調布 8,456 6,259

22 調布大塚小学校 雪谷大塚町１２番１号 調布 田園調布 8,730 5,072

23 東調布第三小学校 南久が原二丁目１７番１号 調布 鵜の木 6,951 5,457

24 嶺町小学校 田園調布南６番１０号 調布 嶺町 10,269 10,070

25 千鳥小学校 千鳥二丁目５番１号 調布 鵜の木 6,314 4,813

26 久原小学校 久が原四丁目１２番１０号 調布 久が原 8,460 7,028

27 松仙小学校 久が原一丁目１１番１号 調布 久が原 11,278 7,002

28 池雪小学校 東雪谷五丁目７番１号 調布 雪谷 9,223 7,462

29 小池小学校 上池台二丁目２２番７号 調布 雪谷 7,691 7,900

30 雪谷小学校 南雪谷三丁目９番２２号 調布 雪谷 8,779 6,577

31 洗足池小学校 南千束三丁目３５番２号 調布 雪谷 7,200 5,061

32 赤松小学校 北千束二丁目３５番８号 調布 千束 7,151 5,198

33 清水窪小学校 北千束一丁目２０番１号 調布 千束 7,959 4,989

34 糀谷小学校 西糀谷三丁目１３番２１号 糀谷・羽田 糀谷 11,443 7,001

35 東糀谷小学校 東糀谷五丁目１８番２３号 糀谷・羽田 糀谷 8,511 7,117

36 北糀谷小学校 北糀谷二丁目２番５号 糀谷・羽田 糀谷 5,690 4,703

37 羽田小学校 羽田三丁目３番１４号 糀谷・羽田 羽田 9,318 7,700

38 都南小学校 本羽田三丁目１５番２号 糀谷・羽田 羽田 6,614 4,975

39 萩中小学校 本羽田三丁目４番２２号 糀谷・羽田 羽田 14,420 5,398

40 中萩中小学校 萩中二丁目１４番１号 糀谷・羽田 羽田 9,126 6,357

41 出雲小学校 本羽田一丁目２番４号 糀谷・羽田 羽田 9,151 7,271

42 六郷小学校 東六郷三丁目７番１号 蒲田 六郷 10,879 7,200

43 西六郷小学校 西六郷二丁目３番１号 蒲田 六郷 8,403 5,600

44 高畑小学校 西六郷三丁目２８番２３号 蒲田 六郷 12,489 6,824

45 仲六郷小学校 仲六郷一丁目２６番１号 蒲田 六郷 7,990 5,599

46 志茂田小学校 西六郷一丁目４番２号 蒲田 六郷 10,727 8,114

47 東六郷小学校 東六郷二丁目３番１号 蒲田 六郷 9,559 7,040

48 南六郷小学校 南六郷三丁目７番１号 蒲田 六郷 6,844 5,727

49 矢口小学校 多摩川一丁目１８番２２号 蒲田 蒲田西 9,074 6,429

50 矢口西小学校 下丸子一丁目７番１号 蒲田 矢口 6,796 6,834

51 多摩川小学校 矢口三丁目２６番２５号 蒲田 矢口 8,244 6,219

52 相生小学校 西蒲田六丁目１９番１号 蒲田 蒲田西 6,478 4,861

53 矢口東小学校 東矢口三丁目９番２０号 蒲田 蒲田西 7,494 5,515

54 おなづか小学校 西蒲田一丁目１９番１号 蒲田 蒲田西 7,832 4,439

55 道塚小学校 新蒲田三丁目３番１８号 蒲田 蒲田西 9,149 7,089

56 蒲田小学校 蒲田一丁目３０番１号 蒲田 蒲田東 11,787 6,001

57 南蒲小学校 南蒲田一丁目１２番１号 蒲田 蒲田東 8,641 6,151

58 新宿小学校 蒲田本町一丁目５番１号 蒲田 蒲田東 11,553 5,272

59 東蒲小学校 東蒲田一丁目１９番２５号 蒲田 蒲田東 7,488 5,667

523,740 372,074

小
学
校

小学校59校 計

名称 住所

地域・地区
敷地面積

（㎡）
延床面積

（㎡）
４地域 18地区

1 大森第一中学校 大森南五丁目６番５号 大森 大森東 9,169 6,606

2 大森東中学校 大森東四丁目１番１号 大森 大森東 19,545 7,688

3 大森第二中学校 大森北六丁目１８番１号 大森 入新井 14,626 8,081

4 大森第八中学校 大森西二丁目２１番１号 大森 大森西 15,223 9,686

5 馬込中学校 西馬込二丁目３５番６号 大森 馬込 9,776 8,042

6 馬込東中学校 南馬込二丁目２６番３０号 大森 馬込 11,630 5,880

7 貝塚中学校 中馬込三丁目１３番１号 大森 馬込 16,370 8,544

8 大森第四中学校 池上一丁目１５番１号 大森 池上 14,576 9,335

9 大森第三中学校 中央四丁目１２番８号 大森 新井宿 12,085 7,812

10 東調布中学校 田園調布南２９番１５号 調布 嶺町 10,632 7,394

11 田園調布中学校 田園調布二丁目６０番１号 調布 田園調布 7,635 6,727

12 大森第七中学校 南久が原一丁目４番３号 調布 鵜の木 15,681 10,125

13 雪谷中学校 南雪谷五丁目１番１号 調布 雪谷 15,888 7,618

14 大森第十中学校 仲池上二丁目１３番１号 調布 雪谷 17,413 9,141

15 大森第六中学校 南千束一丁目３３番１号 調布 千束 11,504 6,320

16 石川台中学校 石川町二丁目２３番１号 調布 千束 13,187 6,084

17 羽田中学校 東糀谷六丁目１０番１２号 糀谷・羽田 糀谷 13,111 10,088

18 糀谷中学校 西糀谷三丁目６番２３号 糀谷・羽田 糀谷 16,991 9,030

糀谷中学校（二部）

19 出雲中学校 本羽田三丁目４番１５号 糀谷・羽田 羽田 13,725 9,197

20 六郷中学校 仲六郷三丁目１１番１１号 蒲田 六郷 8,624 8,383

21 志茂田中学校 西六郷一丁目４番１０号 蒲田 六郷 15,175 9,959

22 南六郷中学校 南六郷三丁目２番１号 蒲田 六郷 9,996 7,588

23 矢口中学校 下丸子二丁目２３番１号 蒲田 矢口 10,944 7,640

24 御園中学校 西蒲田八丁目５番１号 蒲田 蒲田西 16,506 7,740

25 蓮沼中学校 西蒲田二丁目３番１号 蒲田 蒲田西 10,312 8,426

26 安方中学校 東矢口二丁目１番１号 蒲田 蒲田西 10,530 6,574

27 東蒲中学校 東蒲田二丁目３８番１号 蒲田 蒲田東 11,282 8,448

28 蒲田中学校 蒲田一丁目１２番５号 蒲田 蒲田東 12,341 8,240

364,477 226,396

特
別
支
援
学
校

1 館山さざなみ学校 千葉県館山市洲宮７６８番地の１１７ ― ― 19,545 6,321

907,762 604,791

中学校28校 計

学校施設88校 合計

中
学
校

名称 住所

地域・地区
敷地面積

（㎡）
延床面積

（㎡）

施設名 面積(㎡) 所在

大森東一丁目住宅 8,050 大森東一丁目36番7号

大森南一丁目アパート 4,661 大森南一丁目12番18号

大森南二丁目アパート 3,826 大森南二丁目14番1号

大森南五丁目アパート１ 376 大森南五丁目3番17号

大森南五丁目アパート２ 332 大森南五丁目3番16号

大森西一丁目第２アパート 3,443 大森西一丁目8番6号

北糀谷一丁目アパート１ 3,814 北糀谷一丁目1番9号

北糀谷一丁目アパート２ 1,555 北糀谷一丁目1番16号

中央八丁目アパート 1,511 中央八丁目38番1号

南馬込一丁目アパート 2,492 南馬込一丁目9番1号

プラムハイツ西馬込 1,032 西馬込二丁目20番1号

中馬込一丁目アパート１ 416 中馬込一丁目19番1号

中馬込一丁目アパート２ 3,179 中馬込一丁目19番2号

仲池上二丁目アパート 850 仲池上二丁目5番18号

久が原四丁目アパート 1,130 久が原四丁目3番6号

プラムハイツ久が原 2,612 久が原五丁目16番20号

池上八丁目第２アパート 1,550 池上八丁目15番1号

池上三丁目アパート 5,947 池上三丁目4番4号

プラムハイツ千鳥 1,862 千鳥二丁目28番17号

プラムハイツ東矢口 3,360 東矢口一丁目3番3号

矢口二丁目第２アパート 1,365 矢口二丁目12番26号

多摩川二丁目アパート１ 899 多摩川二丁目11番11号

多摩川二丁目アパート２ 819 多摩川二丁目11番12号

プラムハイツ西蒲田 1,156 西蒲田一丁目11番7号

西六郷三丁目アパート１ 4,070 西六郷三丁目30番20号

西六郷三丁目アパート２ 1,648 西六郷三丁目30番21号

蒲田二丁目アパート 425 蒲田二丁目16番18号

施設名 面積(㎡) 所在

蒲田本町二丁目アパート 672 蒲田本町二丁目3番11号

仲六郷一丁目第２アパート１ 537 仲六郷一丁目12番1号

仲六郷一丁目第２アパート２ 916 仲六郷一丁目12番2号

仲六郷一丁目第３アパート 2,261 仲六郷一丁目19番1号

南六郷一丁目アパート 484 南六郷一丁目6番12号

南六郷一丁目第３アパート１ 1,378 南六郷一丁目10番1号

南六郷一丁目第３アパート２ 1,085 南六郷一丁目10番2号

南六郷一丁目第３アパート３ 876 南六郷一丁目10番3号

本羽田一丁目アパート 1,082 本羽田一丁目6番24号

本羽田一丁目第２アパート 1,371 本羽田一丁目14番1号

本羽田三丁目アパート 6,348 本羽田三丁目17番20号

プラムハイツ山王 828 山王三丁目15番12号

プラムハイツ大森西四丁目１ 2,011 大森西四丁目18番37号

プラムハイツ大森西四丁目２ 4,947 大森西四丁目18番3号

プラムハイツ本羽田(区民住宅) 2,369 本羽田二丁目7番1号

プラムハイツ大森西(区民住宅) 4,208 大森西二丁目2番1号

プラムハイツ北糀谷(区民住宅) 1,922 北糀谷一丁目12番9号

シルバーピア中央 971 中央四丁目7番12号

シルバーピア南馬込 599 南馬込三丁目13番12号

シルバーピア蒲田 861 蒲田二丁目8番8号

シルバーピア糀谷 1,079 西糀谷二丁目12番1号

シルバーピア下丸子 774 下丸子四丁目25番1号

シルバーピア中馬込 1,083 中馬込三丁目2番8号

シルバーピアたまがわ 879 下丸子四丁目23番2号

シルバーピア大森本町 924 大森本町二丁目2番1号

プラム蒲田 1,060 蒲田二丁目14番4号

合　　計 103,905
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④公共施設全体 

公共施設に計画対象から除外した学校施設、区営住宅を加えた面積は約 120.6万㎡です。総

合管理計画時点に比べて、施設整備において負担金が発生することから、民営化した特別養護

老人ホーム等を新たに加えたため、面積は実質増加しています。 

   

（参考） ・総合管理計画時点    1,229,757 ㎡ 

     ・本計画時点       1,205,575 ㎡ （▲24,182 ㎡（2.0%））  

  ※防災倉庫・自転車駐車場等       53,809 ㎡（総合管理計画時点）を除いているため。 

 

（３）築年別保有状況 

①公共施設 

築年別にみると、区の公共施設は築 30年以上の施設が全体床面積の約 41％となります。1970

年代以降に建設された施設が多く、特に 1991（平成 3）年から 2000（平成 12）年にかけての

10年間に約 42％が集中しています。 

耐震基準で別でみると、1981（昭和 56）年の建築基準法改正前に建設された「旧耐震基準」

の建物が、131棟・約 13.4万㎡で全体床面積の約 27％を占めています。また、1971（昭和 46）

年以前の柱の帯筋の間隔に関する建築基準法改正前に建設された施設は 49 棟、約 5.7 万㎡で

全体床面積の約 11.4％を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 2-6 築年別保有状況（対象施設）】 
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15,000

20,000

25,000
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35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

65,000

     ・        系施設 その他 区民文化系施設 行政系施設 産業系施設 子育て支援施設 社会教育系施設

保健・福祉施設

保健・福祉施設

行政系施設

区民文化系施設

産業系施設

社会教育系施設

その他      ・        系施設

子育て支援施設

新耐震基準（1982年以後の建築）
１５１棟（53.5％） ３６２，５１４㎡（73.0％）

旧耐震基準（1981年以前の建築）
１３１棟（46.5％） １３４，３６５㎡（27.0％）

1971年
帯筋間隔法令

改正

対象建物

282棟
49.7万㎡

（㎡）

2
0
2
0

60年 50年 40年 30年 20年 10年 現在

築50年以上
39棟 13.8％
4.4万㎡ 8.8％

築40年以上
87棟 30.9％

8.8万㎡ 17.7％

築30年以上
53棟 18.8％

7.2万㎡ 14.5％

築20年以上
62棟 22.0％

20.7万㎡ 41.7％

築10年以上
20棟 7.1％

4.0万㎡ 8.0％

築10年未満
21棟 7.4％

4.6万㎡ 9.4％
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②学校施設（参考） 

築年別にみると、区の学校施設は築 30年以上の建物が全体床面積の約 78.6％を占め、老朽

化が進んでいます。児童・生徒数の増加等により昭和 36（1961）年度から昭和 49（1974）年

度にかけて多くの建物が建設され、特に昭和 45（1970）年度から昭和 49（1974）年度に集中

しています。最も古い建物は昭和 29（1954）年度の建物で、令和２（2020）年度現在、築後

65 年経過しています。近年は年に２校程度の改築を行っており、令和２（2020）年度は大森

第四小学校と大森第七中学校を改築しています。 

耐震基準別でみると、昭和 56（1981）年の建築基準法改正前に建設された「旧耐震基準」

の建物が、全体床面積の約 65.9％（414 棟・約 39.9 万㎡）を占めています。また、1971（昭

和 46）年以前の柱の帯筋の間隔に関する建築基準法改正前に建設された施設が、全体床面積

の約 38.2％（168棟・約 23.1万㎡）を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 2-7 築年別整備状況】 
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5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

中学校
屋内運動場

中学校
複合体育館

さざなみ学園校舎

さざなみ学園
体育館

小学校
複合体育館

中学校
校舎

小学校
屋内運動場

小学校
校舎

さざなみ学園
教員宿舎

(㎡)

1971年以前の建築
168棟 23.0％

23.1万㎡ 38.8％

(年度)

築50年以上
124棟 16.9％

16.3万㎡ 27.4％

築40年以上
239棟 32.7％
21万㎡ 35.2％

築30年以上
249棟 34％

10.5万㎡ 17.5％

築20年以上
69棟 18.6％

4.9万㎡ 8.2％

築10年以上
24棟 10.2％

1.6万㎡ 2.8％

築10年未満
27棟 3.7％

5.3万㎡ 8.9％

築30年以上 612棟 83.6％ 47.8万㎡ 80.2％

新耐震基準（1981年より後の建築）
318棟 43.4％ 19.7万㎡ 33.1％

旧耐震基準（1981年以前の建築）
414棟 56.6％ 39.9万㎡ 66.9％

築20年以上 681棟 93％ 52.7万㎡ 88.4％

308 42.7％ 20.6万㎡ 34.1％39.9万㎡ 65.9％414棟 57.3％

168棟 23.3％
23.1万㎡ 38.2％

※小数点以下の端数は四捨五入で表示して
いるため、合計が合わない場合がある。

築10年未満
27棟 3.7％

6.4万㎡ 10.6％

築10年以上
22棟 3.1％

1.6万㎡ 2.7％

築20年以上
69棟 9.6％

4.9万㎡ 8.1％

築30年以上
248棟 34.4％

10.4万㎡ 17.3％

築40年以上
237棟 33.0％

20.9万㎡ 34.6％

築50年以上
119棟 16.6％

16.2万㎡ 26.7％

築20年以上 673棟 93.6％ 52.5万㎡ 86.8％

築30年以上 604棟 84.0％ 47.6万㎡ 78.7％
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③公共施設全体 

学校施設、区営住宅を含む公共施設全体で捉えると、総保有量約 120.6万㎡のうち旧耐震基

準の施設が約 58.9万㎡（49.2％）となり、図表 2-6の公共施設（約 13.4万㎡・27％）と比較

して割合が大きくなります。この要因としては、学校施設は 1960 年代の人口・児童生徒数増

加期に多く整備されていること、また区営住宅については 1970 年代前半に整備が進んだこと

が挙げられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 2-8 学校施設・区営住宅を含む公共施設全体の築年別整備状況】 
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３ 公共施設全体の配置状況 

４地域別に 18地区の公共施設の配置を分類して表します。 

①大森地域・調布地域 
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配置状況の見方 
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②蒲田地域・糀谷・羽田地域 
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配置状況の見方 
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（２）配置状況 

 ①大森地域 
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②調布地域 
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③蒲田地域 
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④羽田・糀谷地域 
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 ４ 老朽化状況等の把握 

（１）構造躯体の健全性 

ア 調査方法  

 建築物は躯体の健全性が確保されてはじめて、長期間使用することができますが、

施工時の状況やその後の使用状況及び立地環境によって、今後使用できる年数が異な

ります。このため、長寿命化の実施方針を検討する上では、施設ごとに構造躯体の健

全性を把握する必要があります。 

 本調査における評価・分析・判定は、「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書」

(文部科学省平成 29年３月)による長寿命化判定フローと、以下に示す「大田区公共施

設等マネジメント今後の取り組み」の構造躯体の判定フローに基づき実施しました。

耐震診断時の既存データによる調査を基本とし、それに詳細調査のうち中性化深さの

調査と現地調査(目視)を加え、躯体の物理的状況としての評価・分析を行いました。 

① 鉄筋腐食度 

コンクリートの外壁等の鉄筋が錆びで膨張しコンクリートを押し出す爆裂や、亀

裂から鉄筋の錆汁が出ている場合等は要詳細調査と判断します。 

② 圧縮強度 

耐震診断時等のコンクリート圧縮強度試験の結果より、13.5Ｎ/㎟以下は、長寿命

化に適さないと判断します。 

③ 中性化 

耐震診断時等のコンクリートの中性化試験の結果より３cm 以上コンクリートの中性化

が進行している場合は、要詳細調査と判断します。 
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【図表 2-9 構造躯体の長寿命化の判定フロー（ＲＣ造・ＳＲＣ造）】 

 

イ 調査対象 

      鉄筋腐食度は、躯体以外の劣化状況評価の現地調査を実施した 14施設、圧縮強度と中

性化は、旧耐震基準の建物 130棟について調査を実施しました。 

ウ 評価結果 

① 鉄筋腐食度 

現地調査を実施した 14 施設の外壁に変状が見られた建物は、４棟（4,246 ㎡）で

した。 

② 圧縮強度 

コンクリートの圧縮強度が 13.5Ｎ/㎟以下の建物は、11棟（14,251㎡）でした。 

③ 中性化 

コンクリートの中性化深さが３㎝を超える建物は、22棟（16,244㎡）でした。 

工
事
実
施
段
階

「長寿命」として試算 「改築」として試算

評価
項目

（例示）

鉄筋コンクリート造
鉄骨鉄筋コンクリート造

鉄骨造 木造

現地目視調査及び材料試験 現地目視調査 現地目視調査

➢ コンクリート圧縮強度
➢ 中性化深さ
➢ 鉄筋かぶり厚さ
➢ 鉄筋腐食状況
➢ 屋上・外壁の漏水状況

➢ 筋かいのたわみ
➢ 鉄骨腐食状況
➢ 非構造部材の取付部・

設備・二次部材安全性
➢ 屋根・外壁の漏水状況

➢ 土台・柱・梁の腐朽
➢ 柱・梁の傾斜
➢ 床のたわみ、床鳴り
➢ 屋根・外壁の漏水状況

躯体の詳細な調査

長寿命化 改築

躯体の詳細な調査に加えて経済性や機能上

などの観点から総合的に判断する

判断

鉄筋腐食度

圧縮強度

中性化深さ

①

②

➂

変状あり

強度不足

中性化進行

※
※クラック、爆裂、

錆汁等から判断

築40年目の建築物について
構造躯体健全性調査を実施

構造躯体の長寿命化の判定フロー（RC造・SRC造）

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＮＯ

ＮＯ
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Ａ 概ね良好

Ｂ
部分的に劣化

（安全上、機能上、問題なし）

Ｃ
広範囲に劣化

（安全上、機能上、低下の兆し）

Ｄ

早急に対応する必要がある

（安全上、機能上、問題あり）
（躯体の耐久性に影響を及ぼしている）
（設備が故障し施設運営に支障をきたしている）

良好

劣化

基 準 経過年数による目安

標準耐用年数の半分以内

標準耐用年数以内

標準耐用年数を超過

著しい劣化事象がある場合

 

（２）構造躯体以外の劣化状況評価 

ア 調査方法  

2019（令和元）年度に、用途分類の７類型（図表 2-5 用途別施設保有内訳の「その

他」の用途を除く）ごとに、建物の劣化による修繕・改修が必要となる築 30 年以上、

用途によっては築 40年以上の建物を２施設ずつ、全 14施設を専門家（一級建築士）4

名により現地目視調査を行い建物の劣化状況を評価しました。また、現地調査を実施

した 14施設以外の建物は、2019（令和元）年度に施設管理者が実施した日常点検表と、

これまでの工事履歴をもとに評価しました。 

建物の評価は、目視と点検結果、工事履歴から建物の部位ごとに図表 2-10に示す劣

化状況の評価基準Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの４段階で評価しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                ※標準耐用年数は「建築物のライフサイクルコスト（建築保全センター）」による 

【図表 2-10 劣化状況評価基準】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

内部仕上
床・壁・天
井・その他

40
20年
未満

20～40年 40年以上

受変電設備 30
15年
未満

15～30年 30年以上

電力、電灯、
通信、防災等

20
10年
未満

10～20年 20年以上

20
10年
未満

10～20年 20年以上

20
10年
未満

10～20年 20年以上

30
15年
未満

15～30年 30年以上

部　位
標準

耐用年数
※

経過年数による評価基準

著
し
い
劣
化
が
あ
る
場
合

電気設備

給排水衛生設備

空調設備

エレベーター設備
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イ 調査結果  

部位別の劣化状況は、旧耐震基準以前（築 38年以上）の建物で劣化が進行しており、

屋根・屋上、外壁、外部開口部とも 10％程度がＣ・Ｄ評価に、また、経過年数を加味

して評価する電気設備、給排水衛生設備は、50％以上がＣ・Ｄ評価となっています。

対して、新耐震基準の建物は、屋根・屋上はほとんど問題なく、外壁、外部開口部が 5％

程度、設備では電気設備が約 60％、空調設備で約 30％がＣ・Ｄ評価となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 2-11  躯体以外の劣化状況】 
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ウ 劣化状況判定のイメージ（主な部位） 

屋根・屋上 

Ａ評価                  Ｂ評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｃ評価                  Ｄ評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

   外壁 

Ａ評価                  Ｂ評価 

                     

 

 

 

 

 

 

 

Ｃ評価                  Ｄ評価 

  

 

 

 

 

 

 

 

葺き材の広範囲で剝れが発生 

塗膜防水の防水層は良好 
 

タイル面の部分的なひび割れが発生 

保護防水目地の劣化が進行 

クラック、塗装の剝れがないため良好 

外壁パネルの退色、チョーキング 広範囲にひび割れ、爆裂が発生 

全体的に劣化が顕著で雨漏りが発生 
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  内部 

Ａ評価                  Ｂ評価 

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｃ評価                  Ｄ評価 

 

 

 

 

 

 

 

  

だれでもトイレは設置後間もないため良好 内壁のひび割れが発生している 

トイレブース下端の劣化 天井の劣化により他部への影響 
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 ５ 施設関連経費 

 (1) 公共施設関連経費の推移  

 区の過去 32年間の施設関連経費の実績額は累計約 2,073億円で年平均 64.8 億円です。

直近 10年間では、大田区総合体育館の新築等を行っており、累計約 634億円で年平均 63.4 

億円です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 2-12 過去 32年間の施設関連経費の推移】 

 (2) 将来施設経費の推計  

ア 改築型 

 これまで区が改築を実施してきた築後 60 年で棟別に既存施設と同等規模（床面積）

で改築を行う条件で試算した場合、計画期間である 2060（令和 42）年度までの 40年間

で、総額 2，771 億円、年平均 69.3 億円となります。この金額は、過去の施設関連経

費の年平均約 63.4 億円と比較して 1.09倍となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 2-13 建替型の試算結果（今ある施設を 60年で改築した場合）】 
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（年度）

2009年以降に大規模改修を実施した施設は、長寿命化改修済みとする
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長寿命化改修（積み残し）
（既に築31年を超え、39年までの建物
（1981～1990年築：53棟7.2万㎡）

経常修繕
（附属屋等の改修）
（49.7万㎡×1,500円/㎡
＝7.5億円）

83.2億円/年

83.2億円/年

1.31倍

11～40年
64.6億円/年

1.09倍

69.3億円/年

試算１ 従来型 （築60年で建替え、築30年で大規模改修））

0

50

100

150

200

250

300

1
98

9

1
99
0

1
99

1

1
99
2

1
99

3

1
99
4

1
99
5

1
99

6

1
99
7

1
99

8

1
99
9

2
00
0

2
00

1

2
00
2

2
00

3

2
00
4

2
00
5

2
00

6

2
00
7

2
00

8

2
00
9

2
01

0

2
01

1

2
01
2

2
01

3

2
01
4

2
01

5

2
01

6

2
01
7

2
01

8

2
01
9

2
02

0

-300

-250

-200

-150

-100

-50

0

300

250

200

150

100

50

0

50

0

1989年度～2020年度（32年間）の実績額 2,073億円（年平均64.8億円）

15.1億円

49.7億円

耐震改修

大規模改修

部位改修 1989年度～2020年度（32年間）
314億円（9.8億円/年）

1,700円/㎡・年

機能向上
（トイレ、昇降機等）

解体

32年平均
64.8億円

修繕

新築・改築・増築

2011～2020年度
（10年間）の実績額

634億円（年平均63.4億円）

37.8億円

25.6億円

63.4億円

大田区総合体育館

大田区民ホール

現在

機
能
向
上

機
能
回
復



第２章 公共施設の実態 

33 

イ 長寿命化型 

 施設の目標使用年数を延ばすため、全ての棟で築後 40 年に長寿命化改修を行い、築

80 年まで使用すると、整備費用は 40 年間で 2,300 億円（年平均 57.5 億円）と、改築

型と比較し減少します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 2-14 長寿命化型の試算結果（築後４０年で長寿命化改修をした場合）】 

ウ 改築と長寿命化の併用 

 1971（昭和 46）年以前の帯筋の建築基準法改正前の施設は、躯体や経済性等の理由

から築 60年で改築とし、その他の施設は築 80年まで長寿命化する併用型の場合、築後

50 年以上経過した施設の積み残し長寿命化改修コストが軽減され、40 年間で 2,320 億

円（年平均 58.0 億円）となります。試算１では将来の施設関連経費が実績値を上回る

こと、試算２では長寿命化が不適切な建物があることから、改築を併用した試算３を基

に、後章では予算の平準化と、効果的・効率的な施設整備や整備基準を検討し、詳細な

保全計画を策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 2-15 改築と長寿命化の併用型の試算結果】 
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第３章 公共施設整備方針 

 １ 総合管理計画の基本方針 

（１）総合管理計画での方針 

 

 

  

① 地域のニーズに応じた機能導入による
施設の複合化

学校施設の複合化・多機能化による、
地域コミュニティの活動拠点づくり

地域ごとの将来のまちづくりを

見据えた、施設の適正配置の実現

施設重視から機能重視への転換に

よる、施設の集約及び有効活用

適切な維持管理、長寿命化による

財政負担の平準化及びライフサイク

ルコストの削減

公民連携手法の検討

（民間事業者との連携、協働）、

推進体制の構築等

① 施設の多機能化

② 庁内の推進組織及び体制整備、施設データの
一元化

① 地域活動の場、子どもの居場所機能の充実

① 保全施設の選択、優先順位づけ、財政計画と
の連動

✓ 更新する学校施設の老朽化状況を把握し、改修でき
るものは長寿命化を図る。

✓ 他施設との複合化や多機能化を図り、限られた容積
を活用して区民サービスを提供する。

＜適正化の目標＞

効果的・効率的な施設マネジメントによる区民サービスの維持・向上の実現

① 公民連携手法の検討

③ 機能に応じた施設の集約、再編

② 計画的な修繕計画に基づく維持管理、建替え、
長寿命化改修の併用

② 建替え、長寿命化改修の併用による、効果的･
効率的な施設整備

✓ 特別出張所と学校施設については、他施設との複合
化等により、新たな地域力の推進拠点とする。

✓ 医療、介護、福祉等の相談、介護予防の場の提供な
ど、地域が抱える課題を主体的に解決することを目
指す。

✓ 将来の人口構成の変化や区民ニーズに柔軟に対応で
きるよう、施設機能の多機能化を図り、多目的に利
用できる施設整備を進める。

② 利用状況及び配置バランスを踏まえた見直し

✓ 機能が類似し、利用状況が芳しくない施設は、集約
化によりニーズの高い機能へ転換する。

✓ 地域の人も学校を訪れて活用できる工夫や配置

✓ 学習環境の一層の向上に資する整備

✓ 放課後の子どもの居場所づくりの充実

✓ 防災拠点としての機能強化

✓ 地域単位の利用状況に応じて機能を見直す。
✓ 管理運営などを検証し、利用者層の拡大を図る。
✓ 区民センター、文化センター、集会施設は施設の役
割を踏まえ集約、再編する。

③ 未利用地、跡地の有効活用や売却による
新たな財源確保

✓ 劣化状況等から長寿命化できる施設を選択し、財政
状況を踏まえながら施設の維持・保全を実行する。

✓ 民間事業者と連携することで利便性の一層の向上や
多様な活用が見込める場合には、さまざまな角度か
ら協議を行う。
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（２）施設類型別の方針 

施設種別 方 針 

特別出張所 

① 老朽化した施設の整備にあたり、標準機能（事務スペース、200～250 ㎡

程度の集会室、防災機能等）を定める。 

② 新たな地域力の推進拠点とするため、標準機能に加えて、原則として地域

包括支援センターを複合化する。 

③ 可能な限りの容積を活用し、地域の状況や行政需要に応じた機能を導入

し、複合化を図る。さらに、学校施設との複合化についても検討する。 

④ マイナンバー制度により、証明書等の交付方法が変わることが想定される

ことから、窓口機能を見直し、福祉機能との複合化に移行する。 

小学校・中学校 

① 老朽化した施設の整備にあたり、標準機能（普通教室、特別教室、多目的

室、職員室、体育館、プール、校庭等）を整備する。標準機能は、「大田

区学校諸室等仕様標準」に基づくものとする。 

② 標準機能に加えて、学校の特性を踏まえた教育機能の導入を検討し、学校

教育活動の一層の向上を目指す。 

③ 新たな地域力の推進拠点とするため、可能な限りの容積を活用し、地域の

状況や行政需要等に応じた機能を導入し、複合化を図る。 

④ 施設の更新には時間を要することから、建替え、長寿命化改修の併用によ

り、公共施設整備計画（後期）に定める年２校の改築ペースを見直す。 

⑤ 施設の健全性を把握し、長寿命化が可能な施設は、長寿命化改修等の活用

を進める。 

⑥ 今後の児童・生徒数の予測に基づき、将来的な学校の適正規模や配置につ

いて検証し、必要に応じて統合なども視野に入れた検討を行う。 

⑦ 放課後の児童の居場所づくりとして、学童保育機能を児童館から小学校に

移行し、放課後ひろば事業をすべての区立小学校で実施する。 

区民センター 

文化センター 

① 人口動向や地域特性、将来需要等を考慮し、施設のあり方を検討する。 

② 他の集会施設との機能重複がある場合は用途の分析を行い、利用状況に応

じて機能転換を図る。 

③ 区内４地域ごとの施設配置を見直し、適正な施設数に再編する。 

④ 時代の変化や将来を見据えた施設名称を検討する。 

⑤ 近隣施設の改築時に複合化を図る。 

⑥ 区民センター高齢者施設（ゆうゆうくらぶ）は、老人いこいの家の検討の

中で機能と配置を見直し、区民利用施設として再編していく。 

⑦ 文化センターにおける社会教育関係団体の優先利用や利用料減免措置を

見直し、一般区民が広く利用できる施設を目指す。 

老人いこいの家 

① 高齢者の元気維持と介護予防から支援までの活動拠点として、地域包括支

援センターとの一体的な運営を行う。 

② 地域包括ケア体制の構築を図るため、老人いこいの家を活用した大田区シ

ニアステーション事業や羽田地域の複合化計画等を踏まえ、今後の施設配

置を検討する。 

③ 浴室機能は入浴利用の実態や維持費などを把握し、サービス提供のあり方

について検討する。 

④  老人いこいの家はあり方を検討し、区民センター高齢者施設（ゆうゆう

くらぶ）と連携して機能転換等を図るための検討を行う。 

児童館等 

① 子ども・子育て支援新制度を踏まえた、きめ細やかな利用者支援事業を中

心とした、地域子育て支援拠点として再整備する。 

② 地域子育て支援拠点施設の配置は、概ね中学校区に１施設とする。 

③ 再整備後の児童館施設については、保育サービス基盤など少子高齢化社会

への対応、地域力・国際都市おおたの推進など、区の優先課題に対応する

インフラ資源として有効活用を図ることを基本とする。 
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児童館等 

 

④ 放課後児童の居場所づくりとして学童保育機能を小学校に移転し、放課後

ひろば事業としてすべての区立小学校での実施を目指す。 

⑤ 中高生の利用が多い子ども交流センターや上池台児童館などの大型施設

を中心に、地域バランスを考慮して中高生の居場所を整備する。 

保育園 
① 特別出張所の管轄を基本に 18の区立直営保育園を拠点園とする。 

② その他施設については、管理運営形態を見直し、民営化や委託等を進める。 

産業支援施設 

① 統合後の校舎活用施設にある創業支援施設と産学連携施設の配置につい

ては、他の施設の更新計画などに留意しながら検討する。 

② 今後は、民設民営でのサービス提供を含めて、運営のあり方を検討する。 

住宅施設 
① 建替え時における複合化を可能な限り進めるとともに、小規模戸数住宅の

統合を検討する。 

高齢者福祉施設 

① 特別養護老人ホーム及び高齢者在宅サービスセンターは、民営化を実施し

た施設の効果の検証及び課題の整理を踏まえ、財産管理の方法等、施設の

特性を十分に考慮し、民営化を含めて、そのあり方を検討する。 

② 地域包括支援センターは、地域包括ケア体制の拠点として、その機能を十

分に果たし、各地域の状況に応じた適正な配置となるよう、特別出張所な

どの公共施設を中心とした設置を推進する。 

③ 特別養護老人ホームは、民営化した旧区立施設も含め６施設のうち４施設

はすでに築後 20年以上経過し、30年近い施設もある。要介護高齢者の

入所施設であり、運営の休止は極めて困難である状況も踏まえ、入居者へ

の負担も考慮しながら、大規模修繕も含む計画的な修繕を民営化した旧区

立施設への適切な支援も含めて検討していく。 

障がい者福祉 

施設 

① 施設更新時において可能な限りの容積の活用や既存施設の改修、転用等に

より、障がい福祉サービスの提供量を確保する。 

大規模ホール等 

① 区の中心拠点である大森地域、蒲田地域に集積しており、他の自治体の同

種の施設配置状況を参考にしながら、適切な機能分担を検討する。 

② 利用ニーズにあった機能の見直しや類似機能の集約化等を目指す。 

その他集会施設 ① 利用率や周辺施設との機能の重複を考慮し、施設の統合を検討する。 

図書館 

① 各館の利用状況の調査・分析による詳細な実態把握及び周辺の環境なども

考慮しながら、適切な施設の規模・配置について検討を行う。 

② 単独施設については、他の施設との複合化を検討する。 

スポーツ施設 

① 施設が大森、蒲田地域に偏在しているため、調布地域の区民が利用しやす

い施設の整備に取り組む。区内の人口分布や推計及び施設の配置状況等を

総合的に判断し、整備を進める。 

統合後の 

校舎活用施設 

① 暫定活用の終了に向け、平成 28年度から３年程度で次期活用計画を策定

する。 

② 学校の建替え用地や大規模改修の種地としての活用方策を検証する。 

③ 建替え対象となる学校については、徒歩圏内にある小中学校の他、スクー

ルバスによる運用の可能性を検証する。 

④ 学校利用としての活用のほか、周辺の公共施設整備や区営住宅等の更新の

種地など、他の公共施設としての活用方策を検討する。 

清掃事務所等 

① 清掃関連施設のうち、特に蒲田清掃事務所については老朽化が進んでい

る。同事務所は今後もしばらくは清掃事業に資する利用をしていく予定

だが、社会経済状況の変化や地域事情等を踏まえ、柔軟な施設活用を検

討していく。 
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２ 公共施設整備方針 
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●上位計画・関連計画

• 地域ごとの将来のまちづくりを⾒据えた、施設の適正配置の実現

• 学校施設の複合化・多機能化による、地域コミュニティの活動拠点づくり

• 適切な維持管理、⻑寿命化による財政負担の平準化及びライフサイクルコストの削減

• 環境にやさしいエネルギー等の導入拡大

• 施設総量（延床面積）について、2060年までに概ね１割程度の削減を引き続き目指す。

• 1965 年の約 75.5 万人を ピー クに、
1995 年には約 63.6 万人 まで 減少。
2020年は約73.8万人で、2045年には
約73.8万人となり横ばいの予測。

●地域変化

• 多摩川周辺の工場跡地やJR大森駅東口、
六郷周辺などは、大規模マンション開発
等が進み人口増加とともに年少人口も増
加している。

• 同じ地域内でも今後増加するエリアと減
少するエリアが混在。マンション建設等
により、状況が異なる。

• 地域の拠点となる特別出張所や学校を中
心とした施設の複合化整備を実施してい
るが、新規ニーズへの対応等で面積が削
減できない。
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●公共施設の配置状況

• 単一目的で整備された施設が多い。

• 地域に機能や利用目的が重複した施設が配置。

●人口

実態把握

2020年約73.8万人 微増

調布地域

蒲田地域

大森地域

糀谷・羽田
地域

JR京浜東北線

蒲田駅

馬込駅

多摩川駅

大 規 模 マ ン
ションが建設
（六郷   ）

増加

混在

1995⇒2015年
人口変化

2 4 6 7 7 10 
21 

1 
7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 

14 9
13 13 12

19

13

17 15 16

21 

1 1
15

8
1 3 1 4

14
4 3

18

2
8

2 3 6 5
12 14 13

19
11 12

27

15 11
20

15
9 6

21
32

10
15

61

12
194

11
13 19 16 8

27

30

11

18

32

28

18

32

63

51

31

91
87

36

31

11
5

3

2
6

21

21

5

4

29

28

3

9

19

14 8

18

34
28

20 20
20

20 20
20

20

20

20

20

115

10

15
18

15
17

2

68

37

29

1 2
2

2
10

10

15

13

30

34

44

28

20

5

7

6

2

6

18

23

29

36 42

40

31 31

7 

1 

4 
4 

4 
1 

0 

6 

2

1

1

2

2

5

1

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

20
22

20
23

20
24

20
25

20
26

20
27

20
28

20
29

20
30

20
31

20
32

20
33

20
34

20
35

20
36

20
37

20
38

20
39

20
40

20
41

20
42

20
43

20
44

20
45

20
46

20
47

20
48

20
49

20
50

20
51

20
52

20
53

20
54

20
55

20
56

20
57

20
58

20
59

20
60

(1) 基本情報 (2) 躯体の健全性
(3 ) 劣化

状況
(4) 仕様・機能 (5) 履 歴

履歴情報（主要）劣化状況（概要）躯体健全性学校 棟単位

● 建物情報一覧（概要情報） 詳細な実態把握 現在
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保健・福祉施設

保健・福祉施設

行政系施設

区民文化系施設

産業系施設

社会教育系施設

その他      ・        系施設

子育て支援施設

新耐震基準（1982年以後の建築）
１３８棟（52.9％） ３４５，２１６㎡（73.2％）

旧耐震基準（1981年以前の建築）
1２３棟（47.1％） １２６，６７３㎡（26.8％）

1971年
帯筋間隔法令

改正

対象建物

261棟
47.2万㎡

（㎡）

2
0
2
0

60年 50年 40年 30年 20年 10年 現在

築50年以上
32棟 12.3％
3.9万㎡ 8.2％

築40年以上
86棟 33.0％

8.5万㎡ 18.0％

築30年以上
50棟 19.2％

7.2万㎡ 15.2％

築20年以上
55棟 21.0％

19.0万㎡ 40.4％

築10年以上
20棟 7.7％

3.9万㎡ 8.4％

築10年未満
18棟 6.9％

4.6万㎡ 9.8％

旧耐震建物が27％
築30年以上が41％

施設名称

施設名

10年間の実績値
63.4億円/年

現在 今後10年間
57.8億円/年

40年間
58.0億円/年

0.91倍

現在●建物情報一覧表（概要情報） ●築年別整備状況

●維持更新コスト

詳細な実態把握

公共施設の今後の維持更新コストは、

既存施設と同等規模（床面積）で更新

を行う前提で、これまでの更新経費に

収まる
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課題

✓ バリアフリー化や新たな行政需要への対
応により、更新時の施設規模（床面積）が
増加傾向にある

✓ 生産年齢人口の減少や新型コロナウイル
ス感染症の影響等で、財政状況が不透

明である

✓ 築30年以上の建物が41％あり、今後多く

の建物の修繕・改修費用が必要となる

✓ 築40年程度の改修未実施の建物があり、

施設運営に影響がある

✓ 地域ごとの将来のまちづくりを⾒据えた、

施設再編・最適化

✓ 公共施設の適正規模・適正配置による効

果的・効率的なサービスの提供

✓ 複合化した施設の管理運営面での効率

化が必要

✓ 複合化・共用化・多機能化による利便性
の向上

✓ 複合化した施設の跡地の有効活用による
新たな財源確保

✓ 上位計画に沿った区民ニーズへの対応

✓ 複合化による相乗効果の創出

✓ 温室効果ガスの削減や災害時のエネル
ギーの確保

✓ 更なる公共施設の総量削減が必要

改善方策

老朽化が進む学校と公共施設の一体
的な整備と施設整備水準の検討

将来のまちづくりを⾒据えた、施設の
再編

効果的・効率的な整備手法によるコス
ト縮減

情報の一元管理と継続的な実態把握
による変化への柔軟な対応

✓ 公共施設、学校、区営住宅等の個別施設
（長寿命化）計画の一元管理、情報の継続
的な更新

✓ ハード、ソフト情報による実態把握を踏まえ
た、柔軟な施設整備計画を行うため、組織
横断的な体制の構築

管理運営面からの組織横断的な改善

✓ 複合化施設等の一体的な施設利用と管理
運営の検討

✓ 維持更新コストを削減するための組織横
断的な体制の構築

✓ 地域ニーズに応じた機能導入による施設
の集約化・複合化

✓ 相乗効果や付加価値を生み出す集約化・
複合化

✓ 建替え時の複合化・共用化・多機能化によ
る床面積の削減

✓ PPP/PFI等の事業手法の導入

✓ 工事中の施設運営の検討

✓ 跡地、未利用地の有効活用

１

２

３

５

４

✓ 学校、区営住宅との一体的な整備計画の策
定・施設の優先順位付け

✓ 災害時拠点としての機能確保

✓ ユニバーサルデザイン化の推進

✓ 環境負荷低減の取組み

※詳細は５章に記載
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第４章 公共施設個別施設計画 

１ 整備基準の設定 

（１）改修・改築の基本的なサイクルの考え方 

「大田区公共施設等マネジメント今後の取り組み」では、今後の施設別適正配置方針の

中で、施設の更新には時間を要することから、改築、長寿命化改修の併用により、施設整

備を実施することとしています。また、区では改修サイクルを 15年としていますが、文

部科学省の「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書」等において 20年の改修サイク

ルが示されていることから、改修サイクルを 15年から 20年とし、今後の維持更新コスト

の抑制を図るとともに、施設の安全性及び機能維持を担保する取組みとして、施設管理者

への日常管理の更なる推進や、本計画に基づく計画的な保全を行います。 

躯体の健全性調査の結果が良好な建物については 40年目に長寿命化改修を実施し、建

築後 80年まで使用することを目標とします。また、築年数や躯体の健全性、躯体以外の

劣化状況及び大規模改修の実施状況から、長寿命化改修だけでなく適正規模での改築を含

めながら整備方式を設定し、劣化状況を踏まえて効果的・効率的に実施します。更に、改

築・長寿命化改修等を行った施設は、長期修繕計画書を作成し、計画的な保全を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 4-1 長寿命化の基本的な考え方と整備内容】 

年
20 8040 60竣工

長寿命化改修
（機能向上）

中規模改修
（機能回復）

経年による機能・性能の劣化
解体・改築

建物の水準

参考：工事内容
解体・改築

躯体の健全性調査結果が
良好な場合は長寿命化

が可能、良好でない場合は改築
の判断を行う。

躯体の健全性調
査結果が良けれ
ばさらに長期に
使用できる

中規模改修
（機能回復）

• 防水改修
• 外壁改修
• 電気設備機器交換
• 給排水設備機器交換
• 空調機器交換 等

築40年目
長寿命化改修
（機能向上）

• 開口部改修（サッシ交換）
• 内部改修（床・壁・天井・家具等下地共）
• 電気設備 (配線・配管類含む更新)

• 給排水設備 (配線・配管類含む更新) 等

• 躯体補修(中性化対策、鉄筋腐食対策等)

築20年目
中規模改修
（機能回復）

• 防水改修
• 外壁改修
• 電気設備機器交換
• 給排水設備機器交換
• 空調機器交換

機
能
回
復
①

機
能
回
復
①

機
能
回
復
②

• 防水改修
• 外壁改修
• 電気設備機器交換
• 給排水設備機器交換
• 空調機器交換 等

機
能
回
復
①

築60年目
中規模改修

（機能回復）

• 用途変更・新たな諸室の整備
• 機能向上に伴う設備システム変更・機器交
換（配管・配線類含む）

• バリアフリー改修 ・防災・防犯改修
• 断熱化・省エネ化・高耐久改修
• 耐震補強
• エレベーター

機
能
向
上

15年目に詳細調査・
設備点検を実施

35年目に詳細調査・
設備点検を実施

55年目に詳細調査・
設備点検を実施
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旧耐震基準の施設については、築 40年を 

超える施設になるため、改築までの期間に 

実施する改修の前に躯体の詳細調査を実施 

して、使用年数を見極める必要があります。 

 

 

 

２ 整備内容の振り分け 

原則、築後 80年まで施設を長寿命化して活用しますが、コンクリートの圧縮強度が

13.5N/㎟以下の施設や 1971（昭和 46）年以前の柱の帯筋の間隔に関する建築基準法改正

前に建設された施設は、長寿命化の際に躯体の補修や劣化、機能向上のためのコストをか

けても、残りの使用年数を考慮するとコストメリットが低くなるため、原則「築 60年で

改築」としますが、用途地域等の法的制限を受け、現状の施設用途や床面積を確保できな

い場合は改修も検討し、実施段階で総合的に判断します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 4-2 施設整備の振り分けフロー】 

年8040 60

解体・改築

躯体の健全性調
査結果が良けれ
ばさらに長期に
活用できる

旧耐震の建物は
60年の前に詳細
調査を実施

整備内容の振り分けフロー

築40年に長寿命化

改修、60年に中規

模改修を実施する。

築40年に長寿命化
改修、20・60年に中
規模改修を実施する。

建替える際に

コンパクト化

を検討し、機

能向上を図る。

大規模改造の20年後

に中規模改修を実施

する。

全体 282棟 49.7万㎡

YES

NO

NO

YES

1971年※以前の建物

新耐震基準

長寿命化改修 長寿命化改修

YES

建替え中規模改修整

備

区

分

NO

計

画

段

階

RC造

S造

目標使用年数 80年

実施段階では、耐力度調査に加え、改修・改築の必要性等を総合的に判断する

YES

NO

圧縮強度 13.5N/㎟以下

目視で確認できる著しい躯体の劣化

80年 60年

大規模改修実施済み

YES

NO

構造が旧耐震基準

＊1971年 ：躯体の帯 筋の間隔に関する法改正
＊ 200㎡未満の付属屋を含む

＊ 直近10年 以内に実施

用途地域等の制限

現在の場所で改築可能か

YESNO

旧耐震基準
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３ 長寿命化改修時の整備水準  

長寿命化改修にあたっては、改築時の整備仕様を参考とします。その際には、建築物の

耐久性、光熱水費の削減、環境負荷低減など視点と費用対効果を勘案し最適な仕様を設定

します。加えてユニバーサルデザインの導入など社会的要求水準の高まりへの対応を検討

します。 

例えば、屋上・外壁の改修については断熱化を検討し、照明設備についてはＬＥＤ照明を

設置するなど省エネルギー化を図ります。トイレについては洋式化や感染症予防の観点か

ら自動水栓の設置を検討します。エレベーターやスロープなどバリアフリー化に対応し機

能向上を図ります。以下に中規模施設の例を示します。財政状況に応じて、修繕・改修時

の最適な整備レベルを選択します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 4-3 施設整備の水準（中規模施設の例）】 

中規模（RC・SRC）（S）

部 位

屋上防水

外壁

外部開口部
（窓）

高 低

外断熱保護防水
（断熱材40mm）

（既存撤去）

外断熱パネル

シートの損傷部
の補修程度

シーリン グ打替え
開閉調整程度

改修メニュー （整備レベル）

塗膜防水
（断熱材なし）
（既存撤去）

外壁塗装
（防水型複層塗材）

内断熱 断熱なし

既存サッシの
ガラス交換

（複層ガラス）

浮き部補修
クラック 補修程度

内部仕上げ
（居室・廊

下）

内装の
全面撤去・更新

（下地共）

床補修
壁・天井既存の上

塗替え
既存のまま

外壁塗装
（防水型複層塗材）

露出防水
（断熱材なし）
（既存の上）

サッシ 交換
（撤去工法）

（複層ガラス）

サッシ 交換
（カバー工法）
（複層ガラス）

床補修
壁・天井撤去・更新

（下地共）

既存の
整備レベル

アスファルト防水
保護コンクリートの上

シート防水

複層塗材

アルミサッシ

（修繕レベル）

床：塩ビ系シート
壁：クロス貼り

天井：岩綿吸音板

断熱なし

部
位
別
仕
様 内部仕上げ

（トイレ）

内装の全面撤去・更新
ドライ化

床補修
壁・天井塗替え

既存のまま
内装の全面撤去・更新

ウエットタイ プ 床：タイ ル張り
壁：タイ ル張り

天井：ボードＥＰ塗装
和・洋混合

ウエットタイ プ
節水型器具（洋式化）

（配管とも更新）
節水型器具（洋式化） 既存のまま

既存のまま

屋根

ステンレス製屋根
葺き替え

再塗装
耐候性鋼板製

（長尺、折板、平葺き）
葺き替え

カラー鉄板
葺き替え

照明設備

空調設備

        式
       

全熱交換型換気

中央方式（ダクト）

全熱交換型換気 一般型換気

なし

ＬＥＤ （照度制御） ＬＥＤ 既存のまま

ヒートポンプ式
マルチエアコン

蛍光灯（ＨＦ）

全熱交換型換気

外断熱パネル

浮き部補修、部分交換
目地コーキング

内断熱 断熱なし

浮き部補修
クラック 補修程度

外壁塗装
（光触媒フ ッソ 樹脂塗装）

タイ ル張り

断熱なし既存のまま

塗装

タイ
ル

ステンレス製屋根
カバー工法

カラー鉄板
カバー工法

耐候性鋼板製
（長尺、折板、平葺き）

カバー工法

耐火二層管

給排
水

設備

給水

排水
（配管材）

受水槽+高架水槽 直結増圧方式

塩化ビライニング鋼管 耐衝撃性塩化ビニル管

鋼管 塩化ビニル管

受水槽+増圧ポンプ

耐震型高性能       管

既存のまま

既存のまま

受水槽＋高架水槽

鋼管
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４ 整備方式の考え方 

 本計画は、前述した公共施設を取り巻く現状と課題、施設整備方針に基づいて、各施設の

整備方式、内容及びスケジュールを決定し、整備費用を平準化して長期計画（2021（令和３）

年度～2060（令和 42）年までの 40年間）を策定するものです。整備方式の設定に際しての

考え方を以下に示します。 

 

 2021（令和３）年から 2060（令和 42）年までの 40 年間に係るコストを今後係る施設

関連経費を設定し、老朽化状況、棟の経年および、面積を勘案し、各施設の整備時期

を振り分けます。また、今後係る施設関連経費はコスト縮減のための改善方策に基づ

き整備を進めていきます。  

 躯体以外の劣化状況の調査の結果Ｃ、Ｄ評価の部位は、棟の劣化状況に関係なく直近

で修繕を実施し機能回復を図ります。 

 改築や長寿命化改修、中規模改修、部位改修の他、緊急的に必要となる修繕のために、

経常修繕費を見込みます。 

 旧耐震基準で建てられた建物の内、より基準の古い 1971（昭和 46）年以前の柱の帯筋

の間隔に関する建築基準法改正前に建設された施設は、長寿命化せず改築で対応しま

すが、用途地域等の法的制限を受け、現状の施設用途や床面積を確保できない場合は

改修も検討します。 

 

５ 改修・改築単価の設定 

今後建物の改修・改築棟に係るコストを試算するため、棟種別に単価を設定します。   

改築単価の棟種別区分は、建物の構造、規模、階数により、庁舎５種別、障害者関係施設、

学校３種別、病院の合計 10種別に区分し、単価には設計・監理費、解体費を含みます。 

上記の棟種別の改築単価を用い、60％を長寿命化改修、25％を中規模改修の単価とします。 

 

 

 

 

 

 

【図表 4-4 改修・改築単価の割合】 

 

 

 

 

工事種別 改築費 長寿命化改修 中規模改修

建物による
棟種単価の

割合
100% 60% 25%
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６ 今後の維持・更新コスト 

（１）公共施設 

今後財政面で不透明な状況が継続することが想定されることから、施設関連経費の縮減を

図ることが求められます。なお、今後要する施設関連経費は、社会経済情勢の変化や、それ

に伴う区の財政状況により見直しすることがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 4-5 将来施設経費の推計（改築と長寿命化の併用）】 

 

（２）公共施設全体（参考） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 4-6 将来施設経費の推計（公共施設全体）】 
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経常修繕（グラウンド、付属屋等の改修）
（近年と同程度７億円）
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0.86倍

これまでの11年間 今後の10年間

現在

改築

劣化部位修繕
（C・D評価の修繕）

過去10年の実績値
63.4億円/年

経常修繕（グラウンド、附属屋等の改修）
（近年と同程度７億円）

中規模修繕長寿命化改修
（機能回復・向上）

（億円）

（年度）

2020（R2）・2021（R3）年は予算額

59.3億円/年

10年間総額
593億円

54.7億円/年

40年間総額
2,188億円20年間総額

1,224億円

30年間総額
1,673億円

61.2億円/年 55.8億円/年
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７ 中期計画（直近５年間）で整備予定の施設 

   「大田区公共施設等総合管理計画に基づく取組み事業」における直近の５年間で整備予定

の施設と整備時期は以下のとおりです。 

(大田区公共施設等総合管理計画に基づく取り組み事業) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 4-7 直近 5年間の整備計画】 

 

８ 計画のまとめ 

公共施設は、これまでの 10 年間の施設関連経費の平均 63.4 億円/年に対して、今後 40

年間で要する経費の試算では、2,188 億円（54.7 億円/年）となります。学校施設、区営住

宅を合わせた公共施設全体では、施設関連経費の平均 134.5億円/年に対して、今後 40年間

で要する経費の試算では、5,587億円（139.7億円/年）となります。また、学校施設は、区

内には古い学校が多いため、計画期間の前半は必然的に一体的な改築となる学校が多く、後

半は改築と長寿命化改修の双方を実施する学校が増加します。 

さらに、今後コロナ禍の継続などの不透明な状況を考慮し、次章に示す公共施設整備の課

題改善に向けた取り組みを合わせて実施することにより、持続可能な施設整備を進めます。 

 

事　業　名 工事種別

（仮称）蒲田西地区都区合同庁舎の新築 新築工事

（仮称）大森西二丁目複合施設の改築 改築工事

（仮称）新蒲田一丁目複合施設の改築 改築工事

大田区田園調布せせらぎ館・体育施設の新築 新築工事

入新井第一小学校及び（仮称）大森北四丁目複合施設の改築 改築工事

赤松小学校及び（仮称）北千束二丁目複合施設の改築 改築工事

東調布第三小学校及び（仮称）南久が原二丁目複合施設の改築 改築工事

東調布中学校及び複合施設の改築 改築工事

田園調布富士見会館の内部改修 内部改修工事

（仮称）子ども家庭総合支援センターの新築 新築工事

池上図書館の移転 内装工事

平和島公園水泳場の再整備計画 改修工事

南六郷創業支援施設の整備 改修工事

令和６
(2024)

令和2（2020）年度～令和6（2024）年度
令和２

（2020）
令和３
(2021)

令和４
(2022)

令和５
(2023)
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第５章 公共施設整備の課題改善に向けた取り組み 

１ 公共施設整備の課題への対応 

区の将来人口は、全区域では今後 25年間ほぼ横ばいで推移する予測となっていますが、少子

高齢化等の年齢構成の変化や、交通利便性、開発動向等の要因により、地域ごとに人口の増加・

減少が異なり、さらには同じ地域の中でも変化が異なる予測となっています。このため、今後の

公共施設整備の課題改善に向けては、地域状況の変化を継続的に把握し、柔軟に対応していきま

す。 

 

２ 公共施設整備の課題改善の方策 

 

（１）老朽化が進む学校と公共施設の一体的な整備と施設整備水準の検討 

➢ 本計画の対象としている公共施設の他、学校施設や区営住宅を含めて、充当可能な施設関連

経費に合わせて施設整備の優先順位付けを実施する等、一体的な整備計画を策定します。 

➢ 策定に際し、施設に求められる災害時の避難所としての対策等、施設運営の安全性の確保、

防災拠点としての機能確保、ユニバーサルデザイン化、環境負荷低減の推進等、区の公共施

設全体の整備水準の検討を行います。 

 

 

（２）情報の一元管理と継続的な実態把握による変化への柔軟な対応 

➢ 公共施設、学校施設、区営住宅等がそれぞれ作成した個別施設（長寿命化）計画の情報を継

続して把握、一元化し、それぞれの分野が抱える課題を解決するため一体的に検討します。 

➢ 検討にあたっては、公共施設全体の状況、各施設の工事履歴や老朽化状況等のハード面に加

え、地域の状況や運営コスト等のソフト面についても把握することで状況の変化に柔軟に

対応するとともに、大田区公共施設整備検討会を活用する等、部局横断的な検討を行い、効

果的・効率的な施設整備を推進します。 

※45,46ページ【図表 5-1 情報の一元管理による改善検討イメージ】参照 

 

 

（３）将来のまちづくりを見据えた、施設の再編 

➢ 地域ごとの将来のまちづくり、開発動向、人口動態等の地域変化やニーズに応じ、施設（機

能）の集約化・複合化を図り、区民の利便性の向上、効果的・効率的な区民サービスの提供

を図ります。 

➢ 施設（機能）の集約化・複合化にあたっては、各施設の機能を最大限に発揮することに加

え、施設（機能）の連携により新たな価値を創出し、地域ごとの行政課題を解決する拠点と

して再編を行います。再編にあたっては、地域ごとの特性を生かし、地域の拠点としてのコ

ンセプトを確立・具現化するとともに、施設を一体的に捉え、より多くの相乗効果や付加価

値を生み出すことを目指します。 
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（４）効果的・効率的な整備手法によるコスト縮減 

➢ 施設整備に際しては、改築時の複合化・共用化・多機能化により床面積の削減を図るとと

もに、従来の整備手法に加え、ＰＰＰ・ＰＦＩ事業やデザインビルドの導入、複数施設の一

括発注方式等を状況に合わせて検討し、コストの平準化や施設整備、管理運営に係るコスト

縮減を検討します。 

➢ 施設の改築時等に仮設施設を整備しない方法で、既存の建物で施設運営を継続する等、工事

中の施設の運営についても検討し、工期の短縮やコストの削減を図ります。 

➢ 施設の複合化等により発生する跡地や未利用地等は、公共・公益的な目的を踏まえつつ、資

産経営の視点に立って有効活用に取り組みます。 

 

 

（５）管理運営面からの組織横断的な改善 

➢ 複合施設の管理運営にあたっては、入居施設が相互にしっかりと連携することで相乗効果

を生み、従来の水準を超える区民サービスを効果的・効率的に提供することを目指します。 

➢ 円滑な管理運営を実施する上で必要な構造・設備等を確保するため、複合施設建設に向け

た取り組みの初期段階から管理運営に関する検討を開始し、建設計画・設計等に反映させ

ていきます。 

➢ 複合化に際して、各施設（機能）が必要な諸室を単純に積み上げただけでは、面積の増加を

招く恐れがあります。複合化では、施設の一元的な管理を実施する等、運営管理を合わせて

見直す事で、今まで以上のスペースの共用・集約化が図れ、効果的・効率的なサービスの提

供とコスト縮減が可能となります。複合化施設の一体的な施設利用と管理運営、維持更新コ

ストを削減するための組織横断的な改善を検討します。 
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【図表 5-1 情報の一元管理による改善検討イメージ】 
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00

これまでの11年間 今後の10年間

現在

76.8億円/年

10年間総額
768億円

75.4億円/年

40年間総額
3,016億円

改築

劣化部位修繕
（C・D評価の修繕）

1.08倍

経常修繕（グラウンド、附属屋等の改修）
（近年と同程度９億円）

中規模修繕

73.5億円/年

20年間総額
1,470億円

73.4億円/年

30年間総額
2,207億円

（億円）

（年度）

1.03倍 1.04倍

６年間の実績値のうち
2020年度は予算額

長寿命化改修
（機能回復・向上）

６年間の実績値
71.1億円/年

1.06倍

年２校の改築と長寿命化改修を併用

現
在 今後10年間

76.8億円/年

1.06倍のかい離

40年間
74.5億円/年

直近6年間
71.1億円/年

R3.3

R3.3

公共施設と学校、区営住宅が
それぞれに個別計画を策定している

築年別整備状況

老朽化しており改築等で非常にコス
トがかかる

今後の維持更新コスト

建替えと長寿命化改修の併用

学校に比べると新しいが、子育て支
援、福祉、区民文化施設が老朽化

年２校建替えたとしても全て対応する
のに40年かかり、1.06倍のかい離

公共施設の維持更新コスト年54.7億円
に区営住宅の年平均9.6億円が加わると
1.07倍のかい離になる

公共、学校施設ともこれまでの施設
関連経費に収まらない

学校を優先して整備する必要がある

現在

今後10年間
59.3億円/年

40年間

63.8億円/年

1.01倍

直近10年間
63.4億円/年
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学校全体の劣化度 （直近10年間の事業対象）

適正規模・適正配置検討（R3⇒10年後⇒20年後も12学級未満）

学区の再編と統廃合

地域状況

地域状況

調布地域

蒲田地域

大森地域

糀谷・羽田
地域

JR京浜東北線

蒲田駅

馬込駅

多摩川駅

大 規 模 マ ン
ションが建設
（六郷   ）

土地、建物に余裕スペースがない中で、新
たな区民ニーズへの対応が必要

児童・生徒数はピーク時から半減、児童・生
徒の変化が激しく、学校ごとに対応が必要

部局横断的な検討体制の構築

それぞれで検討するのではなく、公共施
設と学校をあわせて考えると改善案が検
討できる

【学校の課題】
・ピーク時から学級数が大きく減少
・余裕教室がある学校
・20年後まで12学級以下の学校

公共だけ、学校だけでは課題が解決
できない

【地域の課題例】
・児童館と高齢者施設の老朽化
・障害者福祉に対するニーズ等

公共と学校の情報の一元化による検討例

◆公共施設、学校施設のそれぞれの整備時

期を明確化し、時期の重なる施設を抽出

建物基本情報 躯体の健全性

伊勢原小学校 1期校舎 RC 3 - 1,281 1962 S37 58 旧 済 済 1996 12.8 要調査 2020 14.5 5.4 良好 6678 長寿命

伊勢原小学校 2期校舎 RC 3 - 1,291 1966 S41 54 旧 済 済 1996 11.6 要調査 2020 11.4 17.3 劣化 4528 建替え

伊勢原小学校 3期校舎 RC 4 - 3,368 1979 S54 41 旧 済 済 1998 22.4 長寿命 - - - 良好 - 長寿命

伊勢原小学校 屋内運動場 RC 2 - 831 1979 S54 41 旧 済 済 1998 25.6 長寿命 - - - 良好 - 長寿命

伊勢原小学校 プール付属室 CB 1 - 47 1971 S46 49 旧 - - - - 長寿命 - - - 良好 - 長寿命

高部屋公民館 - RC 2 - 729 1982 S57 38 新 - - - - 長寿命 - - - 良好 - 長寿命

図書館・子ども科学館 - RC 4 2 8,036 1988 S63 32 新 - - - - 長寿命 - - - 良好 - 長寿命

耐
力
度

（
1

万
点
満
点

）

中
性
化
深
さ

（
㎜

）

目
視
結
果

西
暦

和
暦

基
準

診
断

施設名称 建物名称
構
造

地
上

地
下

延
床
面
積

（
㎡

）

築
年
数

耐震安全性 耐震診断時データ

補
強

調査
年度

圧
縮
強
度

（
N
/

㎟

）

試
算
上
の
区
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詳細調査データ

総
合
評
価

調
査
年
度

圧
縮
強
度

（
N
/

㎟

）

建築年度

● 建物情報一覧(概要情報)
施設の基本情報

概
要
情
報

維持管理・修繕、改修、更新等の計画

2
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0
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0
4
4

2

0
4
5

2

0
4
6
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0
4
7

2

0
4
8

2

0
4
9

2

0
5
0

中

×

×

◎

◎

◎

◎

◎

30年後10年後 20年後

改築・長寿命化改修等の計画

長寿
命化
改修

10年後 20年後 30年後

廃
止

地域
協議

他施設と
複合化

改築

   

防水

今後40年の計画

●●小学校

●●老人憩の家
●●児童館

○○小学校

○○学習館
○○図書館

○○児童館・
○○学童保育所池上図書館

移転

改築

現在から20年後まで12学級未満の学校

改築

青少年交流
センター整備

適応指導
教室

入新井第一小・
大森北四丁目
複合施設改築

再整備

大森西二丁目
複合施設改築

子ども家庭
総合支援

センター新築

跡地利用

複合化

田園調布富士見
会館改修

新築

改築

東調布中・
複合施設改築

仮庁舎と
して活用

田園調布せせらぎ
館体育施設新築

赤松小・
北千束二丁目
複合施設改築

東調布第三小・
南久が原二丁目
複合施設改築

改築

現時点（R2年度）
計画反映

12学級以下の学校

改築計画のある学校学校を中心とした複合化

特別出張所等を
中心とした複合化 現在から20年後まで

12学級未満の学校

地域の施設配置の観点からの検討 立地の観点からの検討

学校の改築等に合わせて余剰容積に放課後
ひろば、地域包括支援センター、シニアス

テーションを複合化

児童館

高齢者
施設

小学校

セキュリティライン

学校施設 公共施設

児
童

児童

高齢者

学校 放課後ひろば

地域包括支援
センター

シニア
ステーション
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６章 計画の継続的な運用方針 

１ 継続的な実態把握と公共施設マネジメントへの活用 

本計画に基づき改修や改築といった整備を着実に行うためには、継続的な実態把握により

施設の状況を常に把握しておくことが重要です。そのため本計画及び「大田区学校施設長寿

命化計画」の実態把握データは定期的に更新し、今後の公共施設整備や総合管理計画の見直

し等に活用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 6-1 施設の適正配置検討フロー(イメージ)】 

ハ
ー
ド
面

ソ
フ
ト
面

実態把握 評価 適正配置計画計画

大
田
区
公
共
施
設
個
別
施
設
計
画

大
田
区
学
校
施
設
長
寿
命
化
計
画

公共施設 中期プラン
（直近10年間の計画）

ハ
ー
ド
面

ソ
フ
ト
面 学校施設 中期プラン

（直近10年間の計画）

●上位計画・関連計画

●地域変化 （4地域）（18地区）

●公共施設を取り巻く状況

●人口
（人口）（人口構成） （過去⇒現在⇒将来）

●上位計画・関連計画

●地域・学区変化

●学校施設を取り巻く状況

●人口
（人口）（人口構成） （過去⇒現在⇒将来）

(1) 基本情報 (2) 躯体の健全性
(3 ) 劣化

状況
(4) 仕様・機能 (5) 履 歴

履歴情報（主要）劣化状況（概要）躯体健全性学校 棟単位

● 建物情報一覧（概要情報） 詳細な実態把握 現在●建物情報一覧表（概要情報）

変更前総延床面積㎡：
建物数：

471,889.1
261

年度

延床面積（㎡） 施設分類別／築年度別所有状況表（床面積㎡）
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5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

65,000

     ・        系施設 その他 区民文化系施設 行政系施設 産業系施設 子育て支援施設 社会教育系施設

保健・福祉施設

保健・福祉施設

行政系施設

区民文化系施設

産業系施設

社会教育系施設

その他      ・        系施設

子育て支援施設

新耐震基準（1982年以後の建築）
１３８棟（52.9％） ３４５，２１６㎡（73.2％）

旧耐震基準（1981年以前の建築）
1２３棟（47.1％） １２６，６７３㎡（26.8％）

1971年
帯筋間隔法令

改正

対象建物

261棟
47.2万㎡

（㎡）

2
0
2
0

60年 50年 40年 30年 20年 10年 現在

築50年以上
32棟 12.3％
3.9万㎡ 8.2％

築40年以上
86棟 33.0％

8.5万㎡ 18.0％

築30年以上
50棟 19.2％

7.2万㎡ 15.2％

築20年以上
55棟 21.0％

19.0万㎡ 40.4％

築10年以上
20棟 7.7％

3.9万㎡ 8.4％

築10年未満
18棟 6.9％

4.6万㎡ 9.8％

旧耐震建物が27％
築30年以上が42％
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0

14

現在

1989年度～2019年度（31年間）の実績額 2,006億円（年平均64.7億円）

15.0億円

49.7億円

耐震改修

大規模改修

部位改修 1989年度～2019年度（31年間）
299億円（9.6億円/年）

1,700円/㎡・年

機能向上
（トイレ、昇降機等）

解体

年平均
64.7億円

修繕

新築・改築・増築

2010～2019年度
（10年間）の実績額

600億円（年平均60.0億円）

34.2億円

25.8億円

60.0億円

大田区総合体育館

大田区民プラザ
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23 
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48 
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33 
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42 
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40
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100
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150
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2010 2012 2014 2016 2018 2020 2022 2024 2026 2028 2030 2032 2034 2036 2038 2040 2042 2044 2046 2048 2050 2052 2054 2056 2058 2060 2062 2064 2066 2068 2070 2072 2074 2076 2078 2080 2082 2084 2086 2088 2090 2092 2094 2096 2098 2100

これまでの10年間 今後の10年間

現在

123.1億円/年

10年間総額
1,231億円

124.6億円/年

10年間の実績値
88.6億円/年

経常修繕（グラウンド、付属屋等の改修）
（近年と同程度７億円）

128.7億円/年

20年間総額
2,574億円

（億円）

（年度）

区営住宅
長寿命化計画
（２７年間分）

27年間総額
3,364 億円

学校施設
維持更新費
（年２校ペース２７年間分）

1.4倍

公共施設全体
維持更新費

124.6億円/年

公共＋住宅 52.2億円/年
（0.87倍）

学校 72.3億円/年
（1.5倍）

学校
47.5億円/年

公共
60.0億円/年

現在

1.43倍

学校

公共施設

40年間
143.3億円/年

直近年平均
107.5億円

●施設関連経費●築年別整備状況

●維持更新コスト

(1) 基本情報 (2) 躯体の健全性
(3 ) 劣化

状況
(4) 仕様・機能 (5) 履 歴

履歴情報（主要）劣化状況（概要）躯体健全性学校 棟単位

● 建物情報一覧（概要情報） 詳細な実態把握 現在●建物情報一覧表（概要情報） 詳細な実態把握●建物情報一覧表（概要情報）

●築年別整備状況
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中学校
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体育館
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複合体育館

中学校
校舎

小学校
屋内運動場

小学校
校舎

さざなみ学園
教員宿舎

(㎡)

1971年以前の建築
168棟 23.0％

23.1万㎡ 38.8％

(年度)

築50年以上
124棟 16.9％

16.3万㎡ 27.4％

築40年以上
239棟 32.7％
21万㎡ 35.2％

築30年以上
249棟 34％

10.5万㎡ 17.5％

築20年以上
69棟 18.6％

4.9万㎡ 8.2％

築10年以上
24棟 10.2％

1.6万㎡ 2.8％

築10年未満
27棟 3.7％

5.3万㎡ 8.9％

築30年以上 612棟 83.6％ 47.8万㎡ 80.2％

新耐震基準（1981年より後の建築）
318棟 43.4％ 19.7万㎡ 33.1％

旧耐震基準（1981年以前の建築）
414棟 56.6％ 39.9万㎡ 66.9％

築20年以上 681棟 93％ 52.7万㎡ 88.4％

築50年以上が約30％
築30年以上が約80％

●これまでの施設関連経費
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解体・廃止 大規模改修 機能向上 建替

（億円） 現在

1989年度～2018年度（30年間）の実績額 737億円（年平均24.6億円）

6.5億円

新築・改築・増築

部位改修

耐震改修

機
能
・
学
習
環
境
向
上
に
関
す
る
対
策

緊
急
に
対
応
す
べ
き
対
策

（
老
朽
化
対
策
・
耐
震
補
強
）

（億円）

耐震改修
（1996～2000年度）

55億円（11.0億円/年）

30年間平均
15.3億円/年

1989年

0

0

10

20

10

30

20

40

50

30年間平均
9.3億円/年

大規模改修

経常修繕 直近１０年間の修繕・部位改修
36億円（年平均3.6億円）

円/㎡・年

30

解体

機能向上
•教室空調
•トイレ改修 等

3.8億円

8.1億円

52.5億円

15.4億円

5.6億円

8.0億円

56.0億円

4.9億円 5.2億円

0.3億円

14.6億円

8.4億円

12.9億円

6.0億円

3.3億円

13.5億円

15.2億円

1.9億円2.2億円

6.5億円
5.1億円

13.3億円 13.3億円

8.2億円
9.1億円

35.5億円
37.0億円

48.1億円

38.9億円

11.3億円

14.9億円

18.6億円
17.6億円

6.8億円

3.6億円

11.0億円

4.5億円

14.7億円

19.8億円

14.7億円

12.3億円
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13.9億円

9.3億円
10.8億円

8.8億円
10.7億円

0.7億円

2015～2018年度
（４年間）の実績額
年平均47.5億円

●維持更新コスト
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現在

これまでの11年間 今後の10年間 11～40年間

90.5億円/年

10年間総額
905億円

82.2億円/年

40年間総額
3,288億円

1.7倍

４年間の実績値
47.5億円/年

1.9倍

現在 今後10年間
76.2億円/年

1.3倍の乖離

40年間
74.5億円/年

直近４年間
60.1億円/年

●施設関連経費●築年別整備状況

●維持更新コスト

一体化

一体化

(1) 基本情報 (2) 躯体の健全性
(3 ) 劣化

状況
(4) 仕様・機能 (5) 履 歴

履歴情報（主要）劣化状況（概要）躯体健全性学校 棟単位

● 建物情報一覧（概要情報） 詳細な実態把握 現在●建物情報一覧表（概要情報）

公共
施設 (1) 基本情報 (2) 躯体の健全性

(3 ) 劣化
状況

(4) 仕様・機能 (5) 履 歴

履歴情報（主要）劣化状況（概要）躯体健全性学校 棟単位

● 建物情報一覧（概要情報） 詳細な実態把握 現在●建物情報一覧表（概要情報） 詳細な実態把握

学校
施設

公共
施設

学校
施設

今後10年間の計画で、同じ期間に整備を
実施する施設の適正配置（複合化）を検討
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これまでの10年間 今後の10年間

現在

123.1億円/年

10年間総額
1,231億円

124.6億円/年

10年間の実績値
88.6億円/年

経常修繕（グラウンド、付属屋等の改修）
（近年と同程度７億円）

128.7億円/年

20年間総額
2,574億円

（億円）

（年度）

区営住宅
長寿命化計画
（２７年間分）

27年間総額
3,364 億円

学校施設
維持更新費
（年２校ペース２７年間分）

1.4倍

公共施設全体
維持更新費

124.6億円/年

公共＋住宅 52.2億円/年
（0.87倍）

学校 72.3億円/年
（1.5倍）

学校
47.5億円/年

公共
60.0億円/年

現在

1.43倍

学校

公共施設

40年間
143.3億円/年

直近年平均
107.5億円

●維持更新コスト

旧大田区民
センター

蒲田西地区
都区合同庁舎新設

大森西二丁目
複合施設改築

仮庁舎と
して活用

新蒲田一丁目
複合施設改築

〇都税事務所

仮庁舎と
して活用

新築

適応指導
教室

入新井第一小・
大森北四丁目
複合施設改築

赤松小・
北千束二丁目
複合施設改築

東調布第三小・
南久が原二丁目
複合施設改築

田園調布せせらぎ
館体育施設新築

東調布中・
複合施設改築

青少年交流
センター整備

子ども家庭
総合支援

センター新築

田園調布富士見
会館改修

跡地利用

複合化

改築

改築

改築

改築

改築

改築

改築

池上図書館
移転

再整備

再整備

南六郷創業
支援施設整備

現時点（R2年度）計画反映 12学級以下の学校

改築計画のある学校学校を中心とした複合化

特別出張所等を中心とした複合化

現在から20年後まで12学級未満の学校

●地域実態マップ

●GIS地図

公共施設の配置状況、
地域バランス、全体コス
トの観点を含めて多面的
に適正配置を検討

1次評価
（定量的評価）

2次評価
（定性的評価）

総合評価

老朽化が進行 問題なし

平
均
よ
り
高
い

①

②

③

④

良悪 老朽化状況

築30年

0

9,844

19,688

（円/件）

利
用
１
件
当
た
り
コ
ス
ト

低

高

北

大淀ｺﾐｭﾆﾃｨｾ ﾀ 

都島

福島

此花区民ホール

中央

中央会館

西

港

港近隣センター

大正区民ホール

大正会館
天王寺

浪速

西淀川区民ホール

西淀川区民会館

淀川

東淀川

東淀川区民会館

東成

生野

旭

城東

鶴見

阿倍野

住之江区民ホール

住之江会館

住吉

東住吉区民ホール

東住吉会館

平野

平野区民ホール

西成

2000年代の施設はコ
ストが高く、施設の
状態は良いが、コス
トパフォーマンスが
悪い 運営面の見直し

利用率向上等

３施設とも区役所
と複合化

区役所も含めて
施設のあり方を
検討する必要あ
り

評
価

評価指標 内容イメージ

公
共
性

①
法律により設置
義務があるか？

• 根拠法令：特に無し

有
効
性

②
施設の利用状況
はどうか？

• 平均70％、45％～87％とばらつ
きあり

• 和室、     、調理室は少ない

③
今後の利用状況
(需要見込み)
は？

• 高齢者利用多い？⇒今後も増え
る可能性あり

• 推移より傾向をつかむ

④
利用圏域はどう
か？立地は？

• 基本１区に１館
• ９区で２館設置
• 住宅街？駅前？

代
替
性

⑤
類似機能、代替
施設はあるか？

• 学校、地域集会所 等
• 民間貸会議室、ホール

⑥
維持管理・運営
等民間活用は？

• 指定管理者制度導入済み
•

●関連計画、市の施策

• 個別施設計画は、各区ごとに作成されており、
基本的な方針としては、「適切に維持管理し
継続的に活用する」こととされている。

• 災害時の避難所や遺体安置所等に指定されて
いる施設あり。

●総合評価例

＜B地域＞

機能（ソフト）の見直し⇒運営面の効率化、利用者数
向上等の改善

＜A地域＞

抜本的見直し ⇒区役所とあわせて見直す

＜C地域＞

機能（ソフト）の見直し⇒類似・重複機能の解消
（再編統合など）

●所管課調整

適正配置検討

(1) 基本情報 (2) 躯体の健全性
(3 ) 劣化

状況
(4) 仕様・機能 (5) 履 歴

履歴情報（主要）劣化状況（概要）躯体健全性学校 棟単位

● 建物情報一覧（概要情報） 詳細な実態把握 現在●建物情報一覧表（概要情報）

公共
施設(1) 基本情報 (2) 躯体の健全性

(3 ) 劣化
状況

(4) 仕様・機能 (5) 履 歴

履歴情報（主要）劣化状況（概要）躯体健全性学校 棟単位

● 建物情報一覧（概要情報） 詳細な実態把握 現在●建物情報一覧表（概要情報） 詳細な実態把握

学校
施設

複合化と運営管理面を含めた改善の
実施

6 2 4 6 7 7 10 
21 

1 
7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 
4 3 3 3 3 3 3 4 3 4 3 3 3 4 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 

13
12

22 22 22 18

46

46

59

40

74

42
54

62

98
89 92 87 85

66 67 70 69 67
79

58
68 66 69 71

78
87 84 79

63 66 63
62

74 78 77 80
86 87

81
72 75 78

85

72

86

99
110

129125
117

101
92

75
81

74 72
64 62

75

58

78
83

71
64

53 54
44

54
47 50

57
64

49 50

62

92
99

88
81

67 64

79
68

83

25 

136 

19 

34 
36 46 

38 16 

110 

60 

37 

40 

41 

43 

47 

24 

51 

44 

23 

28 

48 40 

27 
36 

52 

69 
43 

92 
92 

56 
47 29 

17 
19 

15 

27 

48 

37 

33 
34 

73 
54 

35 
40 

60 

49 

57 

103 

52 

57 

49 

38 22 

30 34 

29 
50 

47 

48 
23 

59 

48 

45 47 

72 

88 

75 

120 

127 
128 

65 
55 

24 
18 

14 
16 

47 
44 

44 
33 

60 

60 43 

39 57 

71 

59 

97 

42 

53 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

110

120

130

140

150

160

170

180

190

200

210

2010 2012 2014 2016 2018 2020 2022 2024 2026 2028 2030 2032 2034 2036 2038 2040 2042 2044 2046 2048 2050 2052 2054 2056 2058 2060 2062 2064 2066 2068 2070 2072 2074 2076 2078 2080 2082 2084 2086 2088 2090 2092 2094 2096 2098 2100

これまでの10年間 今後の10年間

現在

123.1億円/年

10年間総額
1,231億円

124.6億円/年

10年間の実績値
88.6億円/年

経常修繕（グラウンド、付属屋等の改修）
（近年と同程度７億円）

128.7億円/年

20年間総額
2,574億円

（億円）

（年度）

区営住宅
長寿命化計画
（２７年間分）

27年間総額
3,364 億円

学校施設
維持更新費
（年２校ペース２７年間分）

1.4倍

公共施設全体
維持更新費

124.6億円/年

公共＋住宅 52.2億円/年
（0.87倍）

学校 72.3億円/年
（1.5倍）

学校
47.5億円/年

公共
60.0億円/年

現在

1.43倍

学校

公共施設

40年間
143.3億円/年

直近年平均
107.5億円

旧大田区民
センター

蒲田西地区
都区合同庁舎新設

大森西二丁目
複合施設改築

仮庁舎と
して活用

新蒲田一丁目
複合施設改築

〇都税事務所

仮庁舎と
して活用

新築

適応指導
教室

入新井第一小・
大森北四丁目
複合施設改築

赤松小・
北千束二丁目
複合施設改築

東調布第三小・
南久が原二丁目
複合施設改築

田園調布せせらぎ
館体育施設新築

東調布中・
複合施設改築

青少年交流
センター整備

子ども家庭
総合支援

センター新築

田園調布富士見
会館改修

跡地利用

複合化

改築

改築

改築

改築

改築

改築

改築

池上図書館
移転

再整備

再整備

南六郷創業
支援施設整備

現時点（R2年度）計画反映 12学級以下の学校

改築計画のある学校学校を中心とした複合化

特別出張所等を中心とした複合化

現在から20年後まで12学級未満の学校

●地域実態マップ ●GIS地図

複合化

集約化

廃止

継続

建替

長寿命化

廃止

用途変更

機能 建物

計画

効果

●維持更新コスト

●ハード・ソフト面の効果
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評価 適正配置計画

1次評価
（定量的評価）

2次評価
（定性的評価）

総合評価

評
価

評価指標 内容イメージ

公
共
性

①
法律により設置
義務があるか？

• 根拠法令：特に無し

有
効
性

②
施設の利用状況
はどうか？

• 平均70％、45％～87％とばらつ
きあり

• 和室、     、調理室は少ない

③
今後の利用状況
(需要見込み)
は？

• 高齢者利用多い？⇒今後も増え
る可能性あり

• 推移より傾向をつかむ

④
利用圏域はどう
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• 住宅街？駅前？

代
替
性

⑤
類似機能、代替
施設はあるか？

• 学校、地域集会所 等
• 民間貸会議室、ホール

⑥
維持管理・運営
等民間活用は？

• 指定管理者制度導入済み
•

●関連計画、市の施策

• 個別施設計画は、各区ごとに作成されており、
基本的な方針としては、「適切に維持管理し
継続的に活用する」こととされている。
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（再編統合など）

●所管課調整

適正配置検討

(1) 基本情報 (2) 躯体の健全性
(3 ) 劣化

状況
(4) 仕様・機能 (5) 履 歴

履歴情報（主要）劣化状況（概要）躯体健全性学校 棟単位

● 建物情報一覧（概要情報） 詳細な実態把握 現在●建物情報一覧表（概要情報）

公共
施設(1) 基本情報 (2) 躯体の健全性

(3 ) 劣化
状況

(4) 仕様・機能 (5) 履 歴
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123.1億円/年

10年間総額
1,231億円

124.6億円/年

10年間の実績値
88.6億円/年

経常修繕（グラウンド、付属屋等の改修）
（近年と同程度７億円）

128.7億円/年

20年間総額
2,574億円

（億円）

（年度）

区営住宅
長寿命化計画
（２７年間分）

27年間総額
3,364 億円

学校施設
維持更新費
（年２校ペース２７年間分）

1.4倍

公共施設全体
維持更新費

124.6億円/年

公共＋住宅 52.2億円/年
（0.87倍）

学校 72.3億円/年
（1.5倍）
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47.5億円/年
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60.0億円/年

現在

1.43倍
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公共施設
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143.3億円/年

直近年平均
107.5億円
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都区合同庁舎新設

大森西二丁目
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仮庁舎と
して活用

新蒲田一丁目
複合施設改築

〇都税事務所

仮庁舎と
して活用

新築

適応指導
教室

入新井第一小・
大森北四丁目
複合施設改築

赤松小・
北千束二丁目
複合施設改築

東調布第三小・
南久が原二丁目
複合施設改築

田園調布せせらぎ
館体育施設新築
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複合施設改築

青少年交流
センター整備
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現時点（R2年度）計画反映 12学級以下の学校

改築計画のある学校学校を中心とした複合化

特別出張所等を中心とした複合化

現在から20年後まで12学級未満の学校
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イメージ

老朽化が進行 問題なし

①

②

③

④

良悪 老朽化状況

築30年

0

491

981

（円/人）

利
用
者
１
人
当
た
り
コ
ス
ト

低

高

平
均
よ
り
低
い

平
均
よ
り
高
い

50

老朽化して
コストも割高な施設

⇒廃止含めた検討が必要

施設の状態は良いが
           が低い

⇒ 運営面の見直し、利用率向上等
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・・・・・・・・△△複合施設ＰＴ○○小ＰＴ

作

業

部

会

（

Ｐ

Ｔ

）

□□地区ＰＴ

企  画  課 施設整備課

大田区公共施設整備検討会【構成イメージ】
（ソフト・ハード両面から、まちづくりの核となる公共施設整備を適正配置方針に沿って進めていくため、全庁的に連携を図る）

◎　メンバー設定：複合施設に関係のある課長及び係長（検討案件に応じて、適宜招集する）

施設を所管する庶務担当課長

検
 

討
 

会

（

親

会

）

　副座長

　事務局長

企画経営部施設整備課長

企画経営部企画課長

企画経営部施設保全課長

　座長

事務局

報告・確認・情報共有

各部長へ報告

２ 推進体制等の整備 

本計画を推進するにあたっては、庁内での情報の共有化、役割と責任の明確化を図るとと

もに、進捗状況の確認、検証等を行うことにより方針を確実に推進します。地域の課題を踏

まえ、将来のまちづくりを見据えた施設の適正配置を実現するため、「大田区公共施設整備検

討会」を設置し、本計画についての全庁的な情報共有に努め、部局連携による施設整備を推

進します。 

また、公共施設の整備を進める際は、区は公共施設に関する情報を発信するだけでなく、

区民の方々から寄せられた意見を整理して整備の参考とし、区民との協働による維持管理な

どについても検討します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 6-2 体制図】  
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３ フォローアップ 

本計画の進捗状況や、維持・更新費用（単価）などの実績を基に、ＰＤＣＡサイクルにより

随時、継続的に見直し、改善検討を行いながら、５年ごとに部分更新、10年ごとに計画の見

直しを行います。 

また、上位計画など他の関連計画の進捗状況を踏まえ、区の公共施設等（学校施設、区営

住宅を含む公共施設、インフラ（道路・橋梁・公園））のマネジメントと連携して本計画を進

めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 6-3 継続的な見直しイメージ】

大田区公共施設
個別施設計画
ＰＬＡＮ
（40年）

（10年後）
計画見直し

ＰＬＡＮ
中期プラン
（10年）

ＡＣＴＩＯＮ
改善策の検討

ＤＯ
計画の実行

ＣＨＥＣＫ
実行結果の検証

～実行結果の検証・改善策検討の視点～
◆ 方針等に基づき計画が実行されているか
◆ 社会経済変化などに応じた適切な対応
◆ 将来を見据えた10年単位での取り組みの方

向性見直し

（5年後）
データの更新

• 建物情報一覧
• 劣化状況
• 優先順位
• 築年別整備状況
• 施設関連経費
• 整備単価
• 今後の維持・更新コスト
• 児童・生徒数の変化
• 学校別学級数

最初の10年間の計画

11年目～20年目の計画

21年目～30年目の計画

31年目～40年目の計画
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本計画における用語の定義（五十音順） 

 

用 語 定 義 

改築 
老朽化により構造上危険な状態にあったり、教育環境上著しく不適当

な状態にあったりする既存の建物を「建て替える」ことをいいます。 

学校規模 

学校教育法施行規則第 41条では、「小学校の学級数は、十二学級以

上十八学級以下を標準とする。ただし、地域の実態その他により特別

の事情のあるときは、この限りでない。」としています。また同施行規則

第 79 条では、「第四十一条から第四十九条まで、第五十条第二項、

第五十四条から第六十八条までの規定は、中学校に準用する。」とあ

るため、本計画では、学級数 12 学級未満の小中学校を「小規模校」、

学級数 12～18 学級の小中学校を「標準規模校」、学級数 19 学級以

上の小中学校を「大規模校」とします。 

旧耐震基準、新耐震基準、 

旧旧耐震基準 

建築基準法に基づき定められ、建築物の設計において適用される地

震に耐えうる構造の基準で、昭和 56（1981）年６月１日以前の基準を

「旧耐震基準」、それ以降の基準を「新耐震基準」と呼びます。さらに柱

の帯筋の間隔に関する法令改正以前の昭和 46（昭和 1971）年以前

の建築物を「旧旧耐震基準」と呼びます。 

建築基準法第 12条の 

定期点検 

建築物等の安全性や適法性を確保するために、専門の技術者により

建築物等を３年に１度定期的に点検する制度をいいます。 

構造躯体 

建築構造を支える骨組みにあたる部分のことで、基礎・基礎杭・壁・柱

・小屋組・土台・斜材（筋かいなど）・床版・屋根版又は横架材(梁など)

を指します。 

施設関連経費 施設整備費及び維持修繕費等の総計を指します。 

少人数教育 
習熟度に合わせてクラスを少ない人数で分けて授業を実施する等、

学習を効率的・効果的に実施する教育の方法をいいます。 

耐震診断 

旧耐震基準で設計され、耐震性能を保有していない建物について、現

行の構造基準（新耐震基準）で耐震性の有無を確認することです。旧

耐震基準で設計されている建物の耐震性を確認することで建物構造

の耐震性が分かり、耐震補強案や概算での耐震改修費用を検討する

ことが可能になります。 

 

  



 

 

 

 

 

用 語 定 義 

耐力度調査 

公立学校施設における建物の構造耐力、経年による耐力・機能の低

下、立地条件による影響の３項目により、建物の老朽化を総合的に評

価する調査です。 

調査の結果所要の耐力度点数に達しないものについては、公立学校

施設の改築補助事業の対象となります。 

館山さざなみ学校 

喘息、肥満、病虚弱などの子どものために設置した全寮制の学校で、

区内の学校と同じ学習をしながら、各自の健康状態に応じた健康、栄

養指導により、体力の増進を図ります。対象は小学校３年生から６年

生です。 

中規模改修 

経年劣化による損耗、機能低下に対する機能回復工事のことで、屋上

防水改修、外壁改修、設備機器更新のほか、劣化の著しい部位の修

繕、故障・不具合の修繕等が含まれます。 

長寿命化改修 

既存の建物を長期に使用するため、建物や設備の不良箇所・劣化箇

所の改修に加えて、耐久性を高め、社会的要請に対応する機能向上

を行う改修です。基礎・柱・梁などの構造躯体を残して、それ以外の全

ての箇所を改修します。 

鉄筋のかぶり厚さ 

鉄筋コンクリート造（RC 造）と鉄骨鉄筋コンクリート造（SRC 造）の躯

体部分のコンクリート表面から鉄筋までの深さをいいます。表面から

コンクリートの中性化が進行していき、鉄筋に達すると、錆による腐食

の原因になります。 

Is値 

(Seismic Index of 

 Structure） 

建物の耐震性能を表す指標（構造耐震指標）であり、地震力に対する

建物の強度、地震力に対する建物の靭性（変形能力、粘り強さ）、経年

劣化により求められます。Is 値の目安として 0.3 未満は倒壊・崩壊す

る危険性が高い、0.3 以上 0.6 未満では危険性がある、0.6 以上で

は危険性が低いとしています。 

ICT教育 

Information and Communication Technologyの頭文字をと

った略語で、ICT教育は、IT技術を使ってコミュニケーションをとって

いく教育方針や取り組みのことをいいます。 

S造 構造躯体の構造区分で鉄骨造のことをいいます（steal(鉄)の S）。 
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第１章 背景・目的等 

１－１ 背景 

大田区（以下、区という。）は、昭和 22（1947）年に旧大森区と旧蒲田区の合併によって誕生しまし

た。合併当初 31.3 万人だった人口は高度経済成長とともに増加し、昭和 40（1965）年には 75.6 万

人となりました。その後、郊外化による区外への流出やバブル経済の進行等により平成７（1995）年に

は 63.6万人まで減少したのち再度増加に転じ、令和２（2020）年 11月現在では 73.5万人となって

います。 

高度経済成長期の人口増加にあわせて、区は学校や公共施設、道路等のインフラの整備、公共サー

ビスの基盤づくりを行ってきました。区の学校施設も、児童・生徒数が急増した昭和 30 年代後半から

40 年代にかけて整備されたものが多く、約６割が旧耐震基準（昭和 56（1981）年以前）での建築とな

っているなど、老朽化が進行しています。今後は機能維持や改築等の費用増大が見込まれることから、

児童・生徒の安全性を確保しつつ、教育環境の維持・向上を目指し、効率的かつ効果的に施設整備を

進めるため、大田区学校施設長寿命化計画（以下、「本計画」という。）を策定します。 

なお、本計画は「大田区公共施設等総合管理計画」に基づく学校施設の個別施設計画として策定す

るものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 1-1 計画の位置づけ】 

 

  

大田区
公共施設等総合管理計画

各分野ごとの
個別施設計画

イ
ン
フ
ラ
長
寿
命
化
計
画

国

大田区学校施設長寿命化計画
（個別施設計画）

学校施設

（大田区公共施設マネジメント
今後の取り組み）

（大田区公共施設適正配置方針）
（大田区公共施設白書）

おおた教育ビジョン
（R1～R5）

公共施設

新おおた重点プログラム
（R2～R5）
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１－２ 目的 

本計画は、所管する小学校、中学校、及び特別支援学校（以下「学校施設」という。）の老朽化や、学

校施設に求められる機能の多様化に着実に対応していくことを目的とし、以下の４つの視点に基づき推

進します。 

① 建物に不具合が発生してから手当てをする従来の「事後保全」から、計画的に修繕・改修を行う

「予防保全」にシフトし、各学校施設のライフサイクルを見通せるマネジメントシステムの構築を

図ります。 

② 中長期的な維持管理にかかるコストの縮減と予算の平準化を図りつつ、学校施設に求められる

機能、性能を確保します。 

③ 将来的な環境の変化にも対応でき、区内全ての児童・生徒が良好な学習・生活環境で学べるた

めの施設とします。 

④ 「おおた教育ビジョン」、「大田区公共施設等総合管理計画」との整合を図るとともに、柔軟な見

直しができる構成とします。 

 

１－３ 対象施設 

対象となる施設は、小学校 59校、中学校 28校、特別支援学校（館山さざなみ学校）１校の計 88校

の校舎、屋内運動場、及びプール付属棟、機械室、倉庫などその施設に付帯する設備とします。 

対象とならない施設は、プール本体、フェンス、グラウンド、遊具等です。 

 

１－４ 計画期間 

本計画の計画期間は、令和３（2021）年度から令和 42（2060）年度までの 40年間とします。 
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第２章 学校施設の実態 

２－１ 学校施設の概要 

区では、小学校 59校、中学校 28校、特別支援学校１校の 88校の学校施設を保有しています。学

校規模については、小学校は 19学級以上の大規模校が 19校、12～18学級の標準規模校が 31校、

11 学級以下の小規模校が９校となっています。中学校には大規模校がなく、標準規模校が 15 校、小

規模校が 13校となっています（糀谷中学校二部を除く）。また、千葉県館山市に特別支援学校の「館山

さざなみ学校」（３学級）を設置しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４地域 18地区
普通
学級

特別
支援

普通
学級

特別
支援

1 大森第四小学校 大森南三丁目１８番２６号 大森 大森東 8,258 7,516 2018 H30 2 560 18

2 中富小学校 大森東五丁目６番２４号 大森 大森東 6,750 5,854 1966 S41 54 188 6

3 大森第一小学校 大森東三丁目１番１８号 大森 大森西 8,027 8,606 1996 H8 24 545 16

4 開桜小学校 大森西二丁目２６番３号 大森 大森西 8,262 6,889 1969 S44 51 687 21

5 大森第三小学校 大森西五丁目２２番１８号 大森 大森西 10,106 6,157 1968 S43 52 532 18

6 大森第五小学校 大森本町一丁目１０番５号 大森 大森西 7,139 5,415 1965 S40 55 322 9 12 2

7 大森東小学校 大森東一丁目２９番１号 大森 大森西 12,476 6,589 1981 S56 39 153 6

8 入新井第五小学校 大森北六丁目４番８号 大森 入新井 5,769 4,598 1960 S35 60 379 13

9 入新井第一小学校 大森北四丁目６番７号 大森 入新井 8,726 6,938 1958 S33 62 512 16 18 2

10 山王小学校 山王一丁目２６番３３号 大森 入新井 11,496 7,069 1970 S45 50 814 25

11 馬込小学校 南馬込一丁目３４番１号 大森 馬込 7,908 6,295 1963 S38 57 700 20

12 馬込第二小学校 南馬込三丁目１０番１号 大森 馬込 6,761 5,412 1964 S39 56 398 18 13 3

13 馬込第三小学校 北馬込一丁目２８番１号 大森 馬込 10,951 6,500 1963 S38 57 734 22

14 梅田小学校 南馬込六丁目６番１号 大森 馬込 14,442 7,476 1963 S38 57 894 27

15 池上小学校 池上一丁目３３番８号 大森 池上 12,061 5,866 1960 S35 60 591 28 19 4

16 池上第二小学校 中央八丁目９番１号 大森 池上 8,210 6,061 1971 S46 49 459 17 16 3

17 徳持小学校 池上七丁目１８番１号 大森 池上 8,552 6,415 1971 S46 49 642 20

18 入新井第二小学校 中央二丁目１５番１号 大森 新井宿 9,103 6,316 1959 S34 61 596 19

19 入新井第四小学校 中央三丁目５番８号 大森 新井宿 5,445 4,979 1961 S36 59 373 12

20 東調布第一小学校 田園調布南２８番７号 調布 嶺町 9,137 7,132 1973 S48 47 661 29 20 4

21 田園調布小学校 田園調布二丁目３１番１６号 調布 田園調布 8,456 6,259 1960 S35 60 602 19

22 調布大塚小学校 雪谷大塚町１２番１号 調布 田園調布 8,730 5,072 1963 S38 57 350 12

23 東調布第三小学校 南久が原二丁目１７番１号 調布 鵜の木 6,951 5,457 1956 S31 64 500 16

24 嶺町小学校 田園調布南６番１０号 調布 嶺町 10,269 10,070 2012 H24 8 827 25

25 千鳥小学校 千鳥二丁目５番１号 調布 鵜の木 6,314 4,813 1971 S46 49 353 12

26 久原小学校 久が原四丁目１２番１０号 調布 久が原 8,460 7,028 2002 H14 18 831 25

27 松仙小学校 久が原一丁目１１番１号 調布 久が原 11,278 7,002 1970 S45 50 780 24

28 池雪小学校 東雪谷五丁目７番１号 調布 雪谷 9,223 7,462 1958 S33 62 955 28

29 小池小学校 上池台二丁目２２番７号 調布 雪谷 7,691 7,900 1988 S63 32 851 25

30 雪谷小学校 南雪谷三丁目９番２２号 調布 雪谷 8,779 6,577 1969 S44 51 717 26 23 4

31 洗足池小学校 南千束三丁目３５番２号 調布 雪谷 7,200 5,061 1968 S43 52 353 18 12 3

32 赤松小学校 北千束二丁目３５番８号 調布 千束 7,151 5,198 1958 S33 62 406 12

33 清水窪小学校 北千束一丁目２０番１号 調布 千束 7,959 4,989 1967 S42 53 406 12

34 糀谷小学校 西糀谷三丁目１３番２１号 糀谷・羽田 糀谷 11,443 7,001 1970 S45 50 585 19

35 東糀谷小学校 東糀谷五丁目１８番２３号 糀谷・羽田 糀谷 8,511 7,117 1963 S38 57 409 27 13 4

36 北糀谷小学校 北糀谷二丁目２番５号 糀谷・羽田 糀谷 5,690 4,703 1971 S46 49 285 11

37 羽田小学校 羽田三丁目３番１４号 糀谷・羽田 羽田 9,318 7,700 1994 H6 26 281 11

38 都南小学校 本羽田三丁目１５番２号 糀谷・羽田 羽田 6,614 4,975 1961 S36 59 374 12

39 萩中小学校 本羽田三丁目４番２２号 糀谷・羽田 羽田 14,420 5,398 1966 S41 54 263 12

40 中萩中小学校 萩中二丁目１４番１号 糀谷・羽田 羽田 9,126 6,357 1970 S45 50 428 13

41 出雲小学校 本羽田一丁目２番４号 糀谷・羽田 羽田 9,151 7,271 1965 S40 55 534 25 18 4

42 六郷小学校 東六郷三丁目７番１号 蒲田 六郷 10,879 7,200 1970 S45 50 294 11

43 西六郷小学校 西六郷二丁目３番１号 蒲田 六郷 8,403 5,600 1970 S45 50 384 31 12 4

44 高畑小学校 西六郷三丁目２８番２３号 蒲田 六郷 12,489 6,824 1971 S46 49 714 22

45 仲六郷小学校 仲六郷一丁目２６番１号 蒲田 六郷 7,990 5,599 2018 H30 2 250 10

46 志茂田小学校 西六郷一丁目４番２号 蒲田 六郷 10,727 8,114 2016 H28 4 314 11

47 東六郷小学校 東六郷二丁目３番１号 蒲田 六郷 9,559 7,040 1960 S35 60 349 13

48 南六郷小学校 南六郷三丁目７番１号 蒲田 六郷 6,844 5,727 1985 S60 35 395 12

49 矢口小学校 多摩川一丁目１８番２２号 蒲田 蒲田西 9,074 6,429 1968 S43 52 494 16

50 矢口西小学校 下丸子一丁目７番１号 蒲田 矢口 6,796 6,834 1958 S33 62 675 8 21 1

51 多摩川小学校 矢口三丁目２６番２５号 蒲田 矢口 8,244 6,219 1970 S45 50 551 18

52 相生小学校 西蒲田六丁目１９番１号 蒲田 蒲田西 6,478 4,861 1964 S39 56 316 12

53 矢口東小学校 東矢口三丁目９番２０号 蒲田 蒲田西 7,494 5,515 1966 S41 54 281 25 10 4

54 おなづか小学校 西蒲田一丁目１９番１号 蒲田 蒲田西 7,832 4,439 1967 S42 53 421 14

55 道塚小学校 新蒲田三丁目３番１８号 蒲田 蒲田西 9,149 7,089 1964 S39 56 574 18

56 蒲田小学校 蒲田一丁目３０番１号 蒲田 蒲田東 11,787 6,001 1965 S40 55 521 18 18 3

57 南蒲小学校 南蒲田一丁目１２番１号 蒲田 蒲田東 8,641 6,151 1964 S39 56 374 12

58 新宿小学校 蒲田本町一丁目５番１号 蒲田 蒲田東 11,553 5,272 1971 S46 49 322 12

59 東蒲小学校 東蒲田一丁目１９番２５号 蒲田 蒲田東 7,488 5,667 1965 S40 55 217 8

523,740 372,074 29,276 295 945 45

築後
年数

児童生徒数 学級数

小
学
校

小学校59校 計

名称 住所

地域・地区
敷地面積

（㎡）
延床面積

（㎡）
建築
年度

建築
年度
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築後年数赤字：築 30年以上 

延床面積は、付属棟を含む 

【図表 2-1 学校施設一覧（令和２（2020）年５月１日現在）】 
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【図表 2-2 学級数の状況（令和２（2020）年５月１日現在）】 
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４地域 18地区
普通
学級

特別
支援

普通
学級

特別
支援

1 大森第一中学校 大森南五丁目６番５号 大森 大森東 9,169 6,606 1964 S39 56 230 7

2 大森東中学校 大森東四丁目１番１号 大森 大森東 19,545 7,688 1982 S57 38 362 17 11 3

3 大森第二中学校 大森北六丁目１８番１号 大森 入新井 14,626 8,081 1961 S36 59 450 13

4 大森第八中学校 大森西二丁目２１番１号 大森 大森西 15,223 9,686 1958 S33 62 549 21 15 3

5 馬込中学校 西馬込二丁目３５番６号 大森 馬込 9,776 8,042 1963 S38 57 204 27 6 4

6 馬込東中学校 南馬込二丁目２６番３０号 大森 馬込 11,630 5,880 1962 S37 58 313 10

7 貝塚中学校 中馬込三丁目１３番１号 大森 馬込 16,370 8,544 1986 S61 34 498 13

8 大森第四中学校 池上一丁目１５番１号 大森 池上 14,576 9,335 1962 S37 58 452 12

9 大森第三中学校 中央四丁目１２番８号 大森 新井宿 12,085 7,812 1998 H10 22 496 14

10 東調布中学校 田園調布南２９番１５号 調布 嶺町 10,632 7,394 1958 S33 62 427 19 12 3

11 田園調布中学校 田園調布二丁目６０番１号 調布 田園調布 7,635 6,727 1961 S36 59 165 6

12 大森第七中学校 南久が原一丁目４番３号 調布 鵜の木 15,681 10,125 2020 R2 0 489 15

13 雪谷中学校 南雪谷五丁目１番１号 調布 雪谷 15,888 7,618 1974 S49 46 430 12

14 大森第十中学校 仲池上二丁目１３番１号 調布 雪谷 17,413 9,141 1970 S45 50 374 11

15 大森第六中学校 南千束一丁目３３番１号 調布 千束 11,504 6,320 1962 S37 58 361 11

16 石川台中学校 石川町二丁目２３番１号 調布 千束 13,187 6,084 1968 S43 52 199 6

17 羽田中学校 東糀谷六丁目１０番１２号 糀谷・羽田 糀谷 13,111 10,088 2011 H23 9 152 8 6 2

18 糀谷中学校 西糀谷三丁目６番２３号 糀谷・羽田 糀谷 16,991 9,030 1961 S36 59 450 13

糀谷中学校（二部） 15 3

19 出雲中学校 本羽田三丁目４番１５号 糀谷・羽田 羽田 13,725 9,197 1972 S47 48 538 15

20 六郷中学校 仲六郷三丁目１１番１１号 蒲田 六郷 8,624 8,383 1971 S46 49 411 15 12 2

21 志茂田中学校 西六郷一丁目４番１０号 蒲田 六郷 15,175 9,959 2016 H28 4 545 22 15 3

22 南六郷中学校 南六郷三丁目２番１号 蒲田 六郷 9,996 7,588 1961 S36 59 606 18

23 矢口中学校 下丸子二丁目２３番１号 蒲田 矢口 10,944 7,640 1971 S46 49 484 8 15 1

24 御園中学校 西蒲田八丁目５番１号 蒲田 蒲田西 16,506 7,740 1964 S39 56 290 9

25 蓮沼中学校 西蒲田二丁目３番１号 蒲田 蒲田西 10,312 8,426 1969 S44 51 301 18 9 3

26 安方中学校 東矢口二丁目１番１号 蒲田 蒲田西 10,530 6,574 1960 S35 60 382 11

27 東蒲中学校 東蒲田二丁目３８番１号 蒲田 蒲田東 11,282 8,448 1978 S53 42 429 13

28 蒲田中学校 蒲田一丁目１２番５号 蒲田 蒲田東 12,341 8,240 1987 S62 33 199 7

364,477 226,396 10,801 155 320 24

特
別
支
援
学
校

1 館山さざなみ学校 千葉県館山市洲宮７６８番地の１１７ ― ― 19,545 6,321 1982 S57 38 26 3

907,762 604,791 40,103 450 1,268 69

住所

地域・地区
敷地面積

（㎡）
延床面積

（㎡）
建築
年度

建築
年度

中学校28校 計

学校施設88校 合計

築後
年数

児童生徒数 学級数

中
学
校

名称
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２－２ 児童・生徒数及び学級数の推移 

（１）児童・生徒数と学級数の変化 

令和２（2020）年度の児童・生徒数（糀谷中学校二部を除く）は 40,538 人で、児童・生徒数がピ

ーク時の昭和 55（1980）年度から約 47％減少しています。ピーク年以降一度減少しましたが、その

後現在まで緩やかな増加傾向にあります。今後は、令和７（2025）年にかけ約 2.7％の増加が見込ま

れており、その後は緩やかに減少し、令和 27（2045）年には現在とほぼ同数の 40,157 人となる見

込みです。 

なお、本計画では小学校 35人学級については考慮していません。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 2-3 児童・生徒数の推移及び将来予測】 

  推計①⇒2021-2025年度：令和２（2020）年４月１日時点の住民基本台帳の就学前人口等に基づき推計 

  推計②⇒2026-2045年度：国立社会保障・人口問題研究所の 5-14歳人口推計を基に、令和８（2026）年か

らの各年の年少人口増減率に基づき推計 

 

（２)４地域の推移と傾向 

学校規模や今後の児童・生徒数の増減の見通しについては、各校の学区域の状況等により異なっ

ており、マンション開発等の影響で大きく変化することもあります。各地域の傾向については概ね以下

のとおりです。 

  

ア 大森地域 

馬込地区を中心として、児童・生徒数の増加が続く地域で大規模校が多数存在し、この傾向は当

面継続するものと見込まれています。一方で、湾岸部の小学校や一部の中学校については標準規

模を下回る学校も存在しています。 

 

 

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

1
97

6
1
97

7
1
97

8
1
97

9
1
98

0
1
98

1
1
98

2
1
98

3
1
98

4
1
98

5
1
98

6
1
98

7
1
98

8
1
98

9
1
99

0
1
99

1
1
99

2
1
99

3
1
99

4
1
99

5
1
99

6
1
99

7
1
99

8
1
99

9
2
00

0
2
00

1
2
00

2
2
00

3
2
00

4
2
00

5
2
00

6
2
00

7
2
00

8
2
00

9
2
01

0
2
01

1
2
01

2
2
01

3
2
01

4
2
01

5
2
01

6
2
01

7
2
01

8
2
01

9
2
02

0
2
02

1
2
02

2
2
02

3
2
02

4
2
02

5
2
02

6
2
02

7
2
02

8
2
02

9
2
03

0
2
03

1
2
03

2
2
03

3
2
03

4
2
03

5
2
03

6
2
03

7
2
03

8
2
03

9
2
04

0
2
04

1
2
04

2
2
04

3
2
04

4
2
04

5

中学校学級数 小学校学級数 児童生徒数 生徒数 児童数
（人）

S55(1980)
76,699人

児童生徒数ピーク

小学校児童数
S54(1979)
55,191人

中学校生徒数
S60(1985)
24,653人

40年間で約47％減少
（約3.6万人減）

2020.5.1
現在

R2(2020)
40,538人

29,597人

10,941人

ピーク時の約53%

R7(2025)
41,626人

30,130人

11,496人

５年後までに約2.7%増

５年後までに約1.8%増

５年後までに約5.1%増

R27(2045)
40,157人

29,165人

10,992人

25年間で
大きな増減なし

（学級）
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イ 調布地域 

近年、児童数の増加が著しい地域です。雪谷地区・久が原地区を中心に大規模校が多数存在し

ますが、一部の学校を除き、児童数の横ばいまたは減少が見込まれています。中学校は生徒数の少

ない学校が多いものの、人口増加の影響を遅れて受けるため、生徒数は当面増加していくものと見

込まれています。 

 

ウ 蒲田地域 

大森、調布地域と比較して学校数が多いこともあり、小規模校～標準規模校の割合が多い傾向

にありますが、近年大規模マンションの開発が行われた矢口地区や六郷地区では、小中学校ともに

大規模化が進んでいます。こうした児童・生徒数の増加傾向は、当面続くものと見込まれています。 

 

エ 糀谷・羽田地域 

蒲田地域と同様、学校数が多いこともあり、小規模校～標準規模校の割合が多い傾向にありま

す。今後は、一部の学校を除き児童・生徒数が減少していくものと見込まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 2-4 区の４地域】 

 

  

大森地域

蒲田駅

大森駅

調布地域

蒲田地域

糀谷・羽田地域
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２－３ 建物の保有状況 

（１）保有状況 

校舎及びそれに付帯する全ての建物（屋内運動場、武道場等）の床面積を小・中・特別支援学校別

にみると、小学校約 37.2万㎡、中学校約 22.6万㎡、特別支援学校約 0.6万㎡、総合計は約 60.5

万㎡です。 

 

（２）築年別整備状況 

築年別にみると、区の学校施設は築 30 年以上の建物が全体床面積の約 78.7％を占め、老朽化

が進んでいます。児童・生徒数の増加等により昭和 36（1961）年度から昭和 49（1974）年度にかけ

て多くの建物が建設され、特に昭和 45（1970）年度から昭和 49（1974）年度に集中しています。最

も古い建物は昭和29（1954）年度の建物で、令和２（2020）年度現在、築後65年経過しています。

近年は年に２校程度の改築を行っており、令和２（2020）年度は大森第四小学校と大森第七中学校

を改築しています。 

耐震基準別でみると、昭和 56（1981）年の建築基準法改正前に建設された「旧耐震基準」の建物

が、全体床面積の約 65.9％（414 棟・約 39.9 万㎡）を占めています。また、RC 造柱の帯筋間隔が

改正された昭和 46（1971）年の建築基準法改正以前（旧旧耐震基準）の建物が、全体床面積の約

38.2％（168棟・約 23.1万㎡）を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 2-5 築年別整備状況】 
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5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

中学校
屋内運動場

中学校
複合体育館

さざなみ学園校舎

さざなみ学園
体育館

小学校
複合体育館

中学校
校舎

小学校
屋内運動場

小学校
校舎

さざなみ学園
教員宿舎

(㎡)

1971年以前の建築
168棟 23.0％

23.1万㎡ 38.8％

(年度)

築50年以上
124棟 16.9％

16.3万㎡ 27.4％

築40年以上
239棟 32.7％
21万㎡ 35.2％

築30年以上
249棟 34％

10.5万㎡ 17.5％

築20年以上
69棟 18.6％

4.9万㎡ 8.2％

築10年以上
24棟 10.2％

1.6万㎡ 2.8％

築10年未満
27棟 3.7％

5.3万㎡ 8.9％

築30年以上 612棟 83.6％ 47.8万㎡ 80.2％

新耐震基準（1981年より後の建築）
318棟 43.4％ 19.7万㎡ 33.1％

旧耐震基準（1981年以前の建築）
414棟 56.6％ 39.9万㎡ 66.9％

築20年以上 681棟 93％ 52.7万㎡ 88.4％

39.9万㎡ 65.9％414棟 57.3％

168棟 23.3％
23.1万㎡ 38.2％

※小数点以下の端数は四捨五入で表示して
いるため、合計が合わない場合がある。

築10年未満
24棟 10.6％

6.4万㎡ 10.6％

築10年以上
22棟 3.1％

1.6万㎡ 2.7％

築20年以上
69棟 9.6％

4.9万㎡ 8.1％

築30年以上
248棟 34.4％

10.4万㎡ 17.3％

築40年以上
237棟 33.0％

20.9万㎡ 34.6％

築50年以上
119棟 16.6％

16.2万㎡ 26.7％

築20年以上 673棟 93.6％ 52.5万㎡ 86.8％

築30年以上 604棟 84.0％ 47.6万㎡ 78.7％

308棟 42.7％ 20.6万㎡ 34.1％

（年度）
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２－４ 老朽化状況等の把握 

老朽化状況等の把握は、文部科学省の「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書（平成 29 年３

月）」の第２章ステップ２「老朽化状況の把握」に基づき実施しました。 

 

（１）構造躯体の健全性 

ア 調査方法 

耐震診断時のコンクリートのコア抜きによる試験結果から、コンクリート圧縮強度が 13.5Ｎ/㎟以

下の棟を抽出します。あわせて、目視調査で躯体に亀裂等が発見された棟を「要詳細調査（長寿命

化に適さない）」と判断します。 

耐震安全性は、全ての棟が耐震補強により Is 値 0.6 以上を確保していますが、新築時の目標

値を満たさない棟は、今後補強が必要と判断します。 

 

イ 調査対象 

旧耐震基準の 414棟（39.9万㎡）について調査を実施しました。 

 

ウ 調査結果 

コンクリート圧縮強度が 13.5Ｎ/㎟以下の棟は８棟（18,747㎡）、今後耐震補強等が必要な棟は

28棟（50,280㎡）あります。 

 

（２）構造躯体以外の劣化状況評価 

ア 調査方法 

令和元（2019）年度に、専門家（一級建築士）８名による現地目視調査を実施し、建物の外部、内

部、設備等、施設の供用部位（グラウンド、プール、受変電設備、給水設備）の劣化状況評価を行い

ました。 

 

イ 調査対象 

調査対象は以下の学校です。なお、200 ㎡未満の付属棟（経常修繕対象）及びすでに改築が決

まっている学校 10校、近年改築を行った学校５校は除外しました。 

 

73校 291棟 482,887㎡（全体の約 80％） 

小学校 48校 185棟 289,014㎡ 

中学校 24校 101棟 187,789㎡ 

特別支援学校 1校 5棟 6,084㎡ 
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Ａ 概ね良好

Ｂ
部分的に劣化

（安全上、機能上、問題なし）

Ｃ
広範囲に劣化

（安全上、機能上、低下の兆し）

Ｄ

早急に対応する必要がある

（安全上、機能上、問題あり）
（躯体の耐久性に影響を及ぼしている）
（設備が故障し施設運営に支障をきたしている）

良好

劣化

基 準 経過年数による目安

標準耐用年数の半分以内

標準耐用年数以内

標準耐用年数を超過

著しい劣化事象がある場合

ウ 評価方法 

建物の部位ごとに、図表 2-6 に示す劣化状況の評価基準Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの４段階で評価しました

（屋上、外壁、外部開口部は左側、それ以外は右側の表を使用）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 基準は「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書（文部科学省）」による 

※ 標準耐用年数は「建築物のライフサイクルコスト（建築保全センター）」による 

【図表 2-6 劣化状況評価基準】 

 

エ 調査結果 

部位別の劣化状況は、旧耐震基準以前（築 38 年以上）の建物で劣化が進行しており、特に躯体

に影響を及ぼす恐れのある屋根・屋上、外壁は、50％程度がＣ・D評価を占めています。 

設備は、目視状況では特に問題はありませんでしたが、履歴を考慮した耐用年数で評価すると、

老朽化が進行していると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

内部仕上
床・壁・天
井・その他

40
20年
未満

20～40年 40年以上

受変電設備 30
15年
未満

15～30年 30年以上

電力、電灯、
通信、防災等

20
10年
未満

10～20年 20年以上

20
10年
未満

10～20年 20年以上

20
10年
未満

10～20年 20年以上

30
15年
未満

15～30年 30年以上

部　位
標準

耐用年数
※

経過年数による評価基準

著
し
い
劣
化
が
あ
る
場
合

電気設備

給排水衛生設備

空調設備

エレベーター設備

躯体以外の劣化状況 

（旧耐震基準の棟） 

躯体以外の劣化状況 

（新耐震基準の棟） 
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27.7%

30.5%
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32.2%

50.4%

36.9%

40.3%

68.9%

59.6%

64.2%

67.5%

67.2%

46.3%

22.7%

21.8%

3.4%

9.9%
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0.0%
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電気設備
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空調設備

A C DB

14.9%

10.1%

0.6%

13.0%

10.9%

0.3%

17.0%

37.7%

35.3%

78.3%

49.0%

80.7%

86.1%

96.9%

83.0%

31.4%

52.2%

17.4%

49.2%

6.3%

3.0%

2.8%

0.0%

16.0%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

屋根・屋上

外壁

外部開口部

内部仕上

トイレ

電気設備

給排水衛生設備

空調設備

33.2%

34.7%

27.7%

30.5%

33.2%

32.5%

32.2%

50.4%

36.9%

40.3%

68.9%

59.6%

64.2%

67.5%

67.2%

46.3%

22.7%

21.8%

3.4%

9.9%

2.6%

0.0%

0.6%

3.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

屋根・屋上

外壁

外部開口部

内部仕上

トイレ

電気設備

給排水衛生設備

空調設備

A CB

【図表 2-7 調査結果の概要】 
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  オ 劣化状況判定のイメージ（主な部位） 

【屋根・屋上】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【外壁】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ評価（防水層が良好） Ｂ評価（防水層の経年劣化はあるが問題なし） 

Ｃ評価（防水層に広範囲の剝離） Ｄ評価（全体的に防水層の劣化が顕著） 

Ａ評価（外壁塗膜が良好） Ｂ評価（外壁塗膜に部分的な劣化） 

Ｃ評価（外壁塗膜に広範囲の剝離） Ｄ評価（全体的に外壁塗膜の劣化が顕著） 
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【内部仕上】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ａ評価（内部仕上が全体的に良好） Ｂ評価（経年劣化はあるが問題なし） 

 

Ｃ評価（天井の広範囲に雨漏り痕） Ｄ評価（天井劣化により他部分への影響） 
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２－５ 現在の整備実施状況 

（１）調査方法 

学校ごとに、だれでもトイレの設置状況、移動円滑化、木質化、普通教室の空調化、トイレのドライ化

などを基に整備の実施状況を調査しました。 

 

（２）評価方法 

以下の項目に基づき、対応済み、部分対応、未対応で評価しています。 

評価項目 評価の基準 

だれでもトイレの設置状況 設置状況の有無 

移動円滑化 
エレベーター設置の有無 
１階部分のスロープ設置の有無 

木質化 床のフローリングや壁への木材利用の有無 

普通教室の空調化 空調設備設置の有無 

トイレのドライ化 ドライ化改修実施の有無 

 

（３）調査結果 

 だれでもトイレの設置状況は 7.5％と、全体の 10％以下でした。 

 バリアフリーの観点からの移動円滑化は、19.4％でエレベーターが整備されており、車いすでの

移動が可能となっています。また、１階のスロープ等による移動が可能な建物が 57.9％でした。 

 教室・廊下の木質化の状況は 14.2％となっています。 

 教室の空調化は 92.9％と、ほとんどの学校で整備されています。 

 トイレのドライ化は、現在整備中及び校舎内に複数系統あるうちの１系統のみ改修済みの場合を含

めると、90％以上が対応済みとなっています。ただし、全系統トイレのドライ化が完了している学校

は 12.6％でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 2-8 施設の整備水準の現状】 

  

12.6%

92.9%

14.2%

19.4%

7.5%

81.1%

3.6%

86.1%

57.9%

24.9%

6.3%

3.5%

0.2%

22.7%

67.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生活環境（トイレ）

教室の空調化

木質化

移動円滑化

誰でもトイレの

設置状況

対応済 部分改修 未対応対応済 部分対応 未対応

トイレのドライ化

だれでもトイレの
設置状況

移動円滑化

木質化

教室の空調化
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         だれでもトイレ                  移動円滑化（エレベーター） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     教室・廊下の木質化                   トイレのドライ化 
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２－６ 学校施設関連経費 

過去 32年間（平成元（1989）～令和２（2020）年度）における区の施設関連経費の実績額は 22.8

億円/年ですが、年２校程度の改築等を行っている直近６年間（平成27（2015）～令和２（2020）年度）

では 71.1億円/年となっています（ただし令和２（2020）年度は予算額）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 2-9 過去 32年間の施設関連経費の推移】 
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工事台帳より
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部位改修耐震改修

機
能
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習
環
境
向
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に
関
す
る
対
策

緊
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に
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す
べ
き
対
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化
・耐
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）
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2011年度～2020年度
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8.7億円/年
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1989年度～2020年度（32年間）の実績額 729.1億円（22.8億円/年）
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※小数点以下の端数は四捨五入で表示して
いるため、合計が合わない場合がある。
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第３章 学校施設整備方針 

３－１ 学校施設の目指すべき姿 

区では、第３期大田区教育振興基本計画となる「おおた教育ビジョン」を令和元（2019）年に策定し、

「豊かな人間性をはぐくみ、未来を創る力を育てる」ことをテーマとした教育施策を推進しています。 

学校施設については、平成７（1995）年の阪神・淡路大震災を受け、全校の耐震診断を行った上で

耐震改修を実施するなど、施設の安全確保を第一に整備を進めてきました。学校施設は、おおた教育

ビジョンの教育施策を体現する場であり、新たな社会的要請に応えた多様な教育活動を支える安全・

安心な施設づくりが必要です。 

このため、以下のとおり「学校施設の目指すべき姿」を掲げ、今後の整備を進めていきます。 

 

（１）安全・安心な施設環境の確保 

 施設の調査・点検結果を踏まえた経常修繕により、適切な維持管理を行います。 

 児童・生徒に対するセキュリティ面の機能強化を図ります。 

 誰もが利用できるようバリアフリー化を進めます。 

（２）時代のニーズに合わせた教育環境の向上 

 ICT 教育、少人数教育などに対応した教育環境の向上を図ります。 

 障がいのある児童・生徒一人ひとりのニーズに応じた特別支援教育の充実を図ります。 

 省エネルギー化の推進など、環境負荷の低減に取り組みます。 

 感染症対策など、健康や保健衛生に配慮した整備を進めます。 

（３）地域拠点としての一面を持つ学校施設 

 災害時の避難所としての機能強化・充実を図ります。 

 学校・家庭・地域が連携・協働して学校運営を支える環境づくりを進めます。 

 周辺施設との複合化により、地域コミュニティの拠点づくりを支えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
【図表 3-1 学校施設の目指すべき姿】 

  

おおた教育ビジョン
～豊かな人間性をはぐくみ、未来を創る力を育てる～

社会の変化に
主体的に対応し、

未来を創る力を育成する

「知・徳・体」の
調和のとれた成長を図り、
豊かな人間性を涵養する

意欲にあふれ、個性と
可能性を最大限に伸ばす
学びの場を創出する

地域の特色を活かし、
学校・家庭・地域が
連携・協働して
子どもを育てる

学校施設整備の課題

建物の老朽化 新しい教育ニーズ

環境への配慮 避難所機能の強化

学校施設の目指すべき姿

安全・安心な
施設環境の確保

時代のニーズに合わせた
教育環境の向上

地域拠点としての
一面を持つ学校施設
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３－２ 学校施設整備方針 

学校施設の目指すべき姿を実現しつつ、恒久的に全ての児童・生徒に良好な学校環境を提供するた

め、「大田区公共施設等総合管理計画」との整合性を図りながら、次の方針に基づき施設整備を推進し

ます。 

 

方針① 改築・長寿命化の併用、耐震補強による学校の安全性確保と教育環境向上 

 躯体の状態等を踏まえた改築と長寿命化改修の併用 

 改修時に耐震補強をあわせて実施し、新築時と同等の Is 値を確保 

 建物の実態や課題を踏まえた整備水準・改修サイクルの設定 

 

方針② 効率的・効果的な整備手法によるコスト縮減 

 一体改築と部分改築の振り分けによる効率的・効果的な整備 

 改築や長寿命化改修において、統合後の旧学校施設を仮校舎として活用 

 区の方針と整合性を図りつつ、必要に応じて周辺にある公共施設との複合化 

 

方針③ 施設状況等の継続的把握による変化への対応 

 日常点検や定期点検等を通じて施設の実態を把握 

 ハード面・ソフト面の情報の一元化、情報の継続的な更新 

 施設状況、教育環境、区の財政状況等の変化を踏まえた定期的な計画の見直し 

 

方針④ 児童・生徒数等の変化への柔軟な対応 

 「大田区公共施設適正配置方針※」に基づき、児童・生徒数等の変化に対し柔軟に対応 

 

 

※ 大田区公共施設適正配置方針（抜粋） 
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第４章 長寿命化の実施に向けた考え方 

４－１ 整備基準の設定 

（１）改修・改築の基本的なサイクルの考え方 

「大田区公共施設等マネジメント今後の取り組み（平成 29 年３月）」では、今後の施設別適正配置

方針の中で、改築と長寿命化改修の併用により整備を進めることとしています。 

本計画では、特にコストのかかる屋上や外壁の改修が概ね 20 年サイクルであることから、修繕サイ

クルを 20 年とし、耐用年数が 15 年とされている設備関連は、15 年目（中規模改修や長寿命化改修

の５年前）に詳細調査・点検を実施することとします。また、維持更新コストの抑制を図るとともに、施

設の安全性及び機能維持を担保する取り組みとして、施設管理者による日常的な管理や、計画的な

予防保全を実施します。 

躯体の健全性調査の結果が良好な施設については長寿命化型改修を進め、建築後 80 年間使用

することを目標とします。ただし、維持管理に係るトータルコストの削減や改築時期の分散による中長

期的な整備費用の平準化のため、躯体の調査で圧縮強度 13.5Ｎ/㎟以下とされた棟や、旧耐震基準

の中でもより基準の古い昭和 46（1971）年以前（旧旧耐震基準）に建てられた棟は、原則として長寿

命化改修とせず改築で対応する方針とします。 

実施段階では、築年数や躯体の健全性、躯体以外の劣化状況、及び改修履歴など様々な要素を基

に総合的に判断し、整備を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 4-1 長寿命化の基本的な考え方と整備内容】 

年

20 8060

竣工

長寿命化改修
（機能向上）

中規模改修
（機能回復）

経年による機能・性能の劣化
解体・改築

建物の水準

参考：工事内容（校舎の場合）
解体・改築

躯体の健全性調査結果が
良ければ、さらに長期に

使用できる

中規模改修
（機能回復）

40

• 防水改修
• 外壁改修
• 電気設備機器交換
• 給排水設備機器交換
• 空調機器交換 等

築40年目
長寿命化改修
（機能向上）

• 開口部改修（サッシ交換）
• 内部改修（床・壁・天井・家具等下地共）
• 電気設備（配線・配管類含む更新）
• 給排水設備（配線・配管類含む更新） 等

• 躯体補修（中性化対策、鉄筋腐食対策等）

築20年目
中規模改修
（機能回復）

• 防水改修
• 外壁改修
• 電気設備機器交換
• 給排水設備機器交換
• 空調機器交換

機
能
回
復
①

機
能
回
復
①

機
能
回
復
②

• 防水改修
• 外壁改修
• 電気設備機器交換
• 給排水設備機器交換
• 空調機器交換 等

機
能
回
復
①

築60年目
中規模改修
（機能回復）

• 用途変更・新たな諸室の整備
• 機能向上に伴う設備システム変更・機器交
換（配管・配線類含む）

• バリアフリー改修 ・防災・防犯改修
• 断熱化・省エネ化・高耐久改修
• 耐震補強
• エレベーター

機
能
向
上

15年目に詳細調査・
設備点検を実施

35年目に詳細調査・
設備点検を実施

55年目に詳細調査・
設備点検を実施
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（２）整備内容の振り分け 

整備内容の振り分けは、以下のフローに基づき棟別に行います。 

原則、建物を長寿命化改修して築後 80 年まで使用しますが、劣化や耐震基準により、長寿命化改

修で躯体の補修や機能向上のコストをかけても、残りの使用年数を考慮するとコストメリットが低くな

るような棟は「築後 60 年で改築」とします。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 4-2 整備内容の振り分けフロー】 

  

築後40年目に長寿命化改修を実施して機
能向上を図り、20年目・60年目に中規模
改修を実施する。

改築の際に適正規模
を検討し、機能向上
を図る。

YES

NO

YES

1971年（※）以前の建物

新耐震基準

長 寿 命 化 改 修 改 築
整

備

内

容

NO

計

画

段

階

RC造 S造

【目標使用年数】 80年

実施段階では耐力度調査に加え、改修・改築の必要性等を総合的に判断する

YES

NO

圧縮強度 13.5N/㎟以下

目視で確認できる著しい躯体の劣化

60年

YES

NO

構造が旧耐震基準

※1971年：躯体の帯筋間隔に関する法改正
※200㎡未満の付属屋を含む

旧耐震基準

全体 88校 719棟 60.5万㎡

旧旧耐震基準
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（３）一体改築、部分改築、長寿命化の分類 

学校敷地内において、昭和 46（1971）年以前（旧旧耐震基準）の棟と昭和 47（1972）年以降の旧

耐震または新耐震基準（以下、「旧・新耐震基準」という。）の棟の合計で、旧旧耐震基準の棟の面積

が全体の過半を占めた場合は、旧・新耐震基準の棟を含めて一体改築とします。逆に旧・新耐震基準

が過半の場合は、旧旧耐震基準の棟のみ改築、残りの旧・新耐震基準の棟は長寿命化改修とします。 

なお、旧・新耐震基準の棟面積が極端に小さいなど、旧・新耐震基準の棟を一体的に改築しないと

構造上、機能上、施工上の不都合が発生する場合は一体改築とします。 

 

以上を踏まえ、全学校を以下の３つのコースに分類します。 

① 一体改築コース 

学校敷地内の建物全体のうち旧旧耐震基準の棟が過半の面積を占めている場合は、全棟一

体で改築を行う「一体改築コース」とします。 

② 部分改築コース 

学校敷地内の建物全体のうち旧・新耐震基準の棟が過半の面積を占めている場合は、旧旧

耐震基準の棟を改築、旧・新耐震基準の棟を長寿命化改修とする「部分改築コース」とします。 

③ 長寿命化コース 

学校敷地内のすべての建物が旧・新耐震基準の場合は、全棟一体で長寿命化改修を行う「長

寿命化コース」とします。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 4-3 ①～③のコースのイメージ】 

  

旧耐震

（体育館）
旧耐震

（体育館）旧旧耐震が過半のため

全て改築

校舎 校舎

体育館

校舎 校舎

体育館

校舎

体育館

旧・新耐震が過半のため

旧旧→改築
旧・新→長寿命化

全て旧・新耐震のため

全て長寿命化

：旧旧耐震基準の棟

：旧・新耐震基準の棟

校舎

① 一体改築コース
（旧旧耐震基準の棟が過半を占めている場合）

② 部分改築コース
（旧・新耐震基準の棟が過半を占めている場合）

③ 長寿命化コース
（学校全体の全ての棟が旧・新耐震基準の場合） 《凡例》
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（４）整備期間 

学校単位で整備を行うため、改築は５年、長寿命化改修は４年で整備期間を設定します。 

 

（５）仮設校舎の考え方 

改築または長寿命化改修時には、学校運営を継続するため、仮設校舎を整備して工事を実施する

と仮定します。 

 

（６）耐震補強の実施 

区の学校施設は、耐震安全性の指標である Is 値 0.6 以上を全ての建物で確保していますが、新

築時の目標値を満たさない棟は、中規模改修または長寿命化改修時に耐震補強を実施します。 

 

（７）長寿命化改修時の整備水準 

学校施設の長寿命化改修にあたっては、改築時の整備仕様を参考とし、学校間の質的な格差が生

じないよう改修内容を設定します。その際には、建築物の耐久性向上、光熱水費の削減、環境負荷低

減などの視点と費用対効果を勘案し最適な仕様を設定します。また、ICT 環境の充実やユニバーサル

デザインの導入など、社会的要請の高まりへの対応を検討します。 

例えば、屋上・外壁改修においては断熱化を検討し、照明改修においては LED 照明を設置するな

ど、省エネルギー化を図ります。トイレはドライ化、洋式化を進め、感染症予防の観点から自動水栓を

設置します。また、校舎にはエレベーターやスロープを設置するなど、バリアフリー化を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 4-4 普通教室の整備後のイメージ】 

 

（８）改修・改築単価の設定 

改修・改築を行う上で、整備水準に基づき、校舎・特別支援学校校舎・体育館・重層体育館・宿舎と

いった棟種ごとに単価を設定します。単価には、設計・監理費、解体費、グラウンド整備費を含みます。 

棟種別の改築単価の 60％を長寿命化改修、25％を中規模改修として設定します。 

さらに、校舎の改築、長寿命化改修時には仮設校舎の単価を見込みます（直近に改築を行った学校

の実績単価相当額）。 
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（９）改築型、長寿命化型、併用型の棟別コストシミュレーション 

ここまでに設定した基準を踏まえ、「ア 全棟を改築とした場合（改築型）」、「イ 全棟を長寿命化改

修とした場合（長寿命化型）」、「ウ 改築と長寿命化改修を併用した場合（併用型）」のそれぞれについ

てコストシミュレーションを行います。 

ア 全棟を改築とした場合（改築型） 

総務省の公共施設更新費用試算ソフトの考え方※に基づき、改修・改築単価を設定した上で

「築後 60 年で棟別に改築を行う」という条件で試算した場合、計画期間である 2060（令和 42）

年度までの 40 年間で、総額 2,994 億円、年平均 74.9 億円となります。この金額は、過去６年

間の施設関連経費 71.1 億円/年と比較して 1.05 倍となります。 
※ 施設の改築と改修の時期・単価を設定し年度ごとに発生するコストを計画期間で簡便に算出する手法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 4-5 改築型の試算結果（全ての棟を 60 年で改築）】 
 

イ 全棟を長寿命化改修とした場合（長寿命化型） 

建物の目標使用年数を延ばすため、「全ての棟について築後 40 年で長寿命化改修を行い、

築後 80 年まで使用する」という条件で試算すると、40 年間で 2,967 億円（74.1 億円/年）とな

ります。この金額は、ア 改築型よりわずかに減少し 1.04 倍となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 4-6 長寿命化型の試算結果（全ての棟を 40 年で長寿命化改修）】 
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これまでの11年間 今後の10年間

40年間の試算
74.1億円/年

1.04倍
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ウ 改築と長寿命化改修を併用した場合（併用型） 

「昭和 46（1971）年以前の棟は躯体や経済性等の理由から築後 60 年で改築とし、その他の

棟は築後 80 年まで長寿命化する」という条件で試算した場合、40 年間で 2,892 億円（72.3

億円/年）となります。これはア 改築型、イ 長寿命化型よりさらに減少し 1.02 倍と、最も経費が

低くなります。 

第２章２－３のとおり、区の学校施設は古いものが多く、ア～ウの乖離に大きな差が生まれませ

ん。ただし今後のコスト試算では、区の施設整備状況、予算の平準化、及び効率的な施設整備や

老朽化状況等を踏まえて設定した整備基準に基づき、ウ 併用型により計画を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 4-7 併用型の試算結果（旧旧耐震を 60 年で改築、旧・新耐震を 40 年で長寿命化改修）】 

 

（10）優先順位（学校単位）の設定 

現地調査を実施した校舎、屋内運動場を対象として、第２章２－４の劣化状況評価から棟別に算出

した「健全度」を基に、学校の総合点（＝劣化度）を算出します。そのため、以下の算出式により、総合

点の高い順（劣化度の高い順）に学校単位で優先順位を設定していきます。 

なお、現時点で改築予定のある学校は、劣化状況評価をしていないため健全度を０とします。また、

コンクリートの圧縮強度が 13.5Ｎ/㎟以下の棟を持つ学校は別途点数を加算することで、整備の優先

順位を上げます。 

○ 棟ごとに点数を算出 

 

棟の築年数 ＋                         ×   

 

 

○ 各棟の点数を合計し、学校全体の総合点（＝劣化度）を算出 

【図表 4-8 学校全体の総合点（＝劣化度）の算出式】 
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116.7億円/年

10年間総額
1,167億円

40年間総額
2,892億円

改築

1.9倍

経常修繕（グラウンド、附属屋等の改修）
（近年と同程度９億円）

中規模修繕

81.4億円/年

20年間総額
1,628億円

71.9億円/年

30年間総額
2,156億円

（億円）

（年度）

1.4倍 1.2倍

長寿命化改修
（機能回復・向上）

長寿命化改修積み残し
（機能回復・向上）

６年間の実績値
71.1億円/年

40年間の試算
72.3億円/年

1.02倍

現在

これまでの11年間 今後の10年間
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（11）整備方式の考え方 

本計画は、前述した学校施設を取り巻く現状と課題、学校施設整備方針に基づいて、各学校の整

備方式、内容及びスケジュールを決定し、整備費用を平準化して 40 年間の長期計画を策定するもの

です。整備方式の設定における考え方を以下に示します。 

 

 区の施設整備状況、予算の平準化、及び効率的な施設整備や老朽化状況等を踏まえて設定

した整備基準に基づき、（９）で示した「ウ 改築と長寿命化改修の併用型」により、毎年２校ず

つ整備を行う方針とします。 

 令和３（2021）年から令和 42（2060）年までの 40 年間の計画期間に係る維持更新コスト

を算出するため、棟の築年数・健全度から学校ごとに点数化した「劣化度」を指標として、優

先順位付けを行います。 

 現時点で改築予定のある学校、コンクリートの圧縮強度13.5Ｎ/㎟以下の校舎を持つ学校を

優先し、原則として劣化度の高い学校から改築・長寿命化改修を進めていきます。  

 躯体以外の劣化状況調査の結果Ｃ、Ｄ評価とされた部位は、優先的に修繕を行い改善します。 

 改築や長寿命化改修、中規模改修、部位別修繕の他、緊急的に必要となる修繕のために、経

常修繕費を見込みます。 

 昭和 46（1971）年以前の建物は、中規模改修または長寿命化改修を実施する前に、コンク

リートの圧縮強度と中性化深さ等について、コア抜き・はつり調査による躯体の詳細調査を実

施します。 
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４－２ 今後の維持・更新コスト 

 （１）コスト試算 

４－１で設定した整備基準を用いて試算した結果、今後 40 年間の維持・更新コストとして 3,016 億

円（75.4 億円/年）が必要となり、これは過去６年間の施設整備関連の実績値 71.1 億円/年に対し、

1.06 倍の乖離があります。 

なお、今後の維持・更新コストについては、社会経済情勢の変化や、それに伴う区の財政状況により

見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 4-9 将来の維持・更新コストの試算（改築と長寿命化改修の併用）】 

 

（２）コスト試算の結果考察 

コスト試算においては、学校施設を総合点（＝劣化度）順に整理し、試算を行いました。ただし、本試

算はあくまでも条件に基づいた機械的な整理であり、実際の計画は区の財政状況や社会経済状況の

変化、地域バランス等により個別具体的に検討します。 

 

 計画期間（40 年間）において一体改築コースまたは部分改築コースの学校は、小学校 54 校、中

学校 26 校の計 80 校です。（前半 20 年間は小学校 29 校、中学校 11 校、後半 20 年間は小学

校 25 校、中学校 15 校） 

 計画期間の 40 年間には、長寿命化コースの学校はありませんでした。 

 区内には古い学校が多く、計画期間の前半は築年数の古い学校が大半を占めるため必然的に一

体改築コースの学校が多く、後半になるにつれて部分改築コースの学校が多くなります。 

 部分改築コースの学校については、体育館のみ築年数が新しい場合が多いため、体育館が長寿

命化改修の対象になる学校が比較的多くなっています。 

 予算の平準化を行ったため、後年度に改修や改築が予定されている学校で、劣化が顕著な（Ⅽ・

Ⅾ評価）部位がある場合は、計画当初の５年間（令和３（2021）年度～令和７（2025）年度）で部

位別改修を実施することになります。  
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76.8億円/年

10年間総額
768億円

40年間総額
3,016億円

改築

劣化部位修繕
（C・D評価の修繕）

1.08倍

経常修繕（グラウンド、附属屋等の改修）
（近年と同程度９億円）

中規模修繕

73.5億円/年

20年間総額
1,470億円

73.4億円/年

30年間総額
2,207億円

（億円）

（年度）

1.03倍 1.04倍

長寿命化改修
（機能回復・向上）

これまでの11年間 今後の10年間

現在

６年間の実績値
71.1億円/年

40年間の試算
75.4億円/年

1.06倍
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４－３ 今後の整備予定 

今後の具体的な整備予定については、令和４（2022）年度から令和 13（2031）年度までの 10 年間

における改築、長寿命化改修、及び計画的な予防保全改修を予定する学校を選定する、「（仮称）大田

区学校施設改築・改修中期プラン」を策定します。 
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第５章 今後の検討課題 

この計画を実施していくためには、施設関連経費のさらなる縮減や、円滑かつ効率的な工事に向け

た検討が必要となります。そのために、以下の事項について検討を進めます。 

  

５－１ 工事期間中の近隣敷地の活用 

改築や長寿命化改修を実施する際には、工事期間中も学校運営を継続しなければならず、工事は学

校運営に配慮しながら行う必要があるため、工期の長期化や経費の増大といった課題があります。こ

れらに対し、近隣の敷地を活用する方法が考えられます。例えば、仮設校舎を近隣校の敷地に建設し、

児童・生徒がいない状態で工事を行うことで、工期の短縮とコストの削減が可能となります。また、統合

後の旧学校施設を仮校舎として活用することで、仮設校舎の整備費用等、さらなるコスト削減が期待で

きます。 

なお、活用先の敷地条件によっては、仮設校舎に全ての学校運営機能を整備することができない場

合も想定されます。そのため、体育館、プール、グラウンドの外部利用や移動手段、また給食の外部調

理等をあわせて検討する必要があります。 

イメージ（例） 

蒲田東地区にある北蒲広場の施設（旧学校施設）を、周辺にある学校の改築・改修時の仮校

舎として活用 

 

５－２ 工期短縮に向けた取り組み 

学校敷地内に仮設校舎を建設し工事を行う場合は、体育館、プール、グラウンドの代替として民間敷

地や区有施設、近隣校の活用、また給食の外部調理（他校を含む）などを検討する必要があります。こ

れらを用いて仮設校舎の規模を小さくすることによって、工事の自由度が増し、工期短縮や工事の円

滑な進行が可能となります。 

また、仮設校舎そのものを整備・活用せず、既存の建物で学校運営を継続しながら新校舎を建設す

ることで、工期の短縮やコストの削減が可能です。ただし、敷地内の建物配置を大きく変更する場合が

あるため、日当たりや騒音など、学校周辺や教育環境に及ぼす影響を十分に考慮する必要があります。 

イメージ（例） 

志茂田小の工事中仮グラウンドとして民間用地の活用、赤松小の工事中仮グラウンドとして区

有施設の活用 

 

５－３ 効率的・効果的な整備手法の研究 

「大田区公共施設等マネジメント今後の取り組み」では、ファシリティマネジメント基本方針として公民

連携手法の活用を推進するとしています。民間の力を活用することにより、整備や維持管理のコスト縮

減につながる手法の可能性や課題を研究することも必要になります。 

イメージ（例） 

設計・建設・管理運営等における民間活用または公民連携手法など、他自治体の事例の研究 
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５－４ 公共施設との複合化 

学校は地域活動の拠点としての役割があることから、区の方針との整合性を図りつつ、必要に応じて

地域公共施設との複合化の推進を支えます。 

イメージ（例） 

周辺にある公共施設との複合化を図ることで、地域とともにある学校づくりを進め、学校用地

を活用した地域の公共施設全体の総量縮減や、土地の高度利用 
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第６章 計画の継続的運用方針 

６－１ 情報基盤の整備と活用 

安全・安心で、快適な教育環境を維持・向上するためには、改築や改修を着実に行うだけではなく、

継続的に施設の状況を把握しておくことが重要です。そのため、引き続き建築基準法第 12条の定期点

検を３年に１度実施し、必要に応じて劣化状況調査により評価を行います。それらの情報を、修繕・改修

履歴などと合わせて「建物情報一覧」に蓄積・整理し、本計画の見直しや学校施設全体のマネジメント

に活用します。 

また、施設管理者である学校は日常的に点検を行い、その結果を予防的な修繕に向けて活用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 6-1 情報の一元化イメージ図】 

 

６－２ 推進体制の整備 

学校施設を所管する教育委員会が中心となり、施設整備課、施設保全課と連携して本計画を推進し

ます。また、他の施設との複合化を検討する場合は、より有効な活用ができるよう関連部署と連携・協

力し進めていきます。 

 

 

 

  

さまざまな既存資料

文科省
学校施設台帳

設備台帳
（設備年表）

１２条点検
報告書

耐震診断
報告書

躯体詳細調査
報告書

（躯体健全性）
工事台帳

決算書
（投資的経費）

固定資産台帳
設計図書
（竣工図）
内訳書ＩＳ値一覧

建物情報一覧（概要情報）

１次評価 ２次評価
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敷地63,331
㎡

1 北教室棟 R 3 1,593 1967 S42 51 旧 済 済 0.61 H11 22.8 0.6 長寿命 B C B A A 71 無 - - - 湿式 3 無 ― ○○○○○○○○○○○○ ○耐○○◎◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ● ● 中 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ × ×

延床12,564
㎡

北特別教室棟 R 3 1,139 1968 S43 50 旧 済 済 0.61 H11 34.7 1.3 長寿命 B A A A A 98 無 - - - - - - ― ○○○○○○○○○○○○ ○耐○○○◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ● ● ● 中 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ×

全日制 2 管理棟（Ｈ１８耐震改修）　 R 4 1,783 1969 S44 49 旧 済 済 0.62 H11 17.2 0.4 長寿命 A A C A A 78 無 - - - 湿式 11 有 11人乗 ○ ○○○○○ ○○○○○○○○○○耐○◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 中 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

666名　20CR 冷暖房機械室（Ｈ１８耐震改修）井戸機械室１５㎡　 R 5 266 1968 S43 50 旧 済 済 H11 19.0 0.4 長寿命 A A A A A 100 無 - - - - - - ― ○ ○○○○○ ○○○○○○○○○○耐◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ● ● ● 中 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ×

管理棟（Ｈ１８耐震改修）　 R 3 972 1969 S44 49 旧 済 済 H11 19.0 0.4 長寿命 A A C A A 78 無 - - - - - - ― ○ ○○○○○ ○○○○○○○○○○耐○◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 中 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

便所 S 2 83 1998 H10 20 新 - - - - 長寿命 B A A A A 98 無 - - - - - - ― △△△△△△△△△建○○○○○○○○○○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 大 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

エレベーター及び多目的トイレ及び倉庫 S 3 59 2000 H12 18 新 - - - - 長寿命 A A A A A 100 無 - - - 乾式 2 有 ― △△△△△△△△△△△建○○○○○○○○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 中 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 大 ● ● ● ● ● ● ● ●

3 南教室棟（Ｈ１７耐震補強）　 R 3 1,593 1968 S43 50 旧 済 済 0.62 H11 17.9 0.7 長寿命 A A B A A 91 無 - - - 湿式 3 無 ― ○○○○○○○○○○○ ○ ○○○耐○◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ● ● ● 中 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ×

南特別教室棟（Ｈ１７耐震補強）　 R 3 1,139 1968 S43 50 旧 済 済 0.62 H11 26.7 0.1 長寿命 A A A A A 100 無 - - - - - - ― ○○○○○○○○○○○ ○ ○○○耐○◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ● ● ● 中 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ×

4 生徒昇降口 S 1 238 1996 H8 22 新 - - - - 長寿命 B A A A A 98 無 - - - - - - ― △△△△△△△建○○○○○○○○○○○○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 大 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

5 セミナーハウス R 2 696 1994 H6 24 新 - - - - 長寿命 A A A A A 100 無 - - - 湿式 5 有 ― △△△△△建○○○○○○○○○○○○○○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 大 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

6 体育館　 S 2 1,677 1969 S44 49 旧 済 済 H17 22.5 1.3 長寿命 H29 1.38 5115
大規模改
修を行い
劣化状況

D C C A A 53 無 - - - - - - ― ○○○○○○○○ ○○ ○ ○○○○○耐 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 中 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

7 剣道場 S 1 0 1970 S45 48 旧 済 済 0.9 H16 - 長寿命 A A A A A 100 無 - - - - - - ― ○○○○○○○○○○○○○○○○ ○○○ ◎ 耐 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 中 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

8 柔道場 W 1 426 2007 H19 11 新 - - - - 長寿命 A A A A A 100 無 - - - - - - ― △△△△△△△△△△△△△△△△△△建○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 中 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 大 ●

階
数

延床
面積
（㎡）

建築年度

築
年
数

耐震安全性

学校名
調
査
年
度

圧
縮
強
度

試算
上の
区分

トイレ

中
性
化
(cm

)

所見

屋
根
・
屋
上

外
壁

内
部
仕
上
げ

調
査
年
度

敷地面積
延床面積
学級数
学科

表
示
順

棟名
構
造 西暦 和暦

基
準

診
断

補
強

ＩＳ
値
（改
修
後）

電
気
設
備

機
械
設
備

健全
度

（100
点
満
点）

エレ
ベー
ター
の

有無

床
仕
様

多
目
的
の
有
無

空調

教
室
空
調
有
無

教
室
数

方
式

設
置
団
体

20年後 30年後10年後30年前 20年前
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～
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～
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8
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中
性
化

災
害
復
旧

災
害
復
旧

鹿本

箇
所
数

圧
縮
強
度

耐
力
度

(1) 基礎情報 (2) 躯体の健全性 (3) 劣化状況 (4) 仕様・機能情
報
の
一
元
化
・
見
え
る
化

(6) 計 画(5) 履 歴

履歴情報（主要）劣化状況（概要）躯体健全性

学校単位

棟単位

全体把握

１

３

現在

カルテ（詳細情報）２

平成26年度調査

年度）

㎡ 地上 4 階 地下 1 階

基礎 □ 不同沈下がある

（基礎、柱、梁 鉄筋コンクリート造 □ 爆裂・露筋箇所がある

　壁、床） ■ 1mm以上のクラックがある

■ 1mm未満のクラックが部分的にある

□ 0.3mm未満のひび割れがかなりある

鉄骨造 □ 錆による穴あき、破断箇所がある

木造 □ 腐食・蟻害による欠損箇所がある

１ □ ｱｽﾌｧﾙﾄ保護防水 （ ）㎡ □ 降雨時に雨漏りがある

屋上 □ ｱｽﾌｧﾙﾄ露出防水 ■ 天井等に雨漏り痕がある

■ シート防水、塗膜防水 ■ 防水層に膨れ・破れ等がある

□ 勾配屋根（長尺金属板、折板） □ 屋根葺材に錆・損傷がある

□ 勾配屋根（スレート、瓦類） □ 笠木・立上り等に損傷がある

□ その他の屋根 （ ） □ 樋やドレンを目視点検できない

２ ■ 複層塗材 （ ）㎡ □ 鉄筋が見えているところがある

■ タイル張り、石張り □ 外壁から漏水がある

■ 金属系パネル ■ タイルや石が剥がれている

□ コンクリート系パネル（ＡＬＣ等） □ 大きな亀裂がある

□ その他の外壁 （ ）

３ ■ アルミ製サッシ （ ）㎡ □ 窓・ドアの廻りで漏水がある

開口部 □ 鋼製サッシ ■ 窓・ドアに錆が多くみられる

□ 断熱サッシ、省エネガラス

□ その他開口部 （ ）

４ 外部 ■ バルコニー （ ）㎡ □ 鉄筋が見えているところがある

その他 □ 外部廊下、ピロティ （ ）㎡ □ ｺﾝｸﾘｰﾄ等の落下の危険がある

□ 外階段 （ ）㎡ □ 手すりが錆・腐朽している

□ ﾀﾗｯﾌﾟ、庇、竪樋等に劣化がある

５ ■ 天井高6ｍ超の室 （ ）㎡ □ ｺﾝｸﾘｰﾄの床・壁にヒビがある

□ 体育室等の木製床 （ ）㎡ □ 天井が破損し落下の危険がある

■ 便所 （ ）㎡ □ 床仕上材に使用上の支障がある

６ □ 組積造・ＣＢ造の塀 （ ）ｍ □ 地盤沈下による不具合がある

□ 擁壁 （ ）㎡ □ 塀・擁壁に倒壊の危険がある

■ ｱﾌﾟﾛｰﾁ等の舗装 （ ）㎡ □ 舗装に凹凸があり危険

特記事項（12条点検、消防点検、メーカー点検等による指摘事項が有れば、該当部位と指摘内容を記載）

※ 構造種別、延床面積等の基本情報が現況と異なる場合は赤字で訂正してください。
※ 該当ある項目を（■）とし、（　）内及び各欄に必要事項を記入してください。
※ チェックリストにある代表的な劣化事象以外に不具合・劣化がある場合は特記してください。

（建築調査者よりの所見）
・屋根、屋上防水は箇所により改修履歴が異なり、この度の評価としてはＡ・Ｂ・Ｄに分類されるものと判断します。ですので、建物全体での総合
評価はＣとして
　おりますが、やはり屋根ごとの防水状況の管理が必要と思われます。
・外壁吹付材は目視においては、特段不良は目立ちませんが、築年数によれば、外壁改修が望ましいと思われます。

Ｂ

Ｂ（室内）

内部

一部、舗装面
にくぼみが見
られるが、危
険はない。

外構

Ｂ

Ｃ

外部 外部ｽﾁｰﾙ製
建具は錆が
見られる。

Ｃ

外壁 構造ｸﾗｯｸによ
るｴﾌﾛﾚｯｾﾝｽ
が部分的に見
られる。

屋根の数が
多く、箇所ごと
に改修履歴が
異なる為、屋
根ごとに経過
観察の上改
修が望まし
い。

Ｃ

（舞台屋上） 1

特記事項 評価
年度 工事内容 箇所数

建
築

屋根 Ｈ24 防水改修

部位
仕様

（該当する項目にチェック）

直近の工事履歴 劣化状況
（複数回答可）

箇所数 特記事項 評価

躯体 構造ｸﾗｯｸが
部
分的に確認で
きる。

Ｃ

構造種別 鉄筋コンクリート造 延床面積 5,954 階数

部位 劣化状況（複数回答可）

主管課名 記入者

棟名 建築年度 昭和54 年度（ 1979

番号

施設名 調査日 平成26年12月9日

各部位の劣化状況
・範囲・コメント(詳細)

（劣化状況） （劣化写真）
● 築年別整備状況 ● 将来コスト
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33

以

前

35 37 39 41 43 45 47 49 51 53 55 57 59 61 63 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28

（㎡）

築20年以上 323棟（84%） 39.5万㎡（86%）

対象建物

385棟

46.2万㎡

（年度）

築30年以上 274棟（71%） 36.5万㎡（79%）
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33

以

前

35 37 39 41 43 45 47 49 51 53 55 57 59 61 63 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28

（㎡）

築20年以上 103棟（83%） 13.2万㎡（83%）

対象建物

124棟

15.9万㎡

（年度）

築30年以上 78棟（63%） 11.4万㎡（72%）

全 64施設 323棟 40.2万㎡

小学校
（42施設 193棟 23.4万㎡）

中学校
（21施設 123棟 14.8万㎡）

高等学校

（1施設 7棟 2.0万㎡）

築30年以上 243棟 75.2％ 32.3万㎡ 80.2％

築20年以上 278棟 86.1％ 34.4万㎡ 85.5％

中学校（校舎）

中学校（体育館）

小学校（体育館）

小学校（校舎）

高等学校（体育館）

高等学校（校舎）

中学校（武道場）

高等学校（武道場）

中学校（給食棟）

小学校（給食棟）

高等学校（部室棟）

築50年以上
22棟 6.8％

3.6万㎡ 8.9％

築40年以上
111棟 34.4％

16.1万㎡ 39.9％

築30年以上
110棟 34.1％

12.6万㎡ 31.4％

築20年以上
35棟 10.8％

2.1万㎡ 5.3％

築10年以上
17棟 5.3％
2万㎡ 4.9％

築10年未満
28棟 8.7％

3.9万㎡ 9.7％

柏第一小・
田中小学校
校舎（最古）

柏の葉中学校
（最新）

新耐震基準（S56年より後の建築）
138棟 42.8％ 13.3万㎡ 33.1％

旧耐震基準（Ｓ46
年より後の建築）

145棟 44.8％
20.3万㎡ 50.5％

旧耐震基準
（Ｓ46年より前の建築）

40棟 12.4％
6.6万㎡ 16.4％
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修繕維持費 中規模修繕 中規模積み残し 長寿命化修繕 大規模改修 大規模積み残し 長寿命積み残し

緊急修繕 取り壊し等 建替え 建替え積み残し その他集計 縮減値 個別工事

（億円）

大規模改造2019年時点で築41年以
上築50年未満の建物の
大規模改造

40年間の総額
1,981億円

40年間の平均
50億円/年

建替中規模修繕

削減効果 38％

削減効
果

修繕（500円/㎡）

（億円）

Ａ案

20年 30年 40年中期（10年）

総額・・・円
・・・円/年

総額・・・円
・・・円/年

長寿命化改修

中規模改修部位改修

建替え

長寿命化による削減効果

さまざまな既存資料

文科省
学校施設台帳

設備台帳
（設備年表）

１２条点検
報告書

耐震診断
報告書

躯体詳細調査
報告書

（躯体健全性）
工事台帳

決算書
（投資的経費）

固定資産台帳
設計図書
（竣工図）
内訳書ＩＳ値一覧

建物情報一覧（概要情報）

１次評価 ２次評価
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敷地63,331
㎡

1 北教室棟 R 3 1,593 1967 S42 51 旧 済 済 0.61 H11 22.8 0.6 長寿命 B C B A A 71 無 - - - 湿式 3 無 ― ○○○○○○○○○○○○ ○耐○○◎◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ● ● 中 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ × ×

延床12,564
㎡

北特別教室棟 R 3 1,139 1968 S43 50 旧 済 済 0.61 H11 34.7 1.3 長寿命 B A A A A 98 無 - - - - - - ― ○○○○○○○○○○○○ ○耐○○○◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ● ● ● 中 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ×

全日制 2 管理棟（Ｈ１８耐震改修）　 R 4 1,783 1969 S44 49 旧 済 済 0.62 H11 17.2 0.4 長寿命 A A C A A 78 無 - - - 湿式 11 有 11人乗 ○ ○○○○○ ○○○○○○○○○○耐○◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 中 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

666名　20CR 冷暖房機械室（Ｈ１８耐震改修）井戸機械室１５㎡　 R 5 266 1968 S43 50 旧 済 済 H11 19.0 0.4 長寿命 A A A A A 100 無 - - - - - - ― ○ ○○○○○ ○○○○○○○○○○耐◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ● ● ● 中 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ×

管理棟（Ｈ１８耐震改修）　 R 3 972 1969 S44 49 旧 済 済 H11 19.0 0.4 長寿命 A A C A A 78 無 - - - - - - ― ○ ○○○○○ ○○○○○○○○○○耐○◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 中 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

便所 S 2 83 1998 H10 20 新 - - - - 長寿命 B A A A A 98 無 - - - - - - ― △△△△△△△△△建○○○○○○○○○○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 大 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

エレベーター及び多目的トイレ及び倉庫 S 3 59 2000 H12 18 新 - - - - 長寿命 A A A A A 100 無 - - - 乾式 2 有 ― △△△△△△△△△△△建○○○○○○○○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 中 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 大 ● ● ● ● ● ● ● ●

3 南教室棟（Ｈ１７耐震補強）　 R 3 1,593 1968 S43 50 旧 済 済 0.62 H11 17.9 0.7 長寿命 A A B A A 91 無 - - - 湿式 3 無 ― ○○○○○○○○○○○ ○ ○○○耐○◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ● ● ● 中 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ×

南特別教室棟（Ｈ１７耐震補強）　 R 3 1,139 1968 S43 50 旧 済 済 0.62 H11 26.7 0.1 長寿命 A A A A A 100 無 - - - - - - ― ○○○○○○○○○○○ ○ ○○○耐○◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ● ● ● 中 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ×

4 生徒昇降口 S 1 238 1996 H8 22 新 - - - - 長寿命 B A A A A 98 無 - - - - - - ― △△△△△△△建○○○○○○○○○○○○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 大 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

5 セミナーハウス R 2 696 1994 H6 24 新 - - - - 長寿命 A A A A A 100 無 - - - 湿式 5 有 ― △△△△△建○○○○○○○○○○○○○○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 大 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

6 体育館　 S 2 1,677 1969 S44 49 旧 済 済 H17 22.5 1.3 長寿命 H29 1.38 5115
大規模改
修を行い
劣化状況

D C C A A 53 無 - - - - - - ― ○○○○○○○○ ○○ ○ ○○○○○耐 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 中 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

7 剣道場 S 1 0 1970 S45 48 旧 済 済 0.9 H16 - 長寿命 A A A A A 100 無 - - - - - - ― ○○○○○○○○○○○○○○○○ ○○○ ◎ 耐 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 中 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

8 柔道場 W 1 426 2007 H19 11 新 - - - - 長寿命 A A A A A 100 無 - - - - - - ― △△△△△△△△△△△△△△△△△△建○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 中 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 大 ●

階
数

延床
面積
（㎡）

建築年度

築
年
数

耐震安全性

学校名
調
査
年
度

圧
縮
強
度

試算
上の
区分

トイレ

中
性
化
(cm

)

所見

屋
根
・
屋
上

外
壁

内
部
仕
上
げ

調
査
年
度

敷地面積
延床面積
学級数
学科

表
示
順

棟名
構
造 西暦 和暦

基
準

診
断

補
強

ＩＳ
値
（改
修
後）

電
気
設
備

機
械
設
備

健全
度

（100
点
満
点）

エレ
ベー
ター
の

有無

床
仕
様

多
目
的
の
有
無

空調

教
室
空
調
有
無

教
室
数

方
式

設
置
団
体

20年後 30年後10年後30年前 20年前

1
9
8
9

10年前

～

2
0
3
8

2
0
3
9

～

2
0
4
8

～

1
9
9
8

1
9
9
9

～

2
0
0
8

2
0
2
9

中
性
化

災
害
復
旧

災
害
復
旧

鹿本

箇
所
数

圧
縮
強
度

耐
力
度

(1) 基礎情報 (2) 躯体の健全性 (3) 劣化状況 (4) 仕様・機能情
報
の
一
元
化
・
見
え
る
化

(6) 計 画(5) 履 歴

履歴情報（主要）劣化状況（概要）躯体健全性

学校単位

棟単位

全体把握

１

３

現在

カルテ（詳細情報）２

平成26年度調査

年度）

㎡ 地上 4 階 地下 1 階

基礎 □ 不同沈下がある

（基礎、柱、梁 鉄筋コンクリート造 □ 爆裂・露筋箇所がある

　壁、床） ■ 1mm以上のクラックがある

■ 1mm未満のクラックが部分的にある

□ 0.3mm未満のひび割れがかなりある

鉄骨造 □ 錆による穴あき、破断箇所がある

木造 □ 腐食・蟻害による欠損箇所がある

１ □ ｱｽﾌｧﾙﾄ保護防水 （ ）㎡ □ 降雨時に雨漏りがある

屋上 □ ｱｽﾌｧﾙﾄ露出防水 ■ 天井等に雨漏り痕がある

■ シート防水、塗膜防水 ■ 防水層に膨れ・破れ等がある

□ 勾配屋根（長尺金属板、折板） □ 屋根葺材に錆・損傷がある

□ 勾配屋根（スレート、瓦類） □ 笠木・立上り等に損傷がある

□ その他の屋根 （ ） □ 樋やドレンを目視点検できない

２ ■ 複層塗材 （ ）㎡ □ 鉄筋が見えているところがある

■ タイル張り、石張り □ 外壁から漏水がある

■ 金属系パネル ■ タイルや石が剥がれている

□ コンクリート系パネル（ＡＬＣ等） □ 大きな亀裂がある

□ その他の外壁 （ ）

３ ■ アルミ製サッシ （ ）㎡ □ 窓・ドアの廻りで漏水がある

開口部 □ 鋼製サッシ ■ 窓・ドアに錆が多くみられる

□ 断熱サッシ、省エネガラス

□ その他開口部 （ ）

４ 外部 ■ バルコニー （ ）㎡ □ 鉄筋が見えているところがある

その他 □ 外部廊下、ピロティ （ ）㎡ □ ｺﾝｸﾘｰﾄ等の落下の危険がある

□ 外階段 （ ）㎡ □ 手すりが錆・腐朽している

□ ﾀﾗｯﾌﾟ、庇、竪樋等に劣化がある

５ ■ 天井高6ｍ超の室 （ ）㎡ □ ｺﾝｸﾘｰﾄの床・壁にヒビがある

□ 体育室等の木製床 （ ）㎡ □ 天井が破損し落下の危険がある

■ 便所 （ ）㎡ □ 床仕上材に使用上の支障がある

６ □ 組積造・ＣＢ造の塀 （ ）ｍ □ 地盤沈下による不具合がある

□ 擁壁 （ ）㎡ □ 塀・擁壁に倒壊の危険がある

■ ｱﾌﾟﾛｰﾁ等の舗装 （ ）㎡ □ 舗装に凹凸があり危険

特記事項（12条点検、消防点検、メーカー点検等による指摘事項が有れば、該当部位と指摘内容を記載）

※ 構造種別、延床面積等の基本情報が現況と異なる場合は赤字で訂正してください。
※ 該当ある項目を（■）とし、（　）内及び各欄に必要事項を記入してください。
※ チェックリストにある代表的な劣化事象以外に不具合・劣化がある場合は特記してください。

（建築調査者よりの所見）
・屋根、屋上防水は箇所により改修履歴が異なり、この度の評価としてはＡ・Ｂ・Ｄに分類されるものと判断します。ですので、建物全体での総合
評価はＣとして
　おりますが、やはり屋根ごとの防水状況の管理が必要と思われます。
・外壁吹付材は目視においては、特段不良は目立ちませんが、築年数によれば、外壁改修が望ましいと思われます。

Ｂ

Ｂ（室内）

内部

一部、舗装面
にくぼみが見
られるが、危
険はない。

外構

Ｂ

Ｃ

外部 外部ｽﾁｰﾙ製
建具は錆が
見られる。

Ｃ

外壁 構造ｸﾗｯｸによ
るｴﾌﾛﾚｯｾﾝｽ
が部分的に見
られる。

屋根の数が
多く、箇所ごと
に改修履歴が
異なる為、屋
根ごとに経過
観察の上改
修が望まし
い。

Ｃ

（舞台屋上） 1

特記事項 評価
年度 工事内容 箇所数

建
築

屋根 Ｈ24 防水改修

部位
仕様

（該当する項目にチェック）

直近の工事履歴 劣化状況
（複数回答可）

箇所数 特記事項 評価

躯体 構造ｸﾗｯｸが
部
分的に確認で
きる。

Ｃ

構造種別 鉄筋コンクリート造 延床面積 5,954 階数

部位 劣化状況（複数回答可）

主管課名 記入者

棟名 建築年度 昭和54 年度（ 1979

番号

施設名 調査日 平成26年12月9日

各部位の劣化状況
・範囲・コメント(詳細)

（劣化状況） （劣化写真）
● 築年別整備状況 ● 将来コスト
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33

以

前

35 37 39 41 43 45 47 49 51 53 55 57 59 61 63 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28

（㎡）

築20年以上 323棟（84%） 39.5万㎡（86%）

対象建物

385棟

46.2万㎡

（年度）

築30年以上 274棟（71%） 36.5万㎡（79%）

0

5,000
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15,000

20,000
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30,000

35,000
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45,000

50,000

Ｓ

33

以

前

35 37 39 41 43 45 47 49 51 53 55 57 59 61 63 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28

（㎡）

築20年以上 103棟（83%） 13.2万㎡（83%）

対象建物

124棟

15.9万㎡

（年度）

築30年以上 78棟（63%） 11.4万㎡（72%）

全 64施設 323棟 40.2万㎡

小学校
（42施設 193棟 23.4万㎡）

中学校
（21施設 123棟 14.8万㎡）

高等学校

（1施設 7棟 2.0万㎡）

築30年以上 243棟 75.2％ 32.3万㎡ 80.2％

築20年以上 278棟 86.1％ 34.4万㎡ 85.5％

中学校（校舎）

中学校（体育館）

小学校（体育館）

小学校（校舎）

高等学校（体育館）

高等学校（校舎）

中学校（武道場）

高等学校（武道場）

中学校（給食棟）

小学校（給食棟）

高等学校（部室棟）

築50年以上
22棟 6.8％

3.6万㎡ 8.9％

築40年以上
111棟 34.4％

16.1万㎡ 39.9％

築30年以上
110棟 34.1％

12.6万㎡ 31.4％

築20年以上
35棟 10.8％

2.1万㎡ 5.3％

築10年以上
17棟 5.3％
2万㎡ 4.9％

築10年未満
28棟 8.7％

3.9万㎡ 9.7％

柏第一小・
田中小学校
校舎（最古）

柏の葉中学校
（最新）

新耐震基準（S56年より後の建築）
138棟 42.8％ 13.3万㎡ 33.1％

旧耐震基準（Ｓ46
年より後の建築）

145棟 44.8％
20.3万㎡ 50.5％

旧耐震基準
（Ｓ46年より前の建築）

40棟 12.4％
6.6万㎡ 16.4％
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修繕維持費 中規模修繕 中規模積み残し 長寿命化修繕 大規模改修 大規模積み残し 長寿命積み残し

緊急修繕 取り壊し等 建替え 建替え積み残し その他集計 縮減値 個別工事

（億円）

大規模改造2019年時点で築41年以
上築50年未満の建物の
大規模改造

40年間の総額
1,981億円

40年間の平均
50億円/年

建替中規模修繕

削減効果 38％

削減効
果

修繕（500円/㎡）

（億円）

Ａ案

20年 30年 40年中期（10年）

総額・・・円
・・・円/年

総額・・・円
・・・円/年

長寿命化改修

中規模改修部位改修

建替え

長寿命化による削減効果
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６－３ フォローアップ 

本計画は、維持・更新費用（単価）、児童・生徒数の動向など、ＰＤＣＡサイクルにより継続的に見直し、

改善検討を行いながら、５年ごとに部分更新、10年ごとに計画の見直しを行います。 

なお、更新・見直しサイクルについては、社会情勢や制度の変化に伴い、早まる場合もあります。また、

上位計画など他の関連計画の進捗状況を踏まえ、大田区全体の公共施設マネジメントと連携して本計

画を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 6-2 継続的な見直しイメージ図】

【5年後】部分更新

•整備実績
•建物情報一覧
•劣化状況
•優先順位
•築年別整備状況

•施設関連経費
•整備単価
•今後の維持・更新コスト
•児童・生徒数の変化
•学校別学級数 等

大田区学校施設
長寿命化計画

検証結果・課題を
踏まえた反映

計画的な整備・
維持管理を実施

実行結果の検証・
課題の整理

【10年後】計画の見直し

•法令改正
•社会情勢
•財政状況
•教育制度の変化
•新しい工法 等

５年後の
部分更新と
同内容を実施



 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大田区学校施設長寿命化計画 令和３年３月 

編集・発行：大田区教育委員会  東京都大田区蒲田五丁目３７番１号 

電話：０３-５７4４-１３９９  FAX：０３-５７4４-１666 
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